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税務訴訟資料 第２５９号－２４０（順号１１３５３） 

福岡地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号～同第●●号 法人税等更正処分等取消請求事件 

国側当事者・国（福岡税務署長） 

平成２１年１２月２２日棄却・控訴 

 

判 決 

甲事件原告         株式会社Ａ 

              （以下「原告Ａ」という。） 

同代表者代表取締役     甲 

乙事件原告         株式会社Ｂ 

              （以下「原告Ｂ」という。） 

同代表者代表取締役     乙 

丙事件原告         株式会社Ｃ 

              （以下「原告Ｃ」という。） 

同代表者代表取締役     丙 

丁事件原告         株式会社Ｄ 

              （以下「原告Ｄ」という。） 

同代表者代表取締役     丙 

上記原告ら訴訟代理人弁護士 丸山 隆寛 

              桃原 健二 

              八重尾 龍 

被告            国 

同代表者法務大臣      千葉 景子 

処分行政庁         福岡税務署長 

同指定代理人        早崎 裕子 

同             坪田 圭介 

同             伊藤 彰 

同             松本 秀一 

同             岩元 亙 

同             酒井 敏明 

同             大里 正幸 

同             河野 玲子 

同             右近 秀二 

 

主 文 

１ 原告らの請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

 

事実及び理由 
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第１ 請求の趣旨 

１ 甲事件 

(1) 原告Ａの平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの事業年度分の法人税につき、

福岡税務署長が平成１８年５月３０日付をもって行った更正処分のうち、所得金額７０８７万

２８５５円、納付すべき法人税額２２３５万８６００円を超える部分及び過少申告加算税賦課

決定処分はこれを取り消す。 

(2) 原告Ａの平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日までの事業年度分の法人税につき、

福岡税務署長が平成１８年５月３０日付をもって行った更正処分のうち、所得金額５０４４万

５３６２円、納付すべき法人税額１４４９万３４００円を超える部分及び過少申告加算税賦課

決定処分はこれを取り消す。 

(3) 原告Ａの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの事業年度分の法人税につき、

福岡税務署長が平成１８年５月３０日付をもって行った更正処分のうち、所得金額１億１９９

２万９５４２円、納付すべき法人税額３５３３万８６００円を超える部分及び過少申告加算税

賦課決定処分はこれを取り消す。 

(4) 原告Ａの平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの課税期間に係る消費税及び

地方消費税につき、福岡税務署長が平成１８年５月３０日付をもって行った更正処分のうち納

付すべき消費税額マイナス１９９万０４９２円及び納付すべき地方消費税額マイナス４９万

７６２３円を超える部分並びに過少申告加算税賦課決定処分はこれを取り消す。 

(5) 原告Ａの平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日までの課税期間に係る消費税及び

地方消費税につき、福岡税務署長が平成１８年５月３０日付をもって行った更正処分のうち納

付すべき消費税額６７０万２０００円及び納付すべき地方消費税額１６７万５５００円を超

える部分並びに過少申告加算税賦課決定処分はこれを取り消す。 

(6) 原告Ａの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの課税期間に係る消費税及び

地方消費税につき、福岡税務署長が平成１８年５月３０日付をもって行った更正処分のうち納

付すべき消費税額６８８万３６００円及び納付すべき地方消費税額１７２万０９００円を超

える部分はこれを取り消す。 

２ 乙事件 

(1) 原告Ｂの平成１４年１０月１日から平成１５年９月３０日までの事業年度分の法人税につ

き、福岡税務署長が平成１８年７月４日付をもって行った更正処分のうち、所得金額１億０７

７０万８９１６円、納付すべき法人税額３４６７万９７００円を超える部分及び過少申告加算

税賦課決定処分はこれを取り消す。 

(2) 原告Ｂの平成１５年１０月１日から平成１６年９月３０日までの事業年度分の法人税につ

き、福岡税務署長が平成１８年７月４日付をもって行った更正処分のうち、所得金額２億２０

８４万４８２０円、納付すべき法人税額６５６１万３０００円を超える部分及び過少申告加算

税賦課決定処分はこれを取り消す。 

(3) 原告Ｂの平成１６年１０月１日から平成１７年９月３０日までの事業年度分の法人税につ

き、福岡税務署長が平成１８年７月４日付をもって行った更正処分のうち、所得金額１億４８

９７万３２８４円、納付すべき法人税額４４０５万１２００円を超える部分及び過少申告加算

税賦課決定処分はこれを取り消す。 

(4) 原告Ｂの平成１４年１０月１日から平成１５年９月３０日までの課税期間に係る消費税及
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び地方消費税につき、福岡税務署長が平成１８年７月４日付をもって行った更正処分のうち納

付すべき消費税額マイナス１４７２万５４０４円及び納付すべき地方消費税額マイナス３６

８万１３５１円を超える部分並びに過少申告加算税賦課決定処分はこれを取り消す。 

(5) 原告Ｂの平成１５年１０月１日から平成１６年９月３０日までの課税期間に係る消費税及

び地方消費税につき、福岡税務署長が平成１８年７月４日付をもって行った更正処分のうち納

付すべき消費税額１４７０万８８００円及び納付すべき地方消費税額３６７万７２００円を

超える部分並びに過少申告加算税賦課決定処分はこれを取り消す。 

(6) 原告Ｂの平成１６年１０月１日から平成１７年９月３０日までの課税期間に係る消費税及

び地方消費税につき、福岡税務署長が平成１８年７月４日付をもって行った更正処分のうち納

付すべき消費税額１５１２万８３００円及び納付すべき地方消費税額３７８万２０００円を

超える部分並びに過少申告加算税賦課決定処分はこれを取り消す。 

３ 丙事件 

(1) 原告Ｃの平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの事業年度分の法人税につき、

福岡税務署長が平成１８年５月３０日付をもって行った更正処分のうち、所得金額８７０万７

１５０円、納付すべき法人税額１９３万５０００円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定

処分はこれを取り消す。 

(2) 原告Ｃの平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日までの事業年度分の法人税につき、

福岡税務署長が平成１８年５月３０日付をもって行った更正処分のうち、所得金額１億４０４

５万７９２０円、納付すべき法人税額４１４９万６２００円を超える部分及び過少申告加算税

賦課決定処分はこれを取り消す。 

(3) 原告Ｃの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの事業年度分の法人税につき、

福岡税務署長が平成１８年５月３０日付をもって行った更正処分のうち、所得金額４億５７４

１万７１７９円、納付すべき法人税額１億３６５８万５０００円を超える部分及び過少申告加

算税賦課決定処分はこれを取り消す。 

(4) 原告Ｃの平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの課税期間に係る消費税及び

地方消費税につき、福岡税務署長が平成１８年５月３０日付をもって行った更正処分のうち納

付すべき消費税額８２４万２４００円及び納付すべき地方消費税額２０６万０６００円を超

える部分並びに過少申告加算税賦課決定処分はこれを取り消す。 

(5) 原告Ｃの平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日までの課税期間に係る消費税及び

地方消費税につき、福岡税務署長が平成１８年５月３０日付をもって行った更正処分のうち納

付すべき消費税額１８０８万８８００円及び納付すべき地方消費税額４５２万２２００円を

超える部分並びに過少申告加算税賦課決定処分はこれを取り消す。 

(6) 原告Ｃの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの課税期間に係る消費税及び

地方消費税につき、福岡税務署長が平成１８年５月３０日付をもって行った更正処分のうち納

付すべき消費税額１１２４万３９００円及び納付すべき地方消費税額２８１万０９００円を

超える部分並びに過少申告加算税賦課決定処分はこれを取り消す。 

４ 丁事件 

(1) 原告Ｄの平成１４年１０月１日から平成１５年９月３０日までの事業年度分の法人税につ

き、福岡税務署長が平成１８年７月４日付をもって行った更正処分（ただし、平成１８年１１

月２９日付け異議決定による一部取消し後のもの）のうち、所得金額２１３５万７７７３円、
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納付すべき法人税額５６７万８３００円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定処分はこ

れを取り消す。 

(2) 原告Ｄの平成１５年１０月１日から平成１６年９月３０日までの事業年度分の法人税につ

き、福岡税務署長が平成１８年７月４日付をもって行った更正処分のうち、所得金額１億７１

４７万４１７４円、納付すべき法人税額５６７１万５１００円を超える部分及び過少申告加算

税賦課決定処分はこれを取り消す。 

(3) 原告Ｄの平成１６年１０月１日から平成１７年９月３０日までの事業年度分の法人税につ

き、福岡税務署長が平成１８年７月４日付をもって行った更正処分のうち、所得金額３３８３

万２００８円、納付すべき法人税額１０２０万６１００円を超える部分並びに過少申告加算税

及び重加算税の賦課決定処分はこれを取り消す。 

(4) 福岡税務署長が原告Ｄに対して平成１８年７月５日付で行った原告Ｄの平成１６年１０月

１日から平成１７年９月３０日までの事業年度以降の法人税の青色申告承認取消処分はこれ

を取り消す。 

(5) 原告Ｄの平成１４年１０月１日から平成１５年９月３０日までの課税期間に係る消費税及

び地方消費税につき、福岡税務署長が平成１８年７月４日付をもって行った更正処分のうち納

付すべき消費税額１３４２万８５００円及び納付すべき地方消費税額３５７万７１００円を

超える部分並びに過少申告加算税賦課決定処分はこれを取り消す。 

(6) 原告Ｄの平成１５年１０月１日から平成１６年９月３０日までの課税期間に係る消費税及

び地方消費税につき、福岡税務署長が平成１８年７月４日付をもって行った更正処分のうち納

付すべき消費税額４６１万０８００円及び納付すべき地方消費税額１１５万２７００円を超

える部分並びに過少申告加算税賦課決定処分はこれを取り消す。 

第２ 事案の概要 

 本件は、原告らが、①その区分所有する賃貸用マンション（別表１記載の２１棟のマンション。

以下、総称して「本件各マンション」という。）の各管理組合（以下「本件各管理組合」という。）

に対して支出した管理費（以下「本件管理費」という。）及び修繕積立金（以下「本件修繕積立金」

という。なお、管理費と修繕積立金とを併せて、以下「管理費等」という。）、更に原告Ｄについて

は所有するマンションの譲渡に係る固定資産売却損を、それぞれ損金の額に算入して法人税の確定

申告をし、また、②本件管理費等を課税仕入れとするなどして消費税及び地方消費税（以下「消費

税等」という。）の確定申告をしたところ、福岡税務署長が、法人税については、本件管理費等の

うち業務費用等及び修繕費用等に使用されていない剰余金並びに上記固定資産売却損は損金の額

に算入されないとして、また、消費税等については、本件管理費等はその全額が課税仕入れに該当

しないなどとして、更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分、更に原告Ｄについては重加算税

の賦課決定処分をしたのに対し、原告らが、上記各処分はいずれも違法であると主張してその全部

の取消しを求め、さらに、③福岡税務署長が、原告Ｄに対し、同原告が上記マンションの譲渡時期

について仮装することにより、課税期間において上記固定資産売却損が生じたかのように仮装し、

これを損金の額に算入して確定申告したことを理由に、青色申告承認取消処分を行ったことについ

て、同原告が、同取消処分の違法を主張してその取消しを求めた事案である。 

１ 法令の定め等（認定根拠を示していないものは、争いがないか、当裁判所に顕著である。） 

(1) 法人税法における損金の意義等 

 法人税法における損金の意義について、同法２２条３項は、「内国法人の各事業年度の所得
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の金額の計算上当該事業年度の損金の額に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、

次に掲げる額とする。」と規定し、同項２号は、「前号に掲げるもののほか、当該事業年度の販

売費、一般管理費その他の費用（償却費以外の費用で当該事業年度終了の日までに債務の確定

しないものを除く。）の額」と規定している。 

 同号括弧書き部分に関する、償却費以外の費用で当該事業年度の終了の日までに債務が確定

しているものの解釈については、法人税基本通達２－２－１２において具体的な判断基準が示

されており、原則として次の３つの要件のすべてに該当するものがこれに該当するとされてい

る。 

① 当該事業年度の終了の日までに当該費用に係る債務が成立していること 

② 当該事業年度の終了の日までに当該債務に基づいて具体的な給付をすべき原因となる事

実が発生していること 

③ 当該事業年度の終了の日までにその金額を合理的に算定することができるものであるこ

と 

(2) 消費税法の課税仕入れの意義等 

ア 課税仕入れの意義 

 課税仕入れとは、事業者が、国内において、事業として他の者から資産を譲り受け、若し

くは借り受け、又は役務の提供を受ける場合で、当該他の者が事業として当該資産を譲り渡

し、若しくは貸し付け、又は当該役務の提供をしたとした場合に課税資産の譲渡等に該当す

ることになるものをいう（消費税法２条１項１２号）。 

イ 仕入税額控除 

(ア) 仕入税額控除の意義 

 消費税の税額は、課税資産の譲渡等（消費税法２条１項９号）の対価の額を課税標準と

して、それに消費税率を適用することにより算出されるが、この消費税額については、税

額の累積を排除するため、事業者が負担した課税仕入れに係る消費税額の控除が認められ

ている。この課税仕入れに係る消費税額の控除のことを「仕入税額控除」という（消費税

法２８条１項、２９条及び３０条１項）。 

(イ) 仕入税額控除額の計算 

 課税仕入れに係る消費税額は、当該課税仕入れに係る税相当額を含む支払対価の額に１

０５分の４を乗じた額であるが、当該課税期間中の課税売上割合（消費税法３０条６項）

により、以下のとおり、その課税仕入れに係る消費税額を控除できる範囲が異なっている

（消費税法３０条２項）。 

ａ 課税売上割合が９５％以上 

 課税仕入れに係る消費税額の全額が控除対象となる。 

ｂ 課税売上割合が９５％未満の場合 

 課税仕入れに係る消費税額のうち、下記の個別対応方式と一括比例配分方式のいずれ

かの方式により算出された税額が、控除対象となる（消費税法３０条２項及び４項）。 

(a) 個別対応方式 

 課税仕入れに係る消費税額のうち、①課税資産の譲渡等のみに要する課税仕入れに

係る消費税額と、②課税資産の譲渡等及びその他の資産の譲渡等に共通して要する課

税仕入れに係る消費税額に課税売上割合を乗じた額との合計額を仕入税額控除の対
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象とする方式である（消費税法３０条２項）。 

(b) 一括比例配分方式 

 課税仕入れに係る消費税額の全額に、課税売上割合を乗じた額を仕入税額控除の対

象とする方式である（消費税法３０条４項）。 

(ウ) 控除対象外消費税額等の処理 

 法人税における消費税等に係る経理処理について、税抜経理方式（消費税等の額と当該

消費税等に係る取引の対価の額とを区分して経理する方式）を採用している場合で、課税

売上割合が９５％未満の場合には、仕入税額控除できない課税仕入れに係る消費税額が生

じるが（以下、仕入税額控除の対象とならない消費税等の額を「控除対象外消費税額等」

という。法人税法施行令１３９条の４第５項）、この控除対象外消費税額等のうち、資産

に係るもの（資産に係る控除対象外消費税額等）については、「繰延消費税額等」として

資産計上した上で、５年以上の期間で償却することとされており（同条３項）、また、経

費に係るものについては、その全額を一時の損金の額に算入することが認められている。

なお、資産に係る控除対象外消費税額等においても、当該資産が棚卸資産に係るものであ

る場合など一定の要件に該当する場合には、経費に係るものと同様に一時の損金の額とす

ることが認められている（同条１項及び２項並びに平成元年３月１日付け直法２－１ほか

「消費税法等の施行に伴う法人税の取扱いについて」（乙Ａ７、以下「法人税における消

費税等の取扱通達」という。）１３項参照。）。 

(エ) 仕入税額控除の要件 

 仕入税額控除は、事業者が、当該課税仕入れに係る帳簿及び請求書等を保存している場

合に限り認められている（消費税法３０条７ないし９項）。 

ウ 法人税における消費税等の経理処理 

 法人税の課税所得金額の計算において、法人が行う取引に係る消費税等の経理処理を税抜

経理方式により行っている場合には、各課税期間の終了の時における仮受消費税等の額（売

上げに係る消費税等の額）から仮払消費税等の額（仕入れに係る消費税等の額）を控除した

金額が納付すべき又は還付を受ける消費税等の額となる。しかし、上記の仮受・仮払消費税

等の額の差額と実際に納付すべき又は還付を受ける消費税等の額との間に差異が生じた場

合には、法人税の計算において、当該課税期間を含む事業年度の法人税の計算において、益

金又は損金の額に算入することになる（法人税における消費税等の取扱通達６項参照、乙Ａ

７）。 

２ 前提事実（証拠掲記のない事実は争いがない。） 

(1) 原告Ａ関連 

ア 原告Ａの概要 

 原告Ａは、内装工事等を業とする会社であり、本件各マンションを別表１のとおり区分所

有している。 

イ 法人税の確定申告及びその後の経緯 

(ア) 確定申告 

 原告Ａは、平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの事業年度（以下「平成

１５年３月期」という。）、同年４月１日から平成１６年３月３１日までの事業年度（以下

「平成１６年３月期」という。）及び同年４月１日から平成１７年３月３１日までの事業
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年度（以下「平成１７年３月期」といい、平成１５年３月期、平成１６年３月期と併せて

「本件各３月期事業年度」という。）の法人税について、別表３－１の「確定申告(A)」の

各欄のとおり記載した確定申告書を、それぞれ法定申告期限までに納税地を管轄する福岡

税務署長に提出した。 

(イ) 更正処分等 

ａ 福岡税務署長は、平成１８年５月３０日付けで、本件各３月期事業年度について、別

表３－１の「更正処分等(B)」の各欄のとおり、更正処分及び過少申告加算税の賦課決

定処分（以下、これらを併せて「原告Ａに係る法人税の本件各更正処分等」という。）

をした。 

ｂ 原告Ａに係る法人税の本件各更正処分等の根拠は、別紙「本件各更正処分等の根拠」

第１、１項記載のとおりである。 

(ウ) 異議申立て 

ａ 原告Ａは、平成１８年７月７日付けで、原告Ａに係る法人税の本件各更正処分等を不

服として、福岡税務署長に対して異議申立てをした。 

ｂ 福岡税務署長は、平成１８年１０月４日付けで、上記異議申立てをいずれも棄却する

旨の異議決定を行った。 

ウ 消費税等の確定申告及びその後の経緯 

(ア) 確定申告 

 原告Ａは、平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの課税期間（以下「平成

１５年３月課税期間」という。）、同年４月１日から平成１６年３月３１日までの課税期間

（以下「平成１６年３月課税期間」という。）及び同年４月１日から平成１７年３月３１

日までの課税期間（以下「平成１７年３月課税期間」といい、平成１５年３月課税期間、

平成１６年３月課税期間と併せて「本件各３月課税期間」という。）の消費税等について、

別表３－２の「確定申告(A)」の各欄のとおり記載した確定申告書を、それぞれ法定申告

期限までに納税地を管轄する福岡税務署長に提出した。 

(イ) 更正処分等 

ａ 福岡税務署長は、平成１８年５月３０日付けで、本件各３月課税期間について、別表

３－２の「更正処分等(B)」の各欄のとおり、更正処分及び過少申告加算税の賦課決定

処分（以下、これらを併せて「原告Ａに係る消費税等の本件各更正処分等」という。）

をした。 

ｂ 原告Ａに係る消費税等の本件各更正処分等の根拠は、別紙「本件各更正処分等の根拠」

第２、１項記載のとおりである。 

(ウ) 異議申立て 

ａ 原告Ａは、平成１８年７月２４日付けで、原告Ａに係る消費税等の本件各更正処分等

を不服として、福岡税務署長に対して異議申立てをした。 

ｂ 福岡税務署長は、平成１８年１０月４日付けで、上記異議申立てをいずれも棄却する

旨の異議決定をした。 

エ 審査請求 

(ア) 原告Ａは、原告Ａに係る法人税及び消費税等の本件各更正処分等の全部取消しを求め

て、平成１８年１０月３０日付けで、国税不服審判所長に対し審査請求をした。 
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(イ) 国税不服審判所長は、平成１９年７月９日付けで、上記審査請求をいずれも棄却する

旨の裁決をした。 

(2) 原告Ｂ関連 

ア 原告Ｂの概要 

 原告Ｂは、不動産管理等を業とする会社であり、本件各マンションを別表１のとおり区分

所有している。 

イ 法人税の確定申告及びその後の経緯 

(ア) 確定申告 

 原告Ｂは、平成１４年１０月１日から平成１５年９月３０日までの事業年度（以下「平

成１５年９月期」という。）、同年１０月１日から平成１６年９月３０日までの事業年度（以

下「平成１６年９月期」という。）及び同年１０月１日から平成１７年９月３０日までの

事業年度（以下「平成１７年９月期」といい、平成１５年９月期、平成１６年９月期と併

せて「本件各９月期事業年度」という。）の法人税について、別表４－１の「確定申告(A)」

の各欄のとおり記載した確定申告書を、それぞれ法定申告期限までに納税地を管轄する福

岡税務署長に提出した。 

(イ) 更正処分等 

ａ 福岡税務署長は、平成１８年７月４日付けで、本件各９月期事業年度について、別表

４－１の「更正処分等(B)」の各欄のとおり、更正処分及び過少申告加算税の賦課決定

処分（以下、これらを併せて「原告Ｂに係る法人税の本件各更正処分等」という。）を

した。 

ｂ 原告Ｂに係る法人税の本件各更正処分等の根拠は、別紙「本件各更正処分等の根拠」

第１、２項記載のとおりである。 

(ウ) 異議申立て 

ａ 原告Ｂは、平成１８年８月３０日付けで、原告Ｂに係る法人税の本件各更正処分等を

不服として、福岡税務署長に対して異議申立てをした。 

ｂ 福岡税務署長は、平成１８年１１月２９日付けで、上記異議申立てをいずれも棄却す

る旨の異議決定を行った。 

ウ 消費税等の確定申告及びその後の経緯 

(ア) 確定申告 

 原告Ｂは、平成１４年１０月１日から平成１５年９月３０日までの課税期間（以下「平

成１５年９月課税期間」という。）、同年１０月１日から平成１６年９月３０日までの課税

期間（以下「平成１６年９月課税期間」という。）及び同年１０月１日から平成１７年９

月３０日までの課税期間（以下「平成１７年９月課税期間」といい、平成１５年９月課税

期間、平成１６年９月課税期間と併せて「本件各９月課税期間」という。）の消費税等に

ついて、別表４－２の「確定申告(A)」の各欄のとおり記載した確定申告書を、それぞれ

法定申告期限までに納税地を管轄する福岡税務署長に提出した。 

(イ) 更正処分等 

ａ 福岡税務署長は、平成１８年７月４日付けで、本件各９月課説期間について、別表４

－２の「更正処分等(B)」の各欄のとおり、更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処

分（以下、これらを併せて「原告Ｂに係る消費税等の本件各更正処分等」という。）を
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した。 

ｂ 原告Ｂに係る消費税等の本件各更正処分等の根拠は、別紙「本件各更正処分等の根拠」

第２、２項記載のとおりである。 

(ウ) 異議申立て 

ａ 原告Ｂは、平成１８年８月３０日付けで、原告Ｂに係る消費税等の本件各更正処分等

を不服として、福岡税務署長に対して異議申立てをした（甲ロ１６ないし１８）。 

ｂ 福岡税務署長は、平成１８年１１月２９日付けで、上記異議申立てをいずれも棄却す

る旨の異議決定をした（甲ロ１９）。 

エ 審査請求 

(ア) 原告Ｂは、原告Ｂに係る法人税及び消費税等の本件各更正処分等の全部取消しを求め

て、平成１８年１２月１８日付けで、国税不服審判所長に対し審査請求をした。 

(イ) 国税不服審判所長は、平成１９年７月９日付けで、上記審査請求をいずれも棄却する

旨の裁決をした。 

(3) 原告Ｃ関連 

ア 原告Ｃの概要 

 原告Ｃは、不動産賃貸等を業とする会社であり、本件各マンションを別表１のとおり区分

所有している。 

イ 法人税の確定申告及びその後の経緯 

(ア) 確定申告 

 原告Ｃは、本件各３月期事業年度の法人税について、別表５－１の「確定申告(A)」の

各欄のとおり記載した確定申告書を、それぞれ法定申告期限までに納税地を管轄する福岡

税務署長に提出した。 

(イ) 更正処分等 

ａ 福岡税務署長は、平成１８年５月３０日付けで、本件各３月期事業年度について、別

表５－１の「更正処分等(B)」の各欄のとおり、更正処分及び過少申告加算税の賦課決

定処分（以下、これらを併せて「原告Ｃに係る法人税の本件各更正処分等」という。）

をした。 

ｂ 原告Ｃに係る法人税の本件各更正処分等の根拠は、別紙「本件各更正処分等の根拠」

第１、３項記載のとおりである。 

(ウ) 異議申立て 

ａ 原告Ｃは、平成１８年７月７日付けで、原告Ｃに係る法人税の本件各更正処分等を不

服として、福岡税務署長に対して異議申立てをした（甲ハ１３ないし１５）。 

ｂ 福岡税務署長は、平成１８年１０月４日付けで、上記異議申立てをいずれも棄却する

旨の異議決定を行った（甲ハ１９）。 

ウ 消費税等の確定申告及びその後の経緯 

(ア) 確定申告 

 原告Ｃは、本件各３月課税期間の消費税等について、別表５－２の「確定申告(A)」の

各欄のとおり記載した確定申告書を、それぞれ法定申告期限までに納税地を管轄する福岡

税務署長に提出した。 

(イ) 更正処分等 
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ａ 福岡税務署長は、平成１８年５月３０日付けで、本件各３月課税期間について、別表

５－２の「更正処分等(B)」の各欄のとおり、更正処分及び過少申告加算税の賦課決定

処分（以下、これらを併せて「原告Ｃに係る消費税等の本件各更正処分等」という。）

をした。 

ｂ 原告Ｃに係る消費税等の本件各更正処分等の根拠は、別紙「本件各更正処分等の根拠」

第２、３項記載のとおりである。 

(ウ) 異議申立て 

ａ 原告Ｃは、平成１８年７月２４日付けで、原告Ｃに係る消費税等の本件各更正処分等

を不服として、福岡税務署長に対して異議申立てをした。 

ｂ 福岡税務署長は、平成１８年１０月４日付けで、上記異議申立てをいずれも棄却する

旨の異議決定をした。 

エ 審査請求 

(ア) 原告Ｃは、原告Ｃに係る法人税及び消費税等の本件各更正処分等の全部取消しを求め

て、平成１８年１０月３０日付けで、国税不服審判所長に対し審査請求をした。 

(イ) 国税不服審判所長は、平成１９年７月９日付けで、上記審査請求をいずれも棄却する

旨の裁決をした。 

(4) 原告Ｄ関連 

ア 原告Ｄの概要等 

(ア) 原告Ｄは、不動産賃貸等を業とする会社であり、本件各マンションを別表１のとおり

区分所有している。 

(イ) 原告Ｄは、平成１７年９月２８日に、所有するマンションのうち１棟（Ｅ。別表１の

番号１２）を、株式会社Ｆ（以下「Ｆ」という。）に売却（以下「本件譲渡」という。）し

たとして、売却価額５億１８００万円（以下「本件売却代金」という。）から仮受消費税

等の額１３０４万２１９２円を控除した５億０４９５万７８０８円（譲渡収入）からＥに

係る帳簿価格の合計額６億４６２５万６３９３円（譲渡原価）を控除したマイナス１億４

１２９万８５８５円（以下「本件譲渡損」という。）を平成１７年９月期の損金の額に算

入した（乙ニ１、２）。 

イ 法人税の確定申告及びその後の経緯 

(ア) 確定申告 

 原告Ｄは、本件各９月期事業年度の法人税について、別表６－１－１の「確定申告(A)」

の各欄のとおり記載した確定申告書を、それぞれ法定申告期限までに納税地を管轄する福

岡税務署長に提出した。 

(イ) 更正処分等 

ａ 福岡税務署長は、平成１８年７月４日付けで、本件各９月期事業年度について、別表

６－１－１の「更正処分等(B)」の各欄のとおり、更正処分並びに過少申告加算税及び

重加算税の賦課決定処分（以下、これらを併せて「原告Ｄに係る法人税の本件各更正処

分等」という。また、原告Ａ、原告Ｂ及び原告Ｃに係る法人税の本件各更正処分等と併

せて、「法人税の本件各更正処分等」と総称する。また、原告Ｄに対する重加算税の賦

課決定処分を、以下「本件重加算税賦課決定処分」という。）をした。 

ｂ 原告Ｄに係る法人税の本件各更正処分等の根拠は、別紙「本件各更正処分等の根拠」
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第１、４項記載のとおりである。 

(ウ) 青色申告承認取消処分 

 福岡税務署長は、平成１８年７月５日付けで、法人税法１２７条１項３号に規定する帳

簿書類に取引の全部又は一部を仮装して記載又は記録し、その他の記録又は記録した事項

の全体について、その真実性を疑うに足りる相当の理由があることに該当するとして、平

成１７年９月期以降の事業年度分の法人税の青色申告承認取消処分（以下「本件青色申告

承認取消処分」といい、原告Ｄに係る法人税の本件各更正処分等と併せて「原告Ｄに係る

法人税等の本件各更正処分等」という。）をした。 

(エ) 異議申立て 

ａ 原告Ｄは、平成１８年８月３０日付けで、原告Ｄに係る法人税等の本件各更正処分等

を不服として、福岡税務署長に対して異議申立てをした。 

ｂ 福岡税務署長は、平成１８年１１月２９日付けで、平成１５年９月期に係る更正処分

については、別表６－１－１の「異議決定(D)」の各欄のとおり更正処分の一部を取り

消し、その余については異議申立てをいずれも棄却する旨の異議決定を行った（甲ニ２

０）。 

ウ 消費税等の確定申告及びその後の経緯 

(ア) 確定申告 

 原告Ｄは、本件各９月課税期間の消費税等について、別表６－２の「確定申告(A)」の

各欄のとおり記載した確定申告書を、それぞれ法定申告期限までに納税地を管轄する福岡

税務署長に提出した。 

(イ) 更正処分等 

ａ 福岡税務署長は、平成１８年７月４日付けで、本件各９月課税期間について、別表６

－２の「更正処分等(B)」の各欄のとおり、更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処

分（以下、これらを併せて「原告Ｄに係る消費税等の本件各更正処分等」という。また、

原告Ａ、原告Ｂ及び原告Ｃに係る消費税等の本件各更正処分等と併せて、以下「消費税

等の本件各更正処分等」と総称する。また、法人税の本件各更正処分等と消費税等の本

件各更正処分等を併せて、「本件各更正処分等」と総称する。）をした。 

ｂ 原告Ｄに係る消費税等の本件各更正処分等の根拠は、別紙「本件各更正処分等の根拠」

第２、４項記載のとおりである。 

(ウ) 異議申立て 

ａ 原告Ｄは、平成１８年８月３０日付けで、原告Ｄに係る消費税等の本件各更正処分等

を不服として、福岡税務署長に対して異議申立てをした。 

ｂ 福岡税務署長は、平成１８年１１月２９日付けで、原告Ｄに係る消費税等の本件各更

正処分等のうち平成１７年９月課税期間に係る異議申立ての分についてはこれを却下

し、平成１５年９月課税期間及び平成１６年９月課税期間に係る異議申立ての分につい

てはこれらをいずれも棄却する旨の異議決定をした（甲ニ２０）。 

エ 審査請求 

(ア) 原告Ｄは、原告Ｄに係る法人税及び消費税等の本件各更正処分等の全部取消しを求め

て、平成１８年１２月１８日付けで、国税不服審判所長に対し審査請求をした。 

(イ) 国税不服審判所長は、平成１９年７月９日付けで、原告Ｄに係る消費税等の本件各更
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正処分等のうち平成１７年９月課税期間に係る審査請求についてはこれを却下し、平成１

５年９月課税期間及び平成１６年９月課税期間に係る審査請求についてはこれらをいず

れも棄却する旨の裁決をした。 

３ 争点 

(1) 本件管理費等の損金算入の可否 

(2) 本件譲渡損の損金算入の可否 

(3) 本件重加算税賦課決定処分の適法性 

(4) 本件青色申告承認取消処分の適法性 

(5) 本件管理費等の課税仕入れ該当性 

４ 争点に対する当事者の主張 

(1) 争点(1)（本件管理費等の損金算入の可否）について 

（被告の主張） 

ア 本件管理費の損金算入について 

(ア) 原告らが本件管理費を支出した時点においては、①本件管理費全額が、本件各管理組

合の管理業務に費消されるとは到底認め難いこと、また、②本件管理費のうち、いくらが

管理業務等に費消されるかの合理的な算定根拠もないことからすると、原告らが、本件管

理費として支出した金額を全額損金として認識することは不可能（又は困難）であり、本

件管理費の支出をもって、法人税法２２条３項及び法人税基本通達２－２－１２でいう

「債務の確定した費用」と見ることはできない。 

(イ) したがって、福岡税務署長が、本件管理費について、原告らが本件管理費を支出した

日の属する事業年度の終了の日までに、本件各管理組合において、業務費用等として実際

に費消された額のみを原告らの当該事業年度の法人税の計算上、損金の額に参入すると判

断したことは合理的であり、この判断に基づいて本件管理費のうち、剰余金相当額は当該

事業年度の終了の日までに、債務の確定しているものとはいえないとして、損金算入を認

めなかった点において、法人税の本件各更正処分等は適法である。 

イ 本件修繕積立金の損金算入について 

(ア) 本件修繕積立金については、その一部は実際に修繕費用等で使用されるほか、大部分

が剰余金として本件各管理組合の財産目録に記載されている。しかし、そもそも修繕積立

金の算定根拠は全く不明である上、通常、修繕積立金は管理費の剰余金とは区別して適正

に運用・管理されているのに対し、本件各管理組合においては、管理費の剰余金と全く区

別されることなく、ほぼ全額がＦへ無利子で預けられているのであり、およそ適正な管理

がされているとは認められないことを考慮すれば、これを管理費と同様の損金扱いとする

ことはできない。 

(イ) したがって、福岡税務署長が、修繕積立金の全額について、法人税法２２条３項２号

及び法人税基本通達２－２－１２を適用して、原告らが、本件各管理組合に支出した時点

においては、当然に損金ではなく、前払費用であるとして、本件各管理組合において実際

に修繕等で費消された額のみを修繕等が行われた日の属する事業年度の損金であると判

断したことは合理的であり、この判断に基づいて本件修繕積立金のうち、剰余金相当額の

損金算入を否認した点において、法人税の本件各更正処分等は適法である。 

ウ 本件管理費等の損金性の判断についての補足主張 
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(ア) 以上のとおり、本件各管理組合には実体があるという原告らの主張を前提としても、

本件管理費等のうち剰余金相当額の損金算入は認められないと被告は主張するものであ

るが、そもそも、本件各管理組合は、原告らから独立した団体としての組織を備え、その

組織によって運営されているとはいえないから、本件各管理組合は、標準的なマンション

管理組合のような権利能力なき社団には該当しない。 

(イ) このように、本件各管理組合は、管理組合としての実体がなく、いわば原告らの組織

の一部として活動していると見受けられることからすると、原告らが本件各管理組合に本

件管理費等を「支出」したのは、単に、自らの組織内で資金を移動しただけ、あるいは、

本件各管理組合名義の預金口座に預け入れただけと見るのが相当である。 

 そうすると、原告らの本件管理費等の「支出」は、形式的に本件各管理組合に資金が移

動した時点では費用として支出されたものとは認められず、本件各管理組合から業務委託

を受けた原告Ｂによって、本件各マンションの業務費用等又は修繕費用等として実際に費

消された時点で、初めて費用として支出されたものとして損金性が認められるものという

べきである。 

(ウ) したがって、いずれにしても本件管理費等のうち剰余金相当額については、法人税法

上の損金に該当しないことになる。 

（原告らの主張） 

ア 原告らが本件各管理組合に支出した本件管理費等は、以下のとおり、法人税基本通達２－

２－１２における具体的判断基準の３つの要件をすべて満たしており、当該事業年度の終了

の日までに債務が確定している。 

(ア) 当該事業年度の終了の日までに当該費用に係る債務が成立していること 

 本件では、本件各管理組合の管理規約（以下「本件各管理規約」という。）１３条及び

１４条により、毎月負担すべき管理費、修繕積立金があらかじめ定められており、しかも

同１６条には、管理費等は返還されない旨規定されている。 

 したがって、本件管理費等は、法人税基本通達２－２－１２の(1)に定める「当該事業

年度終了の日までに当該費用に係る債務が成立していること」の要件を充たす。 

(イ) 当該事業年度の終了の日までに当該債務に基づいて具体的な給付をすべき原因とな

る事実が発生していること 

 本件各管理組合設立の根拠条文は、建物の区分所有等に関する法律３条であり、本件各

管理組合は、一定の団体としての組織を備え、多数決の原理でその運営が行われ、構成員

の変更にかかわらず、団体そのものが存続し、その組織においての代表の選出、総会の運

営、財産の管理、その他社団としての継続的組織運営に関する主要な点が規約によって確

定しており、権利能力なき社団と認められる。 

 よって、原告らと本件各管理組合は人格を異にする別組織であり、本件管理費等は、人

格の異なる組織に対して本件各管理規約に従い、支払われている。 

 したがって、本件管理費等は、法人税基本通達２－２－１２の(2)に定める「当該事業

年度終了の日までに当該債務に基づいて具体的な給付をすべき原因となる事実が発生し

ていること」の要件を充たす。なお、支払先である本件各管理組合自体に当該事業年度終

了の日までに給付をなすべき原因となる事実が発生していないことと、区分所有者である

原告らの債務が確定していないことは別問題である。 
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(ウ) 当該事業年度の終了の日までに金額を合理的に算定することができること 

 本件において、本件各管理組合に支払う管理費及び修繕積立金は、原告らのこれまでの

経験、他の同種物件との比較により概ね合理的な金額は算定できるので、これを平準化し

て管理規約において定めている。 

 したがって、本件管理費等は、法人税基本通達２－２－１２の(3)に定める「当該事業

年度の終了の日までにその全額を合理的に算定することができるものであること」の要件

を充たす。 

イ この点、被告は、本件修繕積立金のうち剰余金相当額につき損金算入は認められないと主

張するが、修繕積立金は、①マンションを区分所有することにより不可避的かつ義務的に負

担しなければならない性質の支出であること、②マンションの区分所有者の合意のもとに一

定の修繕計画に基づき算出されたもので、特定の者の都合や思惑で決定されたものではない

こと、③譲渡等で区分所有者の変更があった場合でも積立金の残金が返還されることは慣行

上なく、かつ、変更後の区分所有者についても管理組合規約が適用されること、④共用部分

の大規模修理に充てられるもので、区分所有者の専有部分の修理に充てられるものではない

こと、⑤管理組合の実際の修繕費の支出の都度費用化する会計処理は、実務上煩雑であるこ

と、⑥毎月の１室当たりの負担金は少額であること、といった理由から、支出時に損金とし

て計上することが認められるというべきであり、実際にその取扱いが会計慣行として定着し

ている。 

ウ また、被告は、本件管理費等のうち業務費用等及び修繕費用等に使用されなかった剰余金

については、前払金として処理するものとして、損金性を認めなかったが、今日の商慣行に

おいて、マンションなどを売買する際に管理組合に貯まっている管理費等を売買価格に加算

することがないことからも分かるように、当該剰余金につき前払金としての資産性は存在し

ない。それにもかかわらず、これを無理に資産計上することは粉飾経理に他ならず、一般に

公正と認められる会計処理ではない。 

エ 被告の指摘する本件の特殊な事情を考慮したとしても、原告らが本件各管理組合を設立し、

本件各管理組合に対して本件管理費等を支払い、支出した金額全額を損金処理するという経

済行為には合理性があり、社会通念に照らして節税行為として許容されるべきものである。 

 被告は、原告らの上記一連の行為を租税回避行為ととらえ、否認しようとしているが、租

税法律主義のもとでは、法律の根拠がない限り、租税回避行為の否認は認められない。 

オ したがって、法人税の本件各更正処分等には、原告らが本件管理組合に支出した本件管理

費等のうち業務費用等及び修繕費用等に使用されていない剰余金につき損金の額に算入さ

れないと判断した違法がある。 

(2) 争点(2)（本件譲渡損の損金算入の可否）について 

（被告の主張） 

ア 原告Ｄは、平成１７年９月２８日に、Ｅを、Ｆに売却（本件譲渡）したとして、本件譲渡

損を平成１７年９月期の損金の額に算入した。 

イ しかしながら、本件譲渡は、①本件譲渡に関して作成された書類は「Ｅの譲渡について」

と題する文書（以下「本件文書」という。）のみであり、本件文書の作成日が平成１７年１

１月２６日になっていること、②本件譲渡についての移転登記が同年１２月５日に行われ、

当該移転登記手続を行った司法書士に対してその依頼がなされたのが同年１１月末であっ
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たこと、③譲渡当事者間における本件譲渡に伴う経理処理が当該事業年度内になされていな

いこと、④同年９月２８日に、本件譲渡の代金が原告Ｄの当座預金口座に入金された事実や

その入金された金額が借入金返済のために当該口座から出金された事実がないこと等の事

実からすれば、同年９月２８日に行われたものとは到底見ることはできない。実際には、本

件譲渡は、平成１７年９月期の法人税の法定申告期限である同年１１月３０日頃に、原告Ｄ

によって計画され、それに合わせて帳簿書類の作成等が行われたことが強く推認される。 

ウ したがって、本件譲渡が平成１７年９月期に行われたものとは認められない以上、本件譲

渡損を同期の損金に算入することはできないというべきであり、本件譲渡損の損金算入を否

認した点において、原告Ｄに係る法人税の本件各更正処分等は適法である。 

（原告Ｄの主張） 

ア 本件譲渡は平成１７年９月２８日に行われたものであり、被告の主張には理由がない。 

(ア) 本件譲渡については、平成１７年９月１５日の原告Ｄの決算予測報告の席において、

同月２８日付けで譲渡することでＦの代表取締役甲（以下「甲」という。なお、甲は原告

Ａの代表取締役でもある。）の了解を受けている旨の報告がなされ、原告Ｄの代表取締役

である丙（以下「丙」という。）から同社の経理責任者である丁取締役（以下「丁取締役」

という。）に譲渡手続の指示がなされた。 

 したがって、原告らは、平成１７年９月２８日付けで本件譲渡を行ったものである。 

(イ) この点、被告は、上記（被告の主張）での指摘の点を理由に、本件譲渡が平成１７年

９月２８日に行われなかったと主張する。 

 しかし、同①の点については、本件文書は、丁取締役が本件譲渡の後に備忘録として作

成した資料であるから、その作成日は本件譲渡の日とは関係がないし、同②や③の点につ

いては、当時、丁取締役の体調が優れず通院を繰り返し、その後入院したため、指示が遅

れたことに起因する、また、同④の点については、譲渡人である原告Ｄに譲受人であるＦ

からの借入金があり、同日に本件譲渡代金をもって相殺したためであるから、被告の指摘

にはいずれも理由がない。 

イ したがって、原告Ｄに係る法人税の本件各更正処分等には、本件譲渡損を平成１７年９月

期の損金に算入したことを否認した違法がある。 

(3) 争点(3)（本件重加算税賦課決定処分の適法性）について 

（被告の主張） 

ア 本件譲渡について、原告Ｄは、実際には平成１７年９月２８日には本件譲渡を行っていな

いにもかかわらず、同日付けで本件譲渡があったとして、同原告の総勘定元帳ほかの帳簿書

類に虚偽記載を行い、それにより本件譲渡損を平成１７年９月期の損失とする経理処理を行

い、確定申告書を提出している事実が認められる。 

イ このような行為は、国税庁発出の平成１２年７月３日付け「法人税の重加算税の取扱いに

ついて（事務運営指針）」（以下「重加算税取扱通達」という。）第１－１の(2)②の「帳簿書

類の虚偽記載」により「仮装の経理を行っていること」に該当し、その帳簿書類を基に確定

した決算による申告書を作成して提出したことは、国税通則法６８条１項の「納税者がその

国税の課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠ぺいし、又は

仮装し、その隠ぺいし、又は仮装したところに基づき納税申告書を提出していたとき」に該

当する。 
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 なお、重加算税取扱通達第１－３(2)は、帳簿書類の虚偽記載に当たらない場合として、

「経費（原価に算入される費用を含む。）の繰上計上をしている場合において、その経費が

その翌事業年度に支出されたことが確認されたとき」を挙げているが、原告Ｄによる本件譲

渡損の計上は、本件譲渡に関する帳簿書類の作成状況を見れば、単なる経理処理上の誤りに

よる期間計算の誤りなどではなく、本来翌期に計上すべきであることを原告Ｄ自身、認識し

た上で、意図的に繰上計上したものであると認められる。したがって、上記通達の事例には

当たらず、帳簿書類の虚偽記載に該当する。 

ウ したがって、原告Ｄの平成１７年９月期の法人税の更正処分により新たに納付すべきこと

となった法人税額のうち、本件譲渡損を否認した処分に係る部分の税額については、重加算

税を賦課することが相当であり、福岡税務署長が、原告Ｄの平成１７年９月期に係る法人税

の更正処分に併せて行った本件重加算税賦課決定処分は適法である。 

（原告Ｄの主張） 

ア(ア) 本件譲渡がなされたのは、平成１７年９月２８日であり、原告Ｄは、何ら帳簿書類に

「仮装・隠ぺい」をしていない。 

(イ) また、仮に、原告Ｄと被告との間に、本件譲渡の日の認識につき見解の相違があった

としても、原告Ｄとしては、本件譲渡の日が平成１７年９月２８日との認識のもとに帳簿

処理をしたものであり、課税要件事実を隠ぺいし、又は仮装することの認識を持ち合わせ

ていない。 

イ したがって、本件重加算税賦課決定処分には、本件譲渡損を平成１７年９月期の損金に算

入して申告したことにつき、国税通則法６８条１項に規定する「隠ぺいし又は仮装したとこ

ろに基づき納税申告書を提出していたとき」に該当すると判断し、重加算税を賦課した違法

がある。 

(4) 争点(4)（本件青色申告承認取消処分の適法性）について 

（被告の主張） 

ア 原告Ｄは、平成１７年９月２８日に、Ｅを、Ｆに売却（本件譲渡）したとして、本件譲渡

損を平成１７年９月期の損金の額に算入した。 

イ しかし、前記のとおり、本件譲渡は、原告Ｄが主張する平成１７年９月２８日に行われた

ものと見ることは到底できないのであり、本件譲渡損を平成１７年９月期の損失として計上

することはできず、原告Ｄが、平成１７年９月２８日に本件譲渡が行われていないことを知

りながら、事実を仮装して帳簿書類に記載したことは明らかである。 

ウ 本件で、原告Ｄが計上した本件譲渡損の金額自体は、適正であるとしても、本来ならば翌

期に計上されるべき本件譲渡損を平成１７年９月期の帳簿書類に前倒して計上すべき事情

は何ら認められないのであるから、本件で原告Ｄが、期間計算の原則に反する恣意的な損益

操作を行ったことは明らかで、本件は単なる「期ズレ」の問題とは言えず、このような行為

は、法人税法１２７条１項３号の「帳簿書類に取引の全部又は一部を隠ぺいし又は仮装して

記載し又は記録し」に該当する。 

エ さらに、本件譲渡に関し、原処分調査及び異議調査の担当官は、いずれも、譲渡に至る経

緯や事情を確認するため、譲渡先であるＦの代表取締役である甲に対し面会を求めたが、原

告らグループの代表であり、かつ、原告Ｄの代表取締役でもある丙は、担当官が甲に会うこ

とを頑なに拒むなどし、また、甲自身も担当官との面会に応じなかった事実が認められる。
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このような事実は、青色申告承認取消しの趣旨を充足しているものと解され、また、法人税

法１２７条１項３号の「その他その記載又は記録をした事項の全体についてその真実性を疑

うに足りる相当の理由があること」に該当する。 

オ したがって、原告Ｄについて、法人税法１２７条１項３号の青色申告承認取消事由に該当

することは明らかであり、福岡税務署長が行った本件青色申告承認取消処分は適法である。 

（原告Ｄの主張） 

ア(ア) 前記のとおり、原告Ｄは、帳簿書類を殊更に「仮装・隠ぺい」したものではない。 

(イ) また、Ｆの代表取締役である甲が面会を頑なに拒んだとの指摘があるが、処分行政庁

の調査担当者は、原告Ｄに係る法人税の本件各更正処分等の前には、甲への面会を特に求

めていないし、それ故、原告ら関係者において、処分行政庁の調査担当者が甲と面会する

ことを拒否したことはない。したがって、本件更正処分を行った時点で被告の主張するよ

うな青色申告の特典を剥奪すべき事由は全く見い出せず主張自体失当である。 

 なお、異議申立てを行った後に甲が異議調査担当官との面談を断ったことはあるが、そ

れは本件事案が訴訟になるかもしれない状況の中、税理士の立会いもなく一方的に面会を

求められたので、それを断ったものであり、その際、面会する事に法的強制力はないとの

調査担当者の説明もありそれに従ったまでである。 

 また、甲は、異議調査担当官が早朝より女性の一人暮らしの甲宅を度々訪問し執拗に呼

び鈴を鳴らし続ける態度に恐怖を覚え、調査担当官の面談に応じなかったものである。 

 したがって、甲が税務署の調査官の面談に応じなかったことをもって青色申告の特典を

剥奪するに値する非協力的な態度とは到底言えない。 

イ したがって、本件青色申告承認取消処分には、原告Ｄにつき法人税法１２７条１項３号に

規定する青色申告の承認の取消事由に該当する事実があると判断し、法人税の青色申告の承

認を取り消した違法がある。 

(5) 争点(5)（本件管理費等の課税仕入れ該当性）について 

（被告の主張） 

ア 原告らは、原告らが本件各管理組合及び本件各マンション以外の原告らが区分所有するマ

ンションの各管理組合（以下「本件その他の管理組合」という。）に対して支出した本件管

理費等（本争点との関係においては、特段の限定のない限り、原告らが本件その他の管理組

合に対して支出した管理費等（以下「本件その他の管理費等」という。）を含む。）について、

いずれも消費税の課税仕入れに該当するとして、支出した課税期間において、その全額につ

き仕入税額控除の適用要件を充たしているとして、消費税等の確定申告を行った。 

イ しかしながら、原告らが支出した本件管理費等は、原告らが、本件各管理組合及び本件そ

の他の管理組合の一組合員としての地位に基づいて各管理組合の運営費等を負担し支出し

たものであり、本来、課税仕入れに該当しない。しかも、争点(1)に関しても指摘したとお

り、そもそも本件各管理組合に対して支出した本件管理費等については、その支出金額の具

体的根拠が不明であり、支出と管理組合からの役務の提供との間に明白な対価関係が認めら

れないのであるから、本件管理費等の支出は、対価を得て行われる資産の譲渡等に該当せず、

消費税の課税対象とはならない不課税取引とされるべきである。 

 このことは、本件各管理組合及び本件その他の管理組合が、原告らから受領した本件管理

費等について、いずれも消費税等の申告を行っていないことからも明らかである。すなわち、
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消費税の課税仕入れと課税売上げとは、表裏一体の関係にあり、どちらか一方のみが成立す

ることはないのであるから、管理費等を受領した側において、これを消費税の課税売上げと

して経理処理ないし申告しない限り（ただし、当該管理組合が、消費税法９条１項の消費税

の納税義務を免除される小規模事業者に該当する場合を除く。）は、当然、管理費等を支出

した側のみがこれを課税仕入れとして処理することはできないのである。また、仮に本件管

理費等の支出を課税仕入れと認める余地があるとしても、本件各管理組合においては、何ら

「会計帳簿」等を作成していないのであるから、結局、原告らは、仕入税額控除の適用要件

を充たしているとはいえず、いずれにせよ、本件管理費等の支出全額について、仕入税額控

除を否認した福岡税務署長の処分は適法である。 

ウ なお、前記のように、マンション管理組合に対する管理費等の支出は、そもそも課税仕入

れに該当しないと理解する以上、法人税については、本件各管理組合に対して支出した本件

管理費等のうち剰余金相当額のみ損金算入を否認し、消費税については、原告らが本件各管

理組合以外の本件その他の管理組合に対して支出した本件管理費等（本件その他の管理費

等）についても全額仕入税額控除を否認したことは何ら矛盾するものではない。 

エ また、本件各管理組合に管理組合としての実体が認められないとすれば、原告らの本件各

管理組合に対する本件管理費等の「支出」のうち、実際に業務費用等として費消された分に

ついては、理屈上は、課税仕入れとなる余地はあるが、実際には、原告らが仕入税額控除の

適用要件である「帳簿の保存」要件を充たしていないことからすれば、いずれにせよ、本件

管理費等の支出については、全額について仕入税額控除は認められない。 

（原告らの主張） 

ア(ア) 本件各マンションの区分所有者である原告らが本件各管理組合に対して支払う本件

管理費等は、費用の名目にかかわらず、区分所有者が本件各マンションの共有部分及び共

有敷地の維持管理のための経費対価として支払うものであり、これは、本件各管理規約に

も明記されている。 

 このことは、管理費等が、区分所有者と管理組合という独立した関係にある者との間で、

管理規約という名の契約に基づいて行われる役務の提供に対して支払われた区分所有者

の費用であることを意味するものである。 

 また、当該役務の提供は、監督・管理という維持継続的なサービスであり、契約期間中

は区分所有者が時間的に平等にこの役務の提供を享受すると考えるのが妥当である。 

(イ) 本件各管理組合とその区分所有者との間に役務の提供はないとする被告の主張は、実

際に本件各管理組合を通じて負担した支出額が原告らの損金であるとする法人税の本件

各更正処分等と矛盾し、論理的な整合性がない。 

 また、本件各管理組合が費消した管理費等が本件各マンションの区分所有者に帰属する

のであれば、その都度損金算入された支出金額に相当する金額は課税仕入れとなるので、

被告の主張は法人税についての主張と矛盾する。 

イ したがって、消費税等の本件各更正処分等には、消費税等につき、原告らが区分所有する

本件各管理組合及び本件その他の管理組合に支出した管理費等全額を課税仕入れに該当し

ないと判断した違法がある。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点(1)（本件管理費等の損金算入の可否）について 
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(1) 認定事実 

 前記第２の２の事実、証拠（各項掲記のほか、甲イ２１、甲ロ２１、甲ハ２１、甲ニ２１）

及び弁論の全趣旨によると、次の各事実が認められる。 

ア 原告らによる本件各マンションの区分所有の状況等（本項につき乙Ａ３） 

(ア) 原告らによる本件各マンションの区分所有の状況は、別表１のとおりであり、本件各

マンションは、いずれも原告ら４社のうち２社又は３社のみによって区分所有されている。

すなわち、原告Ｄ及び原告Ｃは、本件各マンション２１棟すべてにおいて区分所有者にな

っており、また、原告Ｂが１７棟において、そして原告Ａが２棟において、それぞれ区分

所有者になっている。 

(イ) 本件各マンションのうち１６棟（別表２の番号１ないし１６の各マンション）は、か

つては別表２の「所有者」欄記載の各所有者による単独所有であったところ、当該各単独

所有者は、平成１４年６月２９日、他の原告らのうち別表２の「区分所有者」欄記載の者

に対して、当該各マンションの１室の区分所有権をそれぞれ売却し、その結果、当該各マ

ンションは、原告らのうち３社による区分所有となった。 

 また、本件各マンションのうち５棟（別表２の番号１７ないし２１の各マンション）は、

当初より別表２の「区分所有者」欄記載の各区分所有者による区分所有となっている。 

イ 原告ら及びＦの状況 

(ア) 原告Ａ以外の原告らの株主・役員等の状況 

 原告Ａ以外の原告ら３社に係る株式の保有状況及び役員構成の状況は、それぞれ別表７

－２ないし７－４のとおりである。 

 すなわち、株式の保有状況については、①原告Ｄにつき、代表取締役である丙（同人は、

原告Ｃの代表取締役及び原告Ｂの取締役でもある。）及びその妻である戊（以下「戊」と

いう。）並びに子である乙（以下「乙」という。）及びＧ（以下「Ｇ」といい、戊及び乙と

併せて「同族関係者」という。）ですべての株式を保有しており、②原告Ｃにつき、代表

取締役である丙及びその同族関係者で８０％の株式を保有しており、その余の株式も甲と

原告Ｂ及びＦが保有しており、また、③原告Ｂにつき、原告Ｃ及びＦで７５％の株式を有

しており、その余の株式も原告らの関連会社である株式会社ｈと乙及びＧが保有している。 

 また、役員構成の状況については、原告Ｄ及び原告Ｂの取締役に丁取締役が含まれてい

るものの、その余は、いずれも丙の妻である戊、子である乙及びＧ並びに実母であるＨ及

び弟であるＩで構成されている。 

 なお、原告Ａを除く原告ら３社の本店所在地はいずれも福岡市である（乙Ａ２の１ない

し３）。 

(イ) 原告Ａの株主・役員等の状況 

 原告Ａの株式の保有状況及び役員構成の状況をみると、別表７－１のとおり、その株式

のすべてを代表取締役である甲が単独で保有しているものの、役員には丙の妻である戊及

び子であるＧが就任しており、他の原告らが所有するマンションの場合と同様に、原告Ａ

が区分所有する本件各マンションの賃貸業務等についても、すべて原告Ｂによって行われ

ている。 

(ウ) Ｆの株主・役員等の状況 

 Ｆに係る株式の保有状況及び役員構成の状況は別表７－５のとおりである（乙Ａ５・１、
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２枚目、乙Ａ６）。 

 すなわち、Ｆは、原告Ｄ及び原告Ｂで７１％の株式を保有する同族会社であり、また、

役員についても、代表取締役である甲（同人は、原告Ａの代表取締役でもある。）を除き、

すべて丙の親族が占めている。 

ウ 本件各管理組合の運営状況等 

(ア) 本件各管理組合における管理規約（本件各管理規約）は、いずれも、すべて同一の内

容（乙Ａ４）である。 

 そして、本件各管理組合は、いずれも、管理組合として行う業務等を、原告Ｂに委託し

ている（以下「本件各業務委託契約」という。）（乙Ａ４・２１枚目以下、乙Ａ２３の１な

いし２０）。 

(イ) 原告Ｂは、本件各業務委託契約に関して作成された、マンションの管理の適正化の推

進に関する法律７２条の規定に基づく重要事項説明書において、本件各管理組合の管理事

務として、①管理組合会計帳簿及び②長期修繕計画案・修繕資金計画案の作成を行うこと

とされていた（乙Ａ４・１６枚目（重要事項説明書の２頁）「４ 管理事務の内容及び実

施方法」）。それにもかかわらず、本件各管理組合は、当該帳簿及び計画案をいずれも作成

していない。 

(ウ) 原告Ｂは、本件各業務委託契約３条に基づく事務管理業務として、「必要に応じ、甲・

乙協議の上、余剰資金を定期預金・積立型保険等に運用する。」と規定されていた（乙Ａ

４・２１枚目以下、乙Ａ２３の１ないし２０）。 

 それにもかかわらず、原告Ｂは、後記のとおり、本件各管理組合に生じた剰余金をＦに

対して無利息で貸し付けた。 

エ 本件管理費等の支出状況等（本項につき、乙Ａ２２の１ないし２２） 

(ア) 本件各マンションの区分所有者である原告らは、本件各管理組合に対して、別表８－

１ないし８－４のとおり、本件管理費等を支出した。 

 原告らが支出した本件管理費のうち、本件各管理規約１３条にいう「第２５条に掲げる

業務を行うために必要な費用、第２６条に掲げる業務代行に必要な費用及び維持管理にあ

てるため」の費用（以下「業務費用等」という。）として実際に支出された額は、上記各

別表の「種別・管理費」欄における「業務費用等」欄記載のとおりであり、本件管理費の

うち業務費用等として使用されなかった剰余金は、上記各別表の「種別・管理費」欄にお

ける「剰余金」欄記載のとおりである。 

 また、原告らが支出した本件修繕積立金のうち、本件各管理組合の管理規約１４条にい

う「共用部分の修繕のため」の費用（以下「修繕費用等」という。）として実際に支出さ

れた額は、上記各別表の「種別・修繕積立金」欄における「業務費用等」欄記載のとおり

であり、本件修繕積立金のうち修繕費用等として使用されなかった剰余金は、上記各別表

の「種別・修繕積立金」欄における「剰余金」欄記載のとおりである。 

(イ) 本件各管理組合の本件管理費等の収支状況は、別表９－１ないし９－３及び別表１３

－３のとおりである（甲Ａ７、一例を挙げると、Ｊの管理組合の平成１６年３月期におけ

る本件管理費等の収支状況は、別表１０のように図式化される。）。 

 そして、本件各管理組合から本件各業務委託契約に基づく業務委託を受けた原告Ｂは、

原告らから本件各管理組合に対して本件管理費等として支払われた金銭（前受金も含む。）
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のうち業務費用等及び修繕費用等として使用されなかった剰余金の中から、別表９－１な

いし９－３及び別表１３－３の各「預け金計」欄記載の金額を、Ｆに対して無利息で貸し

付けた。 

 なお、Ｆは、原告Ａ、原告Ｄ等の原告らに対して、貸付けを行っている（甲イ６・「決

算報告書」８頁目「(3)負債の内訳書」の「短期借入金」欄、甲ニ６・「決算報告書」１０

頁目「(5)負債の内訳書」の「短期借入金」欄等、乙ニ５の２）（この一連の資金の流れは、

別表１４のように図式化される。）。 

(ウ) なお、原告らは、本件その他の管理組合に対しても、別表１１－１ないし１１－４の

とおり、本件その他の管理費等を支出している。 

 そして、本件その他の管理組合における、本件その他の管理費等の収支状況は、別表１

３－２のとおりである。 

(エ) また、マンション標準管理規約（乙Ａ９・１７４頁、乙Ａ１０）に準拠した管理規約

により運営されているマンション管理組合（以下「標準管理組合」という。）における、

当該管理組合の管理費等の状況は、別表１３－１のとおりである。 

(オ) そして、本件各管理組合の管理費の額は、本件各マンションのいずれにおいても、マ

ンションの規模、築年数、構造等を考慮することなく、その各住戸の面積に応じて１室当

たり８０００円から２万１５００円とされている。また、本件各管理組合の修繕積立金の

額も、本件各マンションのいずれにおいても、マンションの規模、築年数、構造等を考慮

することなく、その各住戸の面積に応じて１室当たり８０００円から２万１５００円（各

住戸につき管理費の額と同額）とされている（乙Ａ１４）。 

(2) 争点に対する判断 

ア 管理費の損金算入について 

(ア) 管理費の損金算入が認められない場合 

 マンションの区分所有者が法人である場合において、当該区分所有者が当該マンション

の管理組合に対して支出した管理費は、通常は、その支出時において、その全額につき、

法人税基本通達２－２－１２の各要件を充足し「債務の確定しているもの」（法人税法２

２条３項２号参照）に該当するとして、損金算入が認められている。 

 これは、区分所有者の支出する管理費は、本来は、その支出時点では前払費用等として

区分所有者の資産勘定に計上されるべきところ、①一般に、管理費の額は、当該会計期間

に管理組合から支出される区分所有建物の共用部分、敷地及び付属施設の維持管理を行う

ための諸費用（本項においては、以下、単に「諸費用」という。）の額を過去の実績等に

基づきあらかじめ積算した上で、合理的に算出されるものであること、②したがって、区

分所有者から支出された管理費は、通常は、その大部分が支出された会計期間において諸

費用として費消され、たとえ剰余金が生じるとしても少額であること、③そもそも管理費

が、組合員である区分所有者がその地位に基づいて当然に支払うべき金銭であること等の

理由から、当該剰余金に対して課税しないとしても、重要性の原則の観点から見て課税上

弊害がないと考えられることを根拠として、支出時において、その全額につき、損金算入

が認められているものと考えられる。 

 したがって、管理費の額が合理的に算出されているとは認められず、また、区分所有者

から支出された管理費の大部分が支出された会計期間において管理組合によって諸費用
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として費消されず多額の剰余金が生じるような場合には、たとえ管理費の名目で区分所有

者から管理組合に支出された金銭であったとしても、実際に管理組合によって諸費用とし

て費消された金額についてのみ「債務の確定しているもの」（法人税法２２条３項２号参

照）に該当するものとして損金算入が認められ、その余の剰余金については「債務の確定

しているもの」には該当せず損金算入は認められないというべきである。 

(イ) 本件管理費についての検討 

 そこで、本件管理費につき、まず、多額の剰余金が生じているかについて検討するに、

前記認定のとおり、原告らが支出した本件管理費の額のうち業務費用等として実際に支出

された額と、業務費用等として使用されなかった剰余金の額は、別表８－１ないし８－４

のとおりであるところ、これを見るに、本件管理費について多額の剰余金が生じているこ

とは明らかである。 

 次に、本件管理費につき、その額が合理的に算出されていると認められるかについて検

討する。 

 別表１３－３によれば、本件管理費のうち業務費用等として実際に支出された額の割合

（以下「実支出割合」という。）は、いずれの会計期間においても、本件各管理組合につ

いて平均すると３０％に満たない（７０％を超える割合の金額が剰余金となっている。）

ものである。これに対して、標準管理組合においては、管理費のほとんどが業務費用等と

して実際に支出されている（実支出割合は９５％を超えており、１００％を超えている会

計期間もある。）。ちなみに、本件その他の管理組合における、実支出割合は、３期分の平

均で、概ね８３％となっている。このように、本件各管理組合における実支出割合は、標

準管理組合や本件その他の管理組合における実支出割合に比して著しく低い割合である。

そして、既に検討したとおり、本件管理費について多額の剰余金が発生している。また、

前記(1)の認定事実のとおり、本件管理費の額は、本件各マンションのいずれにおいても、

マンションの規模、築年数、構造等を考慮することなく、その各住戸の面積に応じて１室

当たり８０００円から２万１５００円とされている。 

 これらを併せ考えると、本件管理費の額は、到底、本件各管理組合において諸費用の額

を過去の実績等に基づきあらかじめ積算した上で合理的に算出したものと認めることは

できない。かえって、前記(1)アで認定した原告らによる本件各マンションの区分所有の

状況等、同イで認定した原告ら及びＦの相互関係及び同ウで認定した本件各管理組合の運

営状況等を前提として、同エで認定したとおり本件各管理組合から本件各業務委託契約に

基づく業務委託を受けた原告Ｂが本件各管理組合の剰余金をＦに対して無利息で貸し付

け、Ｆが原告らに対して貸付けを行っているという一連の資金の流れを見る限り、このよ

うな資金の流れを可能とすべく、意図的に本件各管理組合のもとに多額の剰余金を生じさ

せるために、区分所有者としての原告らが本件各管理組合に対して必要以上に多額の管理

費を支払うこととしたのではないかと考えられるところである。したがって、本件管理費

は、その額が合理的に算出されているとは認め難いところである。 

 加えて、本件管理費の大部分が、支出された年度において本件各管理組合によって業務

費用等として費消されず、多額の剰余金が生じていると認められることなどを併せ考慮す

ると、実際に本件管理組合によって業務費用等として費消された金額についてのみ損金算

入が認められ、その余の剰余金については損金算入は認められないというべきである。 
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(ウ) 小括 

 したがって、福岡税務署長が、本件管理費について、原告らが管理費を支出した日の属

する事業年度の終了の日までに、本件各管理組合において業務費用等として実際に費消さ

れた額のみを、原告らの当該事業年度の法人税の計算上、損金の額に算入すると判断した

ことは合理的であり、この判断に基づいて、本件管理費のうち剰余金相当額は、当該事業

年度の終了の日までに債務が確定しているとはいえないとして、損金算入を認めなかった

点において、法人税に関する本件各更正処分等は適法というべきである。 

イ 修繕積立金の損金算入について 

(ア) 修繕積立金の法人税上の取扱い 

 マンションの区分所有者が法人である場合において、当該区分所有者が当該マンション

の管理組合に対して支出した修繕積立金は、これを収受した管理組合において実際に修繕

等の費用に充てられず、将来の特別修繕の費用に充てるために留保されている間は、法人

税法上、当該事業年度終了の日までに具体的な給付をすべき原因となる事実が発生してお

らず、「債務の確定しているもの」（法人税法２２条３項２号参照）に該当するとはいえな

いことから、当該修繕積立金を当該事業年度の損金の額に算入することはできないという

べきである（これと異なる甲Ａ１ないし３の見解は、当裁判所の採用するところでない。）。 

(イ) 本件修繕積立金についての検討 

 本件修繕積立金については、その一部は実際に修繕費用等として使用されているものの、

その大部分は剰余金として本件各管理組合の財産目録に記載されているのであるから、そ

の剰余金相当額については、「債務の確定しているもの」（法人税法２２条３項２号参照）

に該当するとはいえず、当該事業年度の損金の額に算入することはできないというべきで

ある。 

(ウ) 小括 

 したがって、福岡税務署長が、修繕積立金の全額について、法人税法２２条３項２号及

び法人税基本通達２－２－１２を適用して、原告らが、本件各管理組合に支出した時点に

おいては、当然に損金ではなく、前払費用であるとして、本件各管理組合において実際に

修繕等で費消された額のみを修繕等が行われた日の属する事業年度の損金であると判断

したことは合理的であり、この判断に基づいて本件修繕積立金のうち、剰余金相当額の損

金算入を否認した点において、法人税の本件各更正処分等は適法である。 

ウ 原告らの主張の検討 

(ア) この点、原告らは、原告らが本件各管理組合に支出した本件管理費等については、法

人税基本通達２－２－１２における具体的判断基準の３つの要件をすべて満たしており、

当該事業年度の終了の日までに債務が確定していると主張するが、本件管理費等につき

「債務の確定しているもの」（法人税法２２条３項２号参照）に該当するとは認められな

いことは、前記ア及びイのとおりであるから、原告らの上記主張は採用できない。 

(イ) また、原告らは、修繕積立金は支出時に損金として計上することが認められるべきで

あり、実際にその取扱いが会計慣行として定着していると主張するが、原告らが書証とし

て提出する税務解説図書（甲Ａ２、３）においても、修繕積立金は管理組合において実際

に修繕等に充てられるまでは前払金等として処理することが一般的な取扱いであるとす

る趣旨の記載が存在し、ほかに原告らが主張するような会計慣行が存すると認めるに足り
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る証拠はない。 

 なお、原告らは、本件各管理組合において生じた剰余金等がＦに無利息で貸し付けられ

たことについて、ペイオフ対策であり本件各管理組合にとってもメリットがあったなどと

主張するが、当座預金や決済用普通預金であれば、預入した金融機関が経営破綻した場合

であっても預金保険法により全額保護されること等に照らせば、あえて原告らが金融機関

ではなくＦに無利息で貸し付けることにつき本件各管理組合にとって利点があるとは認

められず、その説明は到底合理的なものとはいえない。 

(ウ) さらに、原告らは、原告らが本件各管理組合を設立し、本件各管理組合に対して本件

管理費等を支払い、支出した金額全額を損金処理するという経済行為には合理性があり、

社会通念に照らして節税として許容されるべきであって、租税法律主義のもとでは、法律

の根拠がない限り、租税回避行為の否認は認められないから、本件管理費等について、支

出時点で全額損金算入することを認めるべきと主張する。しかし、前記ア及びイのとおり、

本件管理費等について法人税法２２条３項２号及び法人税基本通達２－２－１２の要件

を検討して損金算入が認められるか否かを判断することは、要するに証拠による事実認定

の問題であって、何ら租税法律主義に反するところはないというべきであるから、原告ら

の上記主張は失当といわざるを得ない。 

(エ) その他、原告らは、本件管理費等のうち業務費用等及び修繕費用等に使用されていな

い剰余金につき損金の額に算入しなかった法人税の本件各更正処分について、その違法と

する論拠をるる主張するが、いずれも前記ア及びイの判断を左右するものではない。 

エ 結論 

 以上のとおりであるから、福岡税務署長が、本件管理費等のうち、剰余金相当額の損金算

入を否認した点において、法人税の本件各更正処分等は適法である。 

２ 争点(2)（本件譲渡損の損金算入の可否）について 

(1) 認定事実 

 前記第２の２の事実、各項掲記の証拠及び弁論の全趣旨によると、次の各事実が認められる。 

ア 原告Ｄは、平成１７年９月２８日に、Ｅを、Ｆに売却（本件譲渡）したとして、本件譲渡

損を平成１７年９月期の損金の額に算入した。 

イ 本件譲渡に関しては、原告Ｄの元帳において、①本件売却代金は平成１７年９月２８日に

ｍ銀行平尾支店の当座預金口座（以下「本件当座預金口座」という。）に入金されたという

趣旨の記載がなされ（乙ニ２・３頁）、また、②本件売却代金相当額が同日にＦに対する短

期借入金の返済のために本件当座預金口座から出金されたという趣旨の記載がなされてい

る（乙ニ２・４頁）。 

ウ しかし、本件当座預金口座の当座勘定照合表には、上記イの①の入金の事実及び②の出金

の事実のいずれについても、記載がない（乙ニ３）。 

エ 本件譲渡に関して、原告ＤとＦの双方が記名押印した売買契約書は作成されていない（弁

論の全趣旨）。そして、本件譲渡に関して作成された書面としては、原告Ｄ作成に係る平成

１７年９月２８日付けの売渡証書（乙ニ１）と同社の丁取締役が作成した「Ｅの譲渡につい

て」と題する書面（本件文書。乙ニ４・１枚目）が存するところ、後者の作成日は２００５

年（平成１７年）１１月２６日とコンピューター上に記録されていた（乙ニ４・２枚目）。 

オ また、Ｆの貸付台帳（以下「本件貸付台帳」という。）には、平成１７年９月２８日に原



25 

告Ｄから５億１８００万円の返済があった事実が記載されている（乙ニ５の３）。一方で、

原告Ｄの丁取締役の押印のあるＦ名義の「貸付金及び借入金の受取・支払利息明細」と題す

る２００５年（平成１７年）９月２９日付けの書面（以下「本件利息明細書」という。）に

は、同日における原告Ｄの借入金は２８億８８６１万６１００円（乙ニ５の２、「②受取」

欄の原告Ｄに係る「貸付金残高」と「元金端数」の合計）であると記載されており、この金

額と、本件貸付台帳の同日時点での原告Ｄの借入金残高（同日付けの取引による増減を除

く。）２３億７０６１万６１００円（乙ニ５の３の９月２８日の「残高」欄参照。）とでは、

ちょうど５億１８００万円だけ齟齬がある（本件貸付台帳の方が、本件利息明細書よりも、

同金額の分だけ借入金残高が少なく記載されている。）。 

カ Ｅの全部事項証明書（建物）によれば、所有権移転の「原因」欄には「平成１７年９月２

８日売買」とされているものの、移転登記申請の受付年月日は「平成１７年１２月５日」と

されている（乙ニ６）。そして、当該物件の移転登記申請を担当した司法書士であるｎ（乙

ニ７）は、原処分調査担当者の質問に対して、原告Ｄの代表取締役である丙から移転登記申

請の依頼があったのは平成１７年１１月頃であった旨回答している（乙ニ８）。 

キ 原告Ｄは、平成１７年９月２８日、Ｅの管理組合に対して、本件譲渡後であるはずの平成

１７年１０月から平成１８年９月までの分の１年分の管理費等として、２１１２万円を本件

当座預金口座から支払った（乙ニ２・１枚目、乙ニ４・１枚目の「Ｅ．管理費等の支払」）。 

ク 原告Ｄの平成１７年９月期の確定した決算に基づく貸借対照表において、同社の預り敷金

の額１億２９７９万９４５０円には、Ｅに係る預り敷金の額である２６１１万７０００円が

含まれている（甲ニ６・２５枚目）。また、同貸借対照表に計上されている長期前払費用の

額６５３万８２０７円には、平成２７年７月２７日までのＥの建物本体に係る火災保険料の

額１３４万００２８円及びＥの立体駐車場に係る火災保険の額２６万６５５６円が含まれ

ている（甲ニ６・２４枚目「建物（Ｅ）欄）。 

ケ Ｅの管理会社である原告Ｂは、原告Ｄに対して、本件譲渡の日とされる平成１７年９月２

８日以降も、同年１０月分ないし１２月分のＥに係る家賃支払精算書を送付していた（乙ニ

２・２ないし４枚目）。 

コ 原告Ｄの丁取締役の押印のある「〔家賃等収入合計表〕平成１７年１０月入金分」と題す

る平成１７年１１月８日付け書面（以下「本件家賃等収入合計表」という。）には、Ｅの家

賃等収入は、Ｆではなく原告Ｄの収入として記載されている（乙ニ１０）。 

(2) 争点に対する判断 

ア 本件譲渡が平成１７年９月２８日に行われたと認められるか。 

(ア) 上記認定事実に基づいて検討するに、①原告Ｄの元帳において、本件売却代金は平成

１７年９月２８日に本件当座預金口座に入金されたという趣旨の記載がなされているも

のの、本件当座預金口座の当座勘定照合表には当該事実の記載がないこと（(1)イ及びウ）、

②原告Ｄの元帳において、本件売却代金相当額が平成１７年９月２８日にＦに対する短期

借入金の返済のために本件当座預金口座から出金されたという趣旨の記載がなされてい

るものの、本件当座預金口座の当座勘定照合表には当該事実の記載がないこと（(1)イ及

びウ）、③本件譲渡が平成１７年９月２８日に行われたことを直接裏付ける的確な証拠書

面が存在するとは認められないこと（(1)エ）、④Ｆの本件貸付台帳には平成１７年９月２

８日に原告Ｄから５億１８００万円の返済があった事実が記載されているものの、本件利
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息明細書には、当該返済がなかった場合の金額に相当する同日時点の借入金残高の記載が

あること（(1)オ）、⑤本件譲渡に係る移転登記申請が平成１７年１２月５日に行われてお

り、また、当該申請を担当した司法書士宛の依頼も平成１７年１１月頃になされており、

いずれも同年９月２８日から相当程度時間が経過した後になって行われたこと（(1)カ）、

⑥原告Ｄは、Ｅの管理組合に対して、本件譲渡の日であると主張する平成１７年９月２８

日に、本件譲渡後であるはずの平成１７年１０月から平成１８年９月までの分の１年分の

管理費等を支払っており、原告Ｄ自身、本件譲渡が平成１７年９月２８日に行われたとす

る主張と矛盾する挙動を行っていること（(1)キ）、⑦原告Ｄの平成１７年９月期の確定し

た決算に基づく貸借対照表において、本件譲渡の事実が反映されていないこと（(1)ク）、

⑧Ｅの管理会社である原告Ｂも、原告Ｄに対して、本件譲渡の日とされる平成１７年９月

２８日以降も、同年１０月分ないし１２月分のＥに係る家賃支払精算書を送付しており、

本件譲渡が平成１７年９月２８日に行われたとする主張と整合しない挙動を行っている

こと（(1)ケ）、⑨Ｅの家賃等収入が、Ｆではなく原告Ｄの収入として記載されている平成

１７年１１月８日付け本件家賃等収入合計表に原告Ｄの丁取締役が押印しており、丁取締

役も同日時点で、Ｅの家賃等収入が原告Ｄの収入であると認識していたと認められること

（(1)コ）などからすると、本件譲渡が平成１７年９月期中である平成１７年９月２８日

に行われたものとは認め難いところであり、早くても（本件家賃等収入合計表が作成され

た日である）同年１１月８日より後の日に行われたものと認めるのが相当である。 

(イ) なお、本件売却代金が平成１７年９月２８日に本件当座預金口座に入金され、本件売

却代金相当額が同日にＦに対する短期借入金の返済のために本件当座預金口座から出金

されたという趣旨の記載（これらはいずれも本件譲渡が平成１７年９月２８日に行われた

とする原告Ｄの主張と整合する記載である。）のある原告Ｄの元帳の記載は、(ア)①及び

②のとおり、本件当座預金口座の当座勘定照合表には当該各事実の記載がないこと等に照

らして、また、平成１７年９月２８日に原告Ｄから５億１８００万円の返済があった事実

が記載されているＦの本件貸付台帳の記載は、(ア)④のとおり、本件利息明細書の記載と

齟齬があること等に照らして、その記載内容を直ちに信用することはできない。 

イ 原告Ｄの主張の検討 

(ア) この点、原告Ｄは、本件譲渡が平成１７年９月２８日に行われたものであると主張す

る。 

(イ) そして、例えば、本件当座預金口座の当座勘定照合表に本件売却代金の入金等の事実

の記載がないことについては、本件譲渡の譲渡人である原告Ｄに譲受人であるＦからの借

入金があり、同日に本件譲渡代金をもって相殺したためであると説明する。 

 しかし、原告Ｄの帳簿上、本件譲渡の決済は、本件当座預金口座を通じて行ったと記帳

されていることは既に認定したとおりであるところ、仮に、上記説明のとおり本件譲渡が

相殺で決済されたとすれば、原告Ｄの帳簿の記載と実体との間に齟齬があることになり、

これは帳簿書類への虚偽記載に当たるといえる。帳簿への虚偽記載は（後にも検討するよ

うに）重加算税賦課処分や青色申告承認取消処分等の理由となるため、相応の理由がない

限りはなされないものと通常は考えられるところ、原告Ｄはこの齟齬（帳簿への虚偽記載）

について合理的な説明をしていない（誤記であるとの主張もない。）。 

 したがって、上記原告Ｄの説明は、不自然・不合理であるというほかなく、採用するこ
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とができない。 

(ウ) その他、原告Ｄは、本件譲渡が平成１７年９月２８日に行われたものであることを裏

付ける事実として、丁取締役の体調不良等に起因する指示の遅れ等を主張するが、いずれ

も本件譲渡が平成１７年９月２８日に行われたものであることの理由として十分なもの

ではないから、上記アの判断を左右しない。 

ウ 結論 

 したがって、本件譲渡が平成１７年９月期に行われたものとは認められない以上、本件譲

渡損を平成１７年９月期の損金に算入することはできないというべきであり、本件譲渡損の

平成１７年９月期の損金算入を否認した点において、原告Ｄに係る法人税の本件各更正処分

等は適法である。 

３ 争点(3)（原告Ｄに対する本件重加算税賦課決定処分の適法性）について 

(1) 過少申告加算税に代えて課する重加算税の課税要件等 

ア 重加算税とは、納税者が隠ぺい・仮装という不正手段を用いた場合に、これに特別に重い

負担を課すことによって、申告納税制度及び源泉徴収制度の基盤が失われるのを防止するこ

とを目的とするものであり、納税者がその国税の課税標準等又は税額等の計算の基礎となる

べき事実の全部又は一部を隠ぺいし、又は仮装し、その隠ぺいし、又は仮装したところに基

づき納税申告書を提出したとき等に課されるものである（国税通則法６８条）。 

イ そして、過少申告加算税に代えて課する重加算税（国税通則法６８条１項）の課税要件は、

①過少申告加算税を課される要件に該当していること、及び、②納税者が、その国税の課税

標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠ぺいし、又は仮装し、そ

れに基づいて納税申告書を提出していることである。 

 ここでいう、事実の「隠ぺい」とは、売上除外、証拠書類の廃棄等、課税要件に該当する

事実の全部又は一部を隠すことをいい、事実の「仮装」とは、架空仕入れ・架空契約書の作

成・他人名義の利用等、存在しない課税要件事実が存在するように見せかけることをいう。 

 その解釈については、重加算税取扱通達（乙ニ１３）が参考となるところ、その中では、

「帳簿書類の改ざん」や「帳簿書類への虚偽記載」が「仮装」や「隠ぺい」の例として示さ

れている。 

 なお、重加算税は、国税通則法６５条ないし６７条に規定する各種の加算税を課すべき納

税義務違反が事実の隠ぺい又は仮装という不正な方法に基づいて行われた場合に、違反者に

対して課される行政上の措置であって、故意に納税義務違反を犯したことに対する制裁では

ないから、同法６８条１項による重加算税を課し得るためには、納税者が故意に課税標準等

又は税額等の計算の基礎となる事実の全部又は一部を隠ぺいし、又は仮装し、その隠ぺい、

仮装行為を原因として過少申告の結果が発生したものであれば足り、それ以上に、申告に際

し、納税者において過少申告を行うことの認識を有していることまでを必要とするものでは

ないと解されている（最高裁昭和６２年５月８日第二小法廷判決・訟務月報３４巻１号１４

９頁）。 

(2) 本件重加算税賦課処分の適法性についての検討 

 原告Ｄに係る本件重加算税賦課処分の適法性について検討するに、前記２(2)アで判断した

とおり、本件譲渡が平成１７年９月２８日に行われたものとは認め難いところであるにもかか

わらず、前記２(1)イのとおり、原告Ｄがその元帳に同日付けで本件譲渡があったとする記帳
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をしたことからすれば、原告Ｄは帳簿書類に虚偽記載を行い「仮装」したものと認められ、そ

れにより（前記第２の２(4)ア、イのとおり）本件譲渡損を平成１７年９月期の損失とする経

理処理をして確定申告を行ったと認められる。 

 したがって、過少申告加算税に代えて課する重加算税（国税通則法６８条１項）の課税要件

に欠けるところはないというべきである。 

(3) 原告Ｄの主張の検討 

ア この点、原告Ｄは、本件譲渡は真実平成１７年９月２８日に行われたものであって、何ら

帳簿書類に「仮装・隠ぺい」をしていない、仮に、原告Ｄと被告との間に、本件譲渡の日の

認識につき見解の相違があったとしても、原告Ｄとしては、本件譲渡の日が平成１７年９月

２８日との認識のもとに帳簿処理をしたものであり、課税要件事実を隠ぺいし、又は仮装す

ることの認識を持ち合わせていなかったなどと主張する。 

イ しかし、本件譲渡が平成１７年９月２８日に行われたものであると認められないことは、

前記２(2)アで判断したとおりであるし、また、本件に顕れた事実及び証拠を総合考慮して

も、原告Ｄが本件譲渡の日を平成１７年９月２８日と認識する合理的な根拠があるとは認め

られないから、その元帳に同日付けで本件譲渡があったとする記帳をしたことが（原告Ｄが

主張するような）本件譲渡の日の認識についての「見解の相違」によるものであると認める

ことはできず、したがって、原告Ｄの上記各主張はいずれも理由がない。 

ウ その他、原告Ｄは、本件重加算税賦課処分の適法性についてるる主張するが、いずれも上

記(2)の判断を左右するものではない。 

(4) 結論 

 したがって、原告Ｄの平成１７年９月期の法人税の更正処分により新たに納付すべきことと

なった法人税額のうち、本件譲渡損を否認した処分に係る部分の税額については、重加算税を

賦課することが相当であり、福岡税務署長が、原告Ｄの平成１７年９月期に係る法人税の更正

処分に併せて行った本件重加算税賦課決定処分は適法である。 

４ 争点(4)（原告Ｄに対する青色申告承認取消処分の適法性）について 

(1) 青色申告承認取消処分の要件等 

ア 法人税法１２７条１項柱書は、「青色申告の承認を受けた内国法人につき次の各号のいず

れかに該当する事実がある場合には、納税地の所轄税務署長は、当該各号に定める事業年度

までさかのぼって、その承認を取り消すことができる。この場合において、その取消しがあ

ったときは、当該事業年度開始の日以後その内国法人が提出したその承認に係る青色申告書

は、青色申告書以外の申告書とみなす。」旨規定しているところ、同項３号は、次のとおり

定めている。 

「三 その事業年度に係る帳簿書類に取引の全部又は一部を隠ぺいし又は仮装して記載し

又は記録し、その他その記載又は記録をした事項の全体についてその真実性を疑うに足り

る相当の理由があること。当該事業年度」 

イ ここでいう、「隠ぺい」及び「仮装」の意義は、重加算税の場合のそれと同義に解するこ

とができる。 

 したがって、事実の「隠ぺい」とは、売上除外、証拠書類の廃棄等、課税要件に該当する

事実の全部又は一部を隠すことをいい、事実の「仮装」とは、架空仕入れ・架空契約書の作

成・他人名義の利用等、存在しない課税要件事実が存在するように見せかけることをいい、
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その解釈については、重加算税取扱通達（乙ニ１３）が参考となるところ、その中では、「帳

簿書類の改ざん」や「帳簿書類への虚偽記載」は「仮装」や「隠ぺい」の例として示されて

いる。 

(2) 本件青色申告承認取消処分の適法性についての検討 

 原告Ｄに係る本件青色申告承認取消処分の適法性について検討するに、前記２(2)アで判断

したとおり、平成１７年９月２８日に本件譲渡が行われたものとは認め難いところであるにも

かかわらず、前記２(1)イのとおり、原告Ｄがその元帳に同日付けで本件譲渡があったとする

記帳をしたことからすれば、原告Ｄは帳簿書類に虚偽記載を行った「仮装」があるものと認め

られ、それにより（前記第２の２(4)ア、イのとおり）本件譲渡損を平成１７年９月期の損失

とする経理処理をして確定申告を行ったと認められるので、本件青色申告承認取消処分の要件

に欠けるところはないというべきである。 

(3) 原告Ｄの主張の検討 

ア この点、原告らは、帳簿書類を殊更「仮装・隠ぺい」したものではないと主張する。 

イ しかし、原告Ｄがその元帳に平成１７年９月２８日付けで本件譲渡があったとする記帳を

したことが「仮装」に当たることは、上記(2)の認定のとおりであるから、上記原告Ｄの主

張は、採用できない。 

ウ その他、原告Ｄは、本件青色申告承認取消処分の適法性についてるる主張するが、いずれ

も上記(2)の判断を左右するものではない｡ 

(4) 結論 

 したがって、本件譲渡に関し、甲が原処分調査及び異議調査の担当官との面会に応じなかっ

た等の点について検討するまでもなく、福岡税務署長が行った原告Ｄに係る本件青色申告承認

取消処分は適法である。 

５ 争点(5)（本件管理費等の課税仕入れ該当性）について 

(1) 認定事実 

 前記第２の２の事実、各項掲記の証拠及び弁論の全趣旨によると、次の各事実が認められる。 

ア 原告らは、本件各管理組合及び本件その他の管理組合に対して支出した本件管理費等につ

いて、いずれも消費税の課税仕入れに該当するとして、支出した課税期間において、その全

額を仕入税額控除すべきとして納税申告した（甲イ８、１０、１２、甲ロ８、１０、１２、

甲ハ８、１０、１２、甲ニ８、１０、１２）。 

イ 本件各管理組合及び本件その他の管理組合は、原告らから受領した本件管理費等について、

いずれの課税期間においても、消費税等の申告を行っていない。 

ウ 原告Ｂは、本件各業務委託契約に関して作成された、マンションの管理の適正化の推進に

関する法律第７２条の規定に基づく重要事項説明書において、管理組合会計帳簿の作成を行

うこととされていたにもかかわらず（乙Ａ４・１６枚目（重要事項説明書の２頁）「４ 管

理事務の内容及び実施方法」）、当該帳簿を本件各管理組合のいずれについても作成しなかっ

た。 

(2) 争点に対する判断 

ア 仕入税額控除の対象となる課税仕入れに該当しない場合 

(ア) 消費税法３０条１項は、事業者が国内において課税仕入れを行った場合には、当該課

税仕入れを行った日の属する課税期間の課税標準額に対する消費税額から、当該課税期間
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中に国内において行った課税仕入れに係る消費税額を控除する旨規定している（仕入税額

控除）。 

 ここでいう、課税仕入れとは、事業者が、事業として他の者から資産を譲り受け、若し

くは借り受け、又は役務の提供を受ける場合で、当該他の者が事業として当該資産を譲り

渡し、若しくは貸し付け、又は当該役務の提供をしたとした場合に課税資産の譲渡等に該

当することになるものをいうとされている（消費税法２条１項１２号）。 

 そして、課税資産の譲渡等とは、消費税法２条１項８号にいう資産の譲渡等のうち、同

法６条１項の規定により消費税を課さないこととされるもの（非課税取引）以外のものを

いい、同法２条１項８号にいう資産の譲渡等とは、事業として対価を得て行われる資産の

譲渡及び貸付け並びに役務の提供をいう。 

(イ) したがって、課税仕入れに該当するためには、取引の相手方から見た場合に、「対価

を得て行われる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供」に当たる必要がある。 

 ここで、「対価を得て行われる」とは、その資産の譲渡、資産の貸付け及び役務の提供

に対して何らかの反対給付を受け取ることをいう。すなわち、「対価を得て」とは金銭の

やり取りを指し、「対価を得て行われる」とは、金銭のやり取りの原因が資産の譲渡、資

産の貸付け及び役務の提供であることを指すといえる。 

イ マンション管理組合が受領する管理費等についての消費税法上の取扱い（本項につき、乙

Ａ２０、２１） 

(ア) 人格のない社団等に対する消費税法上の取扱い 

 マンション管理組合は、租税法上、一般に、人格のない社団等として扱われるところ、

消費税法においても、人格のない社団等は、法人とみなされて（消費税法２条１項７号、

３条）消費税法の規定が適用される。したがって、人格のない社団等が行った課税資産の

譲渡等（消費税法２条１項９号）については、一般の法人と同様に消費税等の課税対象と

なる。なお、消費税法においては、人格のない社団等に対する法人税の取扱いとは異なり、

人格のない社団等が課税資産の譲渡等を行った場合には、それが、収益事業に該当するか

どうかにかかわらず、消費税等の課税対象とされる。 

(イ) 組合がその構成員から受領する組合費等に係る消費税法上の取扱い 

 消費税は、事業者が事業として対価を得て行う資産の譲渡、資産の貸付け及び役務の提

供を課税の対象としている以上、組合等がその構成員から受け取った組合費等に消費税が

課税されるか否かは、組合等が構成員に対して行う役務の提供と組合費との間に明白な対

価関係があるかどうかにより定まる。 

 そして、一般に、組合等がその団体としての通常の業務運営のために経常的に要する費

用をその構成員に分担させその団体の存立を図るというような、いわゆる通常会費につい

ては、資産の譲渡等の対価に該当しないものとされ、その対価関係が明白なものであると

判定することが困難な場合には、組合等における内部自治として、組合等においてその収

受する会費等につき対価性がないもの（不課税）とするとともに、その会費等の支払者側

においても、そのこととの見合いで課税仕入れに該当しないこととしているときは、その

処理を認めることとされている（消費税法基本通達５－５－３）。 

 したがって、通常組合費等については消費税は課税されず、また、組合等が組合費等を

受け取ったことについて消費税が課税されない場合、組合費等を支払った側も支出した組
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合費等を課税仕入れとすることはできない（消費税法２条１項１２号）。 

(ウ) 管理費等に対する消費税法上の取扱い 

 一般に、マンション管理組合が、その区分所有者から受領する管理費等については、管

理費等はマンション管理組合の運営等にも充てられるものとも考えられ、反対給付という

概念を想定することが困難であること、区分所有者が支出した管理費等とマンション管理

組合がその構成員である区分所有者に対し提供する役務との間に、明白な対価関係がある

とは認められないこと、管理費等の支出の原因は当該管理組合の組合員としての地位に基

づくものであることから、通常、管理費等の受領は、「資産の譲渡等」に伴う対価には該

当しないとして、消費税法上は不課税取引とされている。 

 したがって、マンション管理組合が、その構成員である区分所有者から受け取った管理

費及び修繕積立金については、消費税の課税対象とされない不課税取引となるのであり、

このように解する以上、管理費等を支出した側である区分所有者がこれを課税仕入れとす

ることもできないことになる。 

ウ 仕入税額控除の適用要件 

 なお、仕入税額控除が認められるためには、課税仕入れにつき、事業者が、課税仕入れに

係る対価の額、課税仕入れの相手方氏名などを記帳した帳簿及び課税仕入れの相手方から交

付される請求書等をいずれも保存していることが要求される。そして、仕入税額控除は両者

の保存を満たした場合に限り認められる（消費税法３０条７項。なお、帳簿及び請求書等の

記載事項については、消費税法３０条８、９項参照）。 

 そして、ここでいう、帳簿及び請求書等の保存とは、それらが単に存在し、納税者が所持

しているというだけでなく、法令において規定する期間を通じて定められた場所において、

税務職員の質問検査に応じてその内容を確認できるように提示できる状態で保存を継続し

ている必要があると解されている（最高裁平成１６年１２月１６日第一小法廷判決・民集５

８巻９号２４５８頁）。 

エ 本件管理費等に係る消費税等についての本件各更正処分の適法性 

(ア) 以上を踏まえて検討するに、①原告らが支出した本件管理費等は、本件各管理組合及

び本件その他の管理組合の一組合員としての地位に基づいて各管理組合の運営費等を負

担し支出したものであること（乙Ａ４・本件各管理規約１１条ないし１５条参照）、②前

記１(2)アのとおり、原告らが本件各管理組合に対して支出した本件管理費等については、

その支出金額の具体的根拠が不明であり、支出と管理組合からの役務の提供との間に明白

な対価関係が認められないこと、③本件各管理組合及び本件その他の管理組合が、原告ら

から受領した本件管理費等について、いずれも消費税等の申告を行っていないことなどか

らすれば、本件管理費等の受領は、資産の譲渡等に伴う対価には該当せず、消費税の課税

対象とはならない不課税取引と見るべきである。したがって、原告らの本件管理費等の支

出は、課税仕入れに係る支払対価には当たらない。 

(イ) また、仮に、本件各管理組合には実体が認められない（前記１、２で認定したところ

に照らすと、かかる認定も十分考えられるところである。）等の理由によって、本件管理

費等の支出（のうち一部）を課税仕入れと認める余地があるとしても、本件各管理組合に

おいては前記認定(1)ウで認定したとおり何ら会計帳簿等を作成していないのであるから、

結局、原告らとの関係において、仕入税額控除の適用要件を充たしているとはいえず、本
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件管理費等につき仕入税額控除を認めることはできないというほかない。 

(ウ) したがって、いずれにせよ、原告らの本件各管理組合及び本件その他の管理組合に対

する本件管理費等の支出について、全額仕入税額控除を否認した福岡税務署長の処分は適

法であるといえる。 

オ 原告らの主張の検討 

(ア) この点、原告らは、①本件各管理組合とその区分所有者との間に役務の提供はないと

する被告の主張は、実際に本件各管理組合を通じて負担した支出額が原告らの損金である

とする法人税の本件各更正処分等と矛盾し、論理的な整合性がないとか、②本件各管理組

合が費消した管理費等は、本件各マンションの各区分所有者に帰属するのであれば、その

都度損金算入された支出金額に相当する金額は課税仕入れとなるので、被告の主張は法人

税についての主張と矛盾するなどと主張する。 

(イ) しかし、上記(ア)①及び②の点については、要するに、法人税の本件各更正処分等と

消費税等の本件各更正処分等において、本件管理費等のうち本件各管理組合が業務費用等

や修繕費用等として実際に費消した額の取扱いが異なる（すなわち、前者では当該額は（剰

余金の額とは異なり）損金算入が認められるが、後者では当該額についても（剰余金の額

と同様に）仕入税額控除が否認される。）点をとらえて矛盾等があるとする主張であると

考えられるところ、これは法人税における損金算入の要件と消費税における仕入税額控除

の要件の差異に起因するものであって、何ら矛盾等は認められないから、上記原告らの指

摘はいずれも採用することができない。 

(ウ) その他、原告らは、消費税等についての本件各更正処分等の適法性についてるる主張

するが、いずれも上記エの判断を左右するものではない。 

カ 結論 

 したがって、原告らの本件各管理組合及び本件その他の管理組合に対する本件管理費等の

支出について、その全額について課税仕入れ該当性を否定し、仕入税額控除を否認した福岡

税務署長の処分は適法である。 

第４ 結論 

 以上の次第で、原告らの請求はいずれも理由がなく棄却すべきである。 

 よって、主文のとおり判決する。 

 

福岡地方裁判所第２民事部 

裁判長裁判官 西井 和徒 

   裁判官 塚田 奈保 

   裁判官 圓道 至剛 
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別紙 

本件各更正処分等の根拠 

 

第１ 原告らに係る法人税の各更正処分等の計算過程の概要 

１ 原告Ａについて（別表３－１参照） 

(1) 平成１５年３月期 

ア 所得金額 ８２８５万４５３４円 

(ア) 申告所得金額（甲イ２・確定申告書） ７０８７万２８５５円 

(イ) 家賃原価の過大計上額 １２１３万４４６４円 

 原告Ａは、Ｋ（別表１「本件各マンションの区分所有状況」の番号２０）の管理組合（以

下「Ｋ管理組合」という。）に対して支出した本件管理費等１２２８万８０００円について、

仮払消費税等の額５８万５１４２円を差し引いた１１７０万２８５８円を損金の額に算入

している（別表８－１の「勘定科目・家賃原価」欄の「損金算入額（③）」）。 

 しかしながら、本件管理費等のうち、上記管理組合において実際に業務費用等に充てられ

た金額以外の剰余金１２１３万４４６４円（本件管理費６１４万４０００円から業務費用等

１５万３５３６円を差し引いた５９９万０４６４円及び本件修繕積立金６１４万４０００

円の合計額）は、当事業年度末までに債務が確定していないことから、損金算入を否認した

（別表８－１の「勘定科目・家賃原価」欄における「家賃原価計・計（①）」欄の「剰余金」）。 

(ウ) 家賃原価の認容額 ５８万５１４２円 

 上記(イ)のとおり、原告Ａは、本件管理費等が消費税法上の課税仕入れに該当するとして、

本件管理費等を損金の額に算入するに当たって、仮払消費税等に相当する額を控除している。 

 しかしながら、本件管理費等は対価性がない取引であり、消費税の課税対象となる「資産

の譲渡等」（消費税法２条１項８号）には該当しないことから、原告Ａが仮払消費税等とし

て計上した５８万５１４２円を損金の額に加算した（別表８－１の「勘定科目・家賃原価」

欄における「家賃原価計・内仮払消費税等（②）」）。 

(エ) 雑費の過大計上額 ３５万３８１５円 

 原告Ａは、Ｌ（別表１の番号１０）の管理組合（以下「Ｌ管理組合」という。）に対して

支出した本件管理費等４１万４０００円について、仮払消費税等１万９７１４円を差し引い

た３９万４２８６円を損金の額に算入している（別表８－１の「勘定科目・雑費」欄の「雑

費計・損金算入額（⑥）」）。 

 しかしながら、本件管理費等のうち、上記管理組合において実際に業務費用等に充てられ

た金額以外の剰余金３５万３８１５円（本件管理費２０万７０００円から業務費用等６万０

１８５円を差し引いた１４万６８１５円及び本件修繕積立金２０万７０００円の合計額）は、

当事業年度末までに債務が確定していないことから、損金算入を否認した（別表８－１の「雑

費」欄における「雑費計・計（④）」欄の「剰余金」）。 

(オ) 雑費の認容額 １万９７１４円 

 上記(エ)のとおり、原告Ａは、本件管理費等が消費税法上の課税仕入れに該当するとして、

本件管理費等を損金の額に算入するに当たって、仮払消費税等の額に相当する額を控除して

いる。 

 しかしながら、本件管理費等は対価性がない取引であり、消費税の課税対象となる「資産
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の譲渡等」（消費税法２条１項８号）には該当しないことから、原告Ａが仮払消費税等とし

て計上した１万９７１４円を損金の額に加算した「（別表８－１の「雑費」欄における「雑

費計・内仮払消費税等（⑤）」）。 

(カ) 租税公課の過大計上額 ９万８１７６円 

 原告Ａは、上記(イ)及び(エ)の各管理組合に対して支出した本件管理費等が消費税法上の

課税仕入れに該当するとして、上記管理費等の合計額１２７０万２０００円（別表８－１の

「平成１５年３月期」欄の「計上額」欄の①及び④の合計額）に対する仮払消費税等６０万

４８５６円（別表８－１の「平成１５年３月期」の②及び⑤の合計額）を計上していたとこ

ろ、同原告の平成１５年３月課税期間の課税売上割合が９５パーセント未満であったことか

ら（甲イ８・２枚目・付表２の「課税売上割合」欄。なお、仕入税額控除額の計算方式とし

て、一括比例配分方式を選択している（甲イ８・１枚目・申告書の「控除税額の計算方法」

欄）。）、上記仮払消費税等のうち仕入税額控除ができなかった控除対象外消費税額等９万８

１７６円（下記計算式参照）を租税公課として損金の額に算入している。 

 しかしながら、上記(ウ)及び(オ)のとおり、本件管理費等は消費税法上の「資産の譲渡等」

ではないため「課税仕入れ」に該当しないことから、上記控除対象外消費税額等の損金算入

を否認した。 

（計算式） 

604,856円×（100－83.7686620）％≒98,176円 

(キ) 雑収入の計上漏れ額 ８０円 

 原告Ａに係る法人税の本件各更正処分による未払消費税等の増加額、すなわち、本件管理

費等に係る仕入税額控除額の否認額（仮払消費税等の額から控除対象外消費税額等を差し引

いた額）５０万６６８０円が、本来、本件の更正処分により納付すべき消費税等の税額とな

るところ、消費税等の更正処分による納付税額（差引納付税額）は５０万６６００円であっ

たため（甲イ７・「差引納付すべき又は減少（－印）する合計税額」欄）、上記未払消費税等

と差引納付税額との差額８０円を雑収入として益金の額に算入した。 

(ク) 上記(ア)ないし(キ)により、所得金額は８２８５万４５３４円となる（甲イ１・「更正

又は決定の金額」欄の「所得金額又は欠損金額」）。 

（計算式） 

82,854,534円＝(ア)（70,872,855円）＋(イ)（12,134,464円）－(ウ)（585,142円） 

      ＋(エ)（353,815円）－(オ)（19,714円）＋(カ)（98,176円） 

      ＋(キ)（80円） 

イ 差引納付すべき法人税額 ３９２万２３００円 

(ア) 所得金額に対する法人税額 ２４２１万６２００円 

 上記アで認められた所得金額８２８５万４５３４円につき、国税通則法１１８条１項の規

定による端数処理をし、法人税法６６条１項及び２項（ただし、経済社会の変化等に対応し

て早急に講ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法律（以下「負担軽減措置法」

という。）１６条により読替え後の税率。以下同じ。）の規定により計算した。 

(イ) 同族会社の課税留保金額に対する税額 ２０６万４８２５円 

 同族会社の留保金額については、法人税法６７条１項により、納付すべき税額を算出し、

所得金額に対する税額に加算して納付すべき税額を計算することとなっているところ、原告
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Ａは同族会社である（甲イ２・申告書別表二「判定結果」欄）ことから、本件の更正処分に

よって留保金額（上記アにより増加した所得金額は、留保金となる。）が増加したことによ

り、法人税申告書別表三(一)（甲イ２・３枚目）に従って当該留保金額に対する税額の再計

算をした。 

(ウ) 法人税額から控除される所得税額（甲イ２・「所得税等の額等」） ７６円 

 法人税法６８条の規定により、所得税額を控除した。 

(エ) 既に納付の確定した法人税額 ２２３５万８６００円 

(オ) 上記(ア)ないし(ウ)により算出した金額につき、国税通則法１１９条１項による端数処

理をした金額から、上記(エ)の金額を控除することにより、納付すべき法人税額は、３９２

万２３００円となる（甲イ１・「更正又は決定の金額」欄の「差引納付すべき又は減少（－

印）する法人税額」）。 

（計算式） 

 3,922,300円＝(ア)（24,216,200円）＋(イ)（2,064,825円）－(ウ)（76円） 

      －端数処理（49円）－(エ)（22,358,600円） 

ウ 過少申告加算税額 ３９万２０００円 

 過少申告加算税の額は、国税通則法６５条１項の規定に基づき、上記イの差引納付すべき法

人税額３９２万２３００円（国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨

てた後のもの）に１００分の１０の割合を乗じた３９万２０００円となる（甲イ１・「賦課し

た加算税の額の計算明細」欄の「加算税の額」欄）。 

(2) 平成１６年３月期 

ア 所得金額 ６１９８万４４３０円 

(ア) 申告所得金額（甲イ４・確定申告書） ５０４４万５３６２円 

(イ) 管理費の過大計上額 １３３０万３３６８円 

 原告Ａは、本件各管理組合に対して支出した本件管理費等１３３９万２０００円について、

仮払消費税等６３万７７１４円を差し引いた１２７５万４２８６円を損金の額に算入して

いる（別表８－１の「勘定科目・管理費」欄の「本件各マンション計・損金算入額（⑨）」）。 

 しかしながら、本件管理費等のうち、本件各管理組合において実際に業務費用等に充てら

れた金額以外の剰余金１３３０万３３６８円（本件管理費６６９万６０００円から業務費用

等８万８６３２円を差し引いた６６０万７３６８円及び本件修繕積立金６６９万６０００

円の合計額）は、当事業年度末までに債務が確定していないことから、損金算入を否認した

（別表８－１の「勘定科目・管理費」欄における「本件各マンション計・計（⑦）」欄の「剰

余金」）。 

(ウ) 管理費の認容額 ７３万１４７３円 

 原告Ａは、本件各管理組合に対して支出した本件管理費等及び本件その他の管理組合に対

して支出した本件その他の管理費等（以下、本件管理費等及び本件その他の管理費等を併せ

て「本件総管理費等」という。）はいずれも消費税法上の課税仕入れに該当するとして、本

件総管理費等１５３６万０９３５円（別表８－１の「勘定科目・管理費」欄における「『管

理費』計（⑪）」）を損金の額に算入するに当たって、仮払消費税等に相当する額７３万１４

７３円（同別表・⑪欄の「内仮払消費税等（⑫）」）を控除している。 

 しかしながら、本件総管理費等は対価性がない取引であり消費税の課税対象となる「資産
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の譲渡等」（消費税法２条１項８号）には該当しないことから、原告Ａが仮払消費税等とし

て計上した７３万１４７３円を損金の額に加算した。 

(エ) 租税公課の過大計上額 １１万７３４９円 

 原告Ａは、本件総管理費等が消費税法上の課税仕入れに該当するとして、本件総管理費等

に対する仮払消費税等として７３万１４７３円を計上していたところ、同原告の平成１６年

３月課税期間における課税売上割合が９５パーセント未満であったことから（甲イ１０・２

枚目・付表２の「課税売上割合」欄。なお、仕入税額控除の計算方式として、一括比例配分

方式を選択している（甲イ１０・１枚目・申告書の「控除税額の計算方法」欄）。）、上記仮

払消費税等のうち仕入税額控除ができなかった控除対象外消費税額等１１万７３４９円（下

記計算式参照）を租税公課として損金の額に算入している。 

 しかしながら、上記(ウ)のとおり、本件総管理費等は消費税法上の「資産の譲渡等」では

ないため「課税仕入れ」に該当しないことから、上記控除対象外消費税額等の損金算入を否

認した。 

（計算式） 

731,473円×（100－83.9572940）％≒117,349円 

(オ) 雑収入の計上漏れ額 ２４円 

 原告Ａに係る法人税の本件各更正処分による未払消費税等の増加額、すなわち、本件総管

理費等に係る仕入税額控除額の否認額（仮払消費税等の額から控除対象外消費税額等を差し

引いた額）６１万４１２４円が本来、本件の更正処分により納付すべき消費税等の税額とな

るところ、消費税等の更正処分による納付税額（差引納付税額）は６１万４１００円であっ

たため（甲イ９・「差引納付すべき又は減少（－印）する合計税額」）、未払消費税等と差引

納付税額との差額２４円を雑収入として益金の額に算入した。 

(カ) 事業税の認容額 １１５万０２００円 

 平成１５年３月期の法人税の更正により増加した所得金額１１９８万１６７９円（甲イ

１・「更正又は決定の金額」欄及び「申告又は更正前の金額」欄の「所得金額又は欠損金額」

の差額）に対する事業税相当額１１５万０２００円を損金の額に算入した。 

(キ) 上記(ア)ないし(カ)により、所得金額は６１９８万４４３０円となる（甲イ３・「更正

又は決定の金額」欄における「所得金額又は欠損金額」）。 

（計算式） 

61,984,430円＝(ア)（50,445,362円）＋(イ)（13,303,368円） 

      －(ウ)（731,473円）＋(エ)（117,349円) 

      ＋(オ)（24円）－(カ)（1,150,200円） 

イ 差引納付すべき法人税額 ３４６万１７００円 

(ア) 所得金額に対する法人税額 １７９５万５２００円 

 上記アで認められた所得金額６１９８万４４３０円につき、国税通則法１１８条１項の規

定による端数処理をし、法人税法６６条１項及び２項（負担軽減措置法１６条による読替え

後の税率）により計算した。 

(イ) 法人税額から控除される所得税額（甲イ４・「所得税の額等」） ３７円 

法人税法６８条の規定により、所得税額を控除した。 

(ウ) 既に納付の確定した法人税額 １４４９９万３４００円 
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(エ) 上記(ア)及び(イ)により算出した金額につき、国税通則法１１９条１項による端数処理

をした金額から、上記(ウ)の金額を控除することにより、納付すべき法人税額は、３４６万

１７００円となる（甲イ３・「差引納付すべき又は減少（－印）する法人税額」）。 

（計算式） 

 3,461,700円＝(ア)（17,955,200円）－(イ)（37円） 

      －端数処理（63円）－(ウ)（14,493,400円） 

ウ 過少申告加算税額 ３４万６０００円 

 過少申告加算税の額は、国税通則法６５条１項の規定に基づき、上記イの差引納付すべき法

人税額３４６万１７００円（国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨

てた後のもの）に１００分の１０の割合を乗じた３４万６０００円となる（甲イ３・「賦課し

た加算税の額の計算明細」欄の「加算税の額」欄）。 

(3) 平成１７年３月期 

ア 所得金額 １億３１５３万０３８８円 

(ア) 申告所得金額（乙イ１・確定申告書及び甲イ５） １億１９９２万９５４２円 

(イ) 管理費の過大計上額 １２７５万３８４６円 

 原告Ａは、本件各管理組合に対して支出した本件管理費等１２８４万円について、仮払消

費税等６１万１４２８円を差し引いた１２２２万８５７２円を損金の額に算入している（別

表８－１の「勘定科目・管理費」欄の「本件各マンション計・損金算入額（⑨）」。 

 しかしながら、本件管理費等のうち、本件各管理組合において実際に業務費用等に充てら

れた金額以外の剰余金１２７５万３８４６円（本件管理費６４２万円から業務費用等８万６

１５４円を差し引いた６３３万３８４６円及び本件修繕積立金６４２万円との合計額）は、

当事業年度末までに債務が確定していないことから、損金算入を否認した（別表８－１の「勘

定科目・管理費」欄の「本件各マンション計・計（⑦）」欄の「剰余金」）。 

(ウ) 管理費の認容額 ６７万２７４７円 

 原告Ａは、本件各管理組合及び本件その他の管理組合に対して支出した本件総管理費等１

４１２万７７０２円（別表８－１の「勘定科目・管理費」欄における「『管理費』計（⑪）」）

が消費税法上の課税仕入れに該当するとして、本件総管理費等を損金の額に算入するに当た

って、仮払消費税等に相当する額６７万２７４７円（同別表・「『管理費』計（⑪）欄」の「内

仮払消費税等（⑫）」）を控除している。 

 しかしながら、本件総管理費等は対価性がない取引であり消費税の課税対象となる「資産

の譲渡等」（消費税法２条１項８号）には該当しないことから、原告Ａが仮払消費税等とし

て計上した６７万２７４７円を損金の額に加算した。 

(エ) 租税公課の過大計上額 ６２万７２６２円 

 上記(ウ)のとおり、原告Ａは、本件総管理費等が消費税法上の課税仕入れに該当するとし

て、本件総管理費等に対する仮払消費税等として６７万２７４７円を計上していたところ、

同原告の平成１７年３月課税期間の課税売上割合が９５パーセント未満であったことから

（甲イ１２・２枚目・付表２の「課税売上割合」欄。なお、仕入税額控除額の計算方式とし

て、個別対応方式を選択している（甲イ１２・１枚目・申告書の「控除税額の計算方法」欄）。）、

上記仮払消費税等のうち仕入税額控除ができなかった控除対象外消費税額等６２万７２６

２円（甲イ１２・４枚目・消費税計算書の「非課税売上対応」欄の「一般管理費・管理費」
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欄の「消費税額」）を租税公課として損金の額に算入している。 

 しかしながら、上記(ウ)のとおり、本件総管理費等は消費税法上の「資産の譲渡等」では

なく「課税仕入れ」に該当しないことから、上記控除対象外消費税額等の損金算入を否認し

た。 

(オ) 雑収入の計上漏れ額 １８５円 

 原告Ａに係る法人税の本件各更正処分による未払消費税額等の増加額、すなわち、本件総

管理費等に係る仕入税額控除の否認額（仮払消費税等の額から控除対象外消費税額等を差し

引いた額）４万５４８５円が、本来、本件の更正処分により納付すべき消費税等の税額とな

るところ、消費税等の更正処分による納付税額（差引納付税額）は４万５３００円であった

ため（甲イ１１・「差引納付すべき又は減少（－印）する合計税額」欄）、上記未払消費税等

と差引納付税額との差額１８５円を雑収入として益金の額に算入した。 

(カ) 事業税の認容額 １１０万７７００円 

 平成１６年３月期の法人税の更正により増加した所得金額１１５３万９０６８円（甲イ

３・「更正又は決定の金額」欄及び「申告又は更正前の金額」欄の「所得金額又は欠損金額」

の差額）に対する事業税相当額１１０万７７００円を損金の額に算入した。 

(キ) 上記(ア)ないし(カ)により、所得金額は１億３１５３万０３８８円となる（甲イ５・「更

正又は決定の金額」欄における「所得金額又は欠損金額」）。 

（計算式） 

131,530,388円＝(ア)（119,929,542円）＋(イ)（12,753,846円） 

       －(ウ)（672,747円）＋(エ)（627,262円） 

       ＋(オ)（185円）－(カ)（1,107,700円） 

イ 差引納付すべき法人税額 ３４８万０３００円 

(ア) 所得金額に対する法人税額 ３８８１万９０００円 

 上記アで認められた所得金額１億３１５３万０３８８円につき、国税通則法１１８条１項

の規定による端数処理をし、法人税法６６条１項及び２項の規定（負担軽減措置法１６条に

よる読替え後の税率）により計算した。 

(イ) 法人税額から控除される所得税額（甲イ６・「所得税の額等」） ５円 

 法人税法６８条の規定により、所得税額を控除した。 

(ウ) 既に納付の確定した法人税額 ３５３３万８６００円 

(エ) 上記(ア)及び(イ)により算出した金額につき、国税通則法１１９条１項による端数処理

をした金額から、上記(ウ)の金額を控除することにより、納付すべき法人税額は、３４８万

０３００円となる（甲イ５・「差引納付すべき又は減少（－印）する法人税額」）。 

（計算式） 

 3,480,300円＝(ア)（38,819,000円）－(イ)（5円） 

      －端数処理（95円）－(ウ)（35,338,600円） 

ウ 過少申告加算税額 ３４万８０００円 

 過少申告加算税の額は、国税通則法６５条１項の規定に基づき、上記イの差引納付すべき法

人税額３４８万０３００円（国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨

てた後のもの）に１００分の１０の割合を乗じた３４万８０００円となる（甲イ５・「賦課し

た加算税の額の計算明細」欄の「加算税の額」欄）。 
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２ 原告Ｂについて（別表４－１参照） 

(1) 平成１５年９月期 

ア 所得金額 １億９６０４万７２２１円 

(ア) 申告所得金額（甲ロ２・確定申告書） １億０７７０万８９１６円 

(イ) 家賃原価の過大計上額 ２３３１万２３４９円 

 原告Ｂは、Ｊ管理組合に対して支出した本件管理費等２６１６万円について、仮払消費税

等１２４万５７１４円を差し引いた２４９１万４２８６円を損金の額に算入している（別表

８－２の「勘定科目・家賃原価」欄の「損金算入額（③）」）。 

 しかしながら、本件管理費等のうち、上記管理組合において実際に業務費用等に充てられ

た金額以外の剰余金２３３１万２３４９円（本件管理費１３０８万円から業務費用等２８４

万７６５１円を差し引いた１０２３万２３４９円及び本件修繕積立金１３０８万円との合

計額）は、当事業年度末までに債務が確定していないことから、損金算入を否認した（別表

８－２の「勘定科目・家賃原価」欄における「家賃原価計・計（①）」欄の「剰余金」）。 

(ウ) 家賃原価の認容額 １２４万５７１４円 

 上記(イ)のとおり、原告Ｂは、本件管理費等が消費税法上の課税仕入れに該当するとして、

本件管理費等を損金の額に算入するに当たって、仮払消費税等に相当する額を控除している。 

 しかしながら、本件管理費等は対価性がない取引であり、消費税の課税対象となる「資産

の譲渡等」（消費税法２条１項８号）には該当しないことから、原告Ｂが仮払消費税等とし

て計上した１２４万５７１４円を損金の額に加算した（別表８－２の「勘定科目・家賃原価」

欄における「家賃原価計・内仮払消費税等（②）」）。 

(エ) 管理費の過大計上額 ６８７３万８６５６円 

 原告Ｂは、本件各管理組合に対して支出した本件管理費等７１５５万６０００円について、

仮払消費税等３４０万７４２８円を差し引いた６８１４万８５７２円を損金の額に算入し

ている（別表８－２の「勘定科目・管理費」欄の「本件各マンション計・損金算入額（⑥）」）。 

 しかしながら、本件管理費等のうち、本件各管理組合において実際の業務費用等に充てら

れた金額（ただし、Ｊ管理組合が本件管理費等のうち実際に業務費用等に充てた金額につい

ては、上記(イ)の同管理組合の「勘定科目・家賃原価」における業務費用等に全額含めてい

るので、「勘定科目・管理費」においては、除いている。）以外の剰余金６８７３万８６５６

円（本件管理費３５７７万８０００円から業務費用等２８１万７３４４円を差し引いた３２

９６万０６５６円及び本件修繕積立金３５７７万８０００円との合計額）は、当事業年度末

までに債務が確定していないことから、損金算入を否認した（別表８－２の「勘定科目・管

理費」欄における「本件各マンション計・計（④）」欄の「剰余金」）。 

(オ) 管理費の認容額 ３５１万１５６５円 

 原告Ｂは、本件各管理組合に対して支出した本件管理費等７１５５万６０００円及び本件

その他の管理組合に対して支出した本件その他の管理費等２１８万６８８０円が、いずれも

消費税法上の課税仕入れに該当するとして、上記管理費等の合計額７３７４万２８８０円

（別表８－２の「勘定科目・管理費」欄における「『管理費』計（⑧）」欄）を損金の額に算

入するに当たって、仮払消費税等に相当する額３５１万１５６５円（同別表・「『管理費』計

（⑧）」欄の「内仮払消費税等（⑨）」）を控除している。 

 しかしながら、上記管理費等はいずれも対価性がない取引であり消費税の課税対象となる
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「資産の譲渡等」（消費税法２条１項８号）には該当しないことから、原告Ｂが仮払消費税

等として計上した３５１万１５６５円を損金の額に加算した。 

(カ) 租税公課の過大計上額 １０４万４４０６円 

 原告Ｂは、Ｊ管理組合に対し「家賃原価」として支出し、また、本件各管理組合及び本件

その他の管理組合に対し「管理費」として支出した管理費等がいずれも消費税法上の課税仕

入れに該当するとして、その合計額９９９０万２８８０円（別表８－２の「平成１５年９月

期」欄の「計上額」欄の①及び⑧の合計額）に対する仮払消費税等４７５万７２７９円（別

表８－２の「平成１５年９月期」欄の②及び⑨の合計額）を計上していたところ、同原告の

平成１５年９月課税期間の課税売上割合が９５パーセント未満であったことから（甲ロ８・

２枚目・付表２の「課税売上割合」欄。なお、仕入税額控除額の計算方式として、一括比例

配分方式を選択している（甲ロ８・１枚目・申告書の「控除税額の計算方法」欄）。）、上記

仮払消費税等のうち仕入税額控除ができなかった控除対象外消費税額等１０４万４４０６

円（下記計算式参照）を租税公課として損金の額に算入している。 

 しかしながら、上記(ウ)及び(オ)のとおり、上記管理費等はいずれも消費税法上の「資産

の譲渡等」ではないため「課税仕入れ］に該当しないことから、上記控除対象外消費税額等

の損金算入を否認した。 

（計算式） 

4,757,279円×（100－78.0461278）％≒1,044,406円 

(キ) 雑収入の計上漏れ額 １７３円 

 原告Ｂに係る法人税の本件各更正処分による未払消費税等の増加額、すなわち、本件管理

費等に係る仕入税額控除額の否認額（仮払消費税等の額から控除対象外消費税額等を差し引

いた額）３７１万２８７３円が、本来、本件の更正処分により納付すべき消費税等の税額と

なるところ、消費税等の更正処分による納付税額（差引納付税額）は３７１万２７００円で

あったため（甲ロ７・「差引納付すべき又は減少（－印）する合計税額」欄）、上記未払消費

税等と差引納付税額との差額１７３円を雑収入として益金の額に算入した。 

(ク) 上記(ア)ないし(キ)により、所得金額は１億９６０４万７２２１円となる（甲ロ１・「更

正又は決定の金額」欄の「所得金額又は欠損金額」）。 

（計算式） 

196,047,221円＝(ア)（107,708,916円）＋(イ)（23,312,349円） 

       －(ウ)（1,245,714円）＋(エ)（68,738,656円） 

       －(オ)（3,511,565円）＋(カ)（1,044,406円） 

       ＋(キ)（173円） 

イ 差引納付すべき法人税額 ３０１２万５７００円 

(ア) 所得金額に対する法人税額 ５８１７万４１００円 

 上記アで認められた所得金額１億９６０４万７２２１円につき、国税通則法１１８条１項

の規定による端数処理をし、法人税法６６条１項及び２項の規定（負担軽減措置法１６条に

よる読替え後の税率）により計算した。 

(イ) 同族会社の課税留保金額に対する税額 ６６３万２３７７円 

 同族会社の留保金額については、法人税法６７条１項により、納付すべき税額を算出し、

所得金額に対する税額に加算して納付すべき税額を計算することとなっているところ、原告
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Ｂは同族会社である（甲ロ２・申告書別表二「判定結果」欄）ことから、本件の更正処分に

よって留保金額（上記アにより増加した所得金額は、留保金となる。）が増加したことによ

り、法人税申告書別表三(一)（甲ロ２・３枚目）に従って当該留保金額に対する税額の再計

算をした。 

(ウ) 法人税額から控除される所得税額 １００１円 

 法人税法６８条の規定により、所得税額を控除した。 

(エ) 既に納付の確定した法人税額 ３４６７万９７００円 

(オ) 上記(ア)ないし(ウ)により算出した金額につき、国税通則法１１９条１項による端数処

理をした金額から、上記(エ)の金額を控除することにより、納付すべき法人税額は、３０１

２万５７００円となる（甲ロ１・「更正又は決定の金額」欄の「差引納付すべき又は減少（－

印）する法人税額」）。 

（計算式） 

30,125,700円＝(ア)（58,174,100円）＋(イ)（6,632,377円） 

      －(ウ)（1,001円）－端数処理（76円） 

      －(エ)（34,679,700円） 

ウ 過少申告加算税額 ３０１万２０００円 

 過少申告加算税の額は、国税通則法６５条１項の規定に基づき、上記イの差引納付すべき法

人税額３０１２万５７００円（国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り

捨てた後のもの）に１００分の１０の割合を乗じた３０１万２０００円となる（甲ロ１・「賦

課した加算税の額の計算明細」欄の「加算税の額」欄）。 

(2) 平成１６年９月期 

ア 所得金額 ２億７３７４万０７３７円 

(ア) 申告所得金額（甲ロ４・確定申告書） ２億２０８４万４８２０円 

(イ) 管理費の過大計上額 ６４０２万５８１７円 

 原告Ｂは、本件各管理組合に対して支出した本件管理費等７１６０万４０００円について、

仮払消費税等３４０万９７１４円を差し引いた６８１９万４２８６円を損金の額に算入し

ている（別表８－２の「勘定科目・管理費」欄の「本件各マンション計・損金算入額（⑥）」）。 

 しかしながら、本件管理費等のうち、本件各管理組合において実際に業務費用等に充てら

れた金額以外の剰余金６４０２万５８１７円（本件管理費３５８０万２０００円から業務費

用等７５７万８１８３円を差し引いた２８２２万３８１７円及び本件修繕積立金３５８０

万２０００円との合計額）は、当事業年度末までに債務が確定していないことから、損金算

入を否認した（別表８－２の「勘定科目・管理費」欄における「本件各マンション計・計（④）」

欄の「剰余金」）。 

(ウ) 管理費の認容額 ３７３万４１５１円 

 原告Ｂは、本件各管理組合及び本件その他の管理組合に対して支出した本件総管理費等７

８４１万７１７４円（別表８－２の「勘定科目・管理費」欄における「『管理費』計（⑧）」）

が消費税法上の課税仕入れに該当するとして、本件総管理費等を損金の額に算入するに当た

って、仮払消費税等に相当する額３７３万４１５１円（同別表・「『管理費』計（⑧）欄」の

「内仮払消費税等（⑨）」）を控除している。 

 しかしながら、本件総管理費等は対価性がない取引であり消費税の課税対象となる「資産
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の譲渡等」（消費税法２条１項８号）には該当しないことから、原告Ｂが仮払消費税等とし

て計上した３７３万４１５１円を損金の額に加算した。 

(エ) 租税公課の過大計上額 １０８万４８０６円 

 上記(ウ)のとおり、原告Ｂは、本件総管理費等が消費税法上の課税仕入れに該当するとし

て、本件総管理費等に対する仮払消費税等として３７３万４１５１円を計上していたところ、

同原告の平成１６年９月課税期間の課税売上割合が９５パーセント未満であったことから

（甲ロ１０・２枚目・付表２の「課税売上割合」欄。なお、仕入税額控除額の計算方式とし

て、一括比例配分方式を選択している（甲ロ１０・１枚目・申告書の「控除税額の計算方法」

欄）。）、上記仮払消費税等のうち仕入税額控除ができなかった控除対象外消費税額等１０８

万４８０６円（下記計算式参照）を租税公課として損金の額に算入している。 

 しかしながら、上記(ウ)のとおり、本件総管理費等は消費税法上の「資産の譲渡等」では

なく「課税仕入れ」に該当しないことから、上記控除対象外消費税額等の損金算入を否認し

た。 

（計算式） 

3,734,151円×（100－70.9490661）％≒1,084,806円 

(オ) 雑収入の計上漏れ額 ４５円 

 原告Ｂに係る法人税の本件各更正処分による未払消費税額等の増加額、すなわち、本件総

管理費等に係る仕入税額控除の否認額（仮払消費税等の額から控除対象外消費税額等を差し

引いた額）２６４万９３４５円が、本来、本件の更正処分により納付すべき消費税等の税額

となるところ、消費税等の更正処分による納付税額（差引納付税額）は２６４万９３００円

であったため（甲ロ９・「差引納付すべき又は減少（－印）する合計税額」欄）、上記未払消

費税等と差引納付税額との差額４５円を雑収入として益金の額に算入した。 

(カ) 事業税の認容額 ８４８万０６００円 

 平成１５年９月期の法人税の更正により増加した所得金額８８３３万８３０５円（甲ロ

１・「更正又は決定の金額」欄及び「申告又は更正前の金額」欄の「所得金額又は欠損金額」

の差額）に対する事業税相当額８４８万０６００円を当期の損金の額に算入した。 

(キ) 上記(ア)ないし(カ)により、所得金額は２億７３７４万０７３７円となる（甲ロ３・「更

正又は決定の金額」欄における「所得金額又は欠損金額」）。 

（計算式） 

273,740,737円＝(ア)（220,844,820円）＋(イ)（64,025,817円） 

       －(ウ)（3,734,151円）＋(エ)（1,084,806円） 

       ＋(オ)（45円）－(カ)（8,480,600円） 

イ 差引納付すべき法人税額 １５８６万８８００円 

(ア) 所得金額に対する法人税額 ８１４８万２０００円 

 上記アで認められた所得金額２億７３７４万０７３７円につき、国税通則法１１８条１項

の規定による端数処理をし、法人税法６６条１項及び２項の規定（負担軽減措置法１６条に

よる読替え後の税率）により計算した。 

(イ) 法人税額から控除される所得税額（甲ロ４・「所得税の額等」） １４０円 

 法人税法６８条の規定により、所得税額を控除した。 

(ウ) 既に納付の確定した法人税額 ６５６１万３０００円 
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(エ) 上記(ア)及び(イ)により算出した金額につき、国税通則法１１９条１項による端数処理

をした金額から、上記(ウ)の金額を控除することにより、納付すべき法人税額は、１５８６

万８８００円となる。 

（計算式） 

15,868,800円＝(ア)（81,482,000円）－(イ)（140円） 

      －端数処理（60円）－(ウ)（65,613,000円） 

ウ 過少申告加算税額 １５８万６０００円 

 過少申告加算税の額は、国税通則法６５条１項の規定に基づき、上記(2)の差引納付すべき

法人税額１５８６万８８００円（国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切

り捨てた後のもの）に１００分の１０の割合を乗じた１５８万６０００円となる（甲ロ３・「賦

課した加算税の額の計算明細」欄の「加算税の額」欄）。 

(3) 平成１７年９月期 

ア 所得金額 １億８４４８万７３９６円 

(ア) 申告所得金額（甲ロ６・確定申告書） １億４８９７万３２８４円 

(イ) 管理費の過大計上額 ４２８１万５６１２円 

 原告Ｂは、本件各管理組合に対して支出した本件管理費等７１６０万４０００円について、

仮払消費税等３４０万９７１４円を差し引いた６８１９万４２８６円を損金の額に算入し

ている（別表８－２の「勘定科目・管理費」欄の「本件各マンション計・損金算入額（⑥）」。 

 しかしながら、本件管理費等のうち、本件各管理組合において実際に業務費用等に充てら

れた金額以外の剰余金４２８１万５６１２円（本件管理費３５８０万２０００円から業務費

用等７８６万５０８７円を差し引いた２７９３万６９１３円及び本件修繕積立金３５８０

万２０００円から修繕費等２０９２万３３０１円を差し引いた１４８７万８６９９円との

合計額）は、当事業年度末までに債務が確定していないことから、損金算入を否認した（別

表８－２の「勘定科目・管理費」欄の「本件各マンション計・計（④）」欄の「剰余金」）。 

(ウ) 管理費の認容額 ３６８万８８０７円 

 原告Ｂは、本件各管理組合及び本件その他の管理組合に対して支出した本件総管理費等７

７４６万４９６１円（別表８－２の「勘定科目・管理費」欄における「『管理費』計（⑧）」）

が消費税法上の課税仕入れに該当するとして、本件総管理費等を損金の額に算入するに当た

って、仮払消費税等に相当する額３６８万８８０７円（同別表・「『管理費』計（⑧）欄」の

「内仮払消費税等（⑨）」）を控除している。 

 しかしながら、本件総管理費等は対価性がない取引であり消費税の課税対象となる「資産

の譲渡等」（消費税法２条１項８号）には該当しないことから、原告Ｂが仮払消費税等とし

て計上した３６８万８８０７円を損金の額に加算した。 

(エ) 租税公課の過大計上額 １４６万５２６４円 

 上記(ウ)のとおり、原告Ｂは、本件総管理費等が消費税法上の課税仕入れに該当するとし

て、本件総管理費等に対する仮払消費税等として３６８万８８０７円を計上していたところ、

同原告の平成１７年９月課税期間の課税売上割合が９５パーセント未満であったことから

（甲ロ１２・２枚目・付表２の「課税売上割合」欄。なお、仕入税額控除額の計算方式とし

て、一括比例配分方式を選択している（甲ロ１２・１枚目・申告書の「控除税額の計算方法」

欄）。）、上記仮払消費税等のうち仕入税額控除ができなかった控除対象外消費税額等１４６
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万５２６４円（下記計算式参照）を租税公課として損金の額に算入している。 

 しかしながら、上記(ウ)のとおり、本件総管理費等は消費税法上の「資産の譲渡等」では

ないため「課税仕入れ」に該当しないことから、上記控除対象外消費税額等の損金算入を否

認した。 

（計算式） 

3,688,807円×（100－60.2781260）％≒1,465,264円 

(オ) 雑収入の計上漏れ額 ４３円 

 原告Ｂに係る法人税の本件各更正処分による未払消費税額等の増加額、すなわち、本件総

管理費等に係る仕入税額控除額の否認額（仮払消費税等の額から控除対象外消費税額等を差

し引いた額）２２２万３５４３円が、本来、本件の更正処分により納付すべき消費税等の税

額となるところ、消費税等の更正処分による納付税額（差引納付税額）は２２２万３５００

円（甲ロ１１・「差引納付すべき又は減少（－印する合計税額」）との差額４３円を雑収入と

して益金の額に算入した。 

(カ) 事業税の認容額 ５０７万８０００円 

 平成１６年９月期の法人税の更正により増加した所得金額５２８９万５９１７円（甲ロ

３・「更正又は決定の金額」欄及び「申告又は更正前の金額」欄の「所得金額又は欠損金額」

の差額）に対する事業税相当額５０７万８０００円を損金の額に算入した。 

(キ) 上記アないしカにより、所得金額は１億８４４８万７３９６円となる（甲ロ５・「更正

又は決定の金額」欄における「所得金額又は欠損金額」）。 

（計算式） 

184,487,396円＝(ア)（148,973,284円）＋(イ)（42,815,612円） 

       －(ウ)（3,688,807円）＋(エ)（1,465,264円） 

       ＋(オ)（43円）－(カ)（5,078,000円） 

イ 差引納付すべき法人税額 １０６５万４２００円 

(ア) 所得金額に対する法人税額 ５４７０万６１００円 

 上記アで認められた所得金額１億８４４８万７３９６円につき、国税通則法１１８条１項

の規定による端数処理をし、法人税法６６条１項及び２項の規定（負担軽減措置法１６条に

よる読替え後の税率）により計算した。 

(イ) 法人税額から控除される所得税額（甲ロ６・「所得税の額等」） ６４８円 

 法人税法６８条の規定により、所得税額を控除した。 

(ウ) 既に納付の確定した法人税額 ４４０５万１２００円 

(エ) 上記(ア)及び(イ)により算出した金額につき、国税通則法１１９条１項による端数処理

をした金額から、上記(ウ)の金額を控除することにより、納付すべき法人税額は、１０６５

万４２００円となる（甲ロ５・「差引納付すべき又は減少（－印）する法人税額」）。 

（計算式） 

10,654,200円＝(ア)（54,706,100円）－(イ)（648円） 

      －端数処理（52円）－(ウ)（44,051,200円） 

ウ 過少申告加算税額 １０６万５０００円 

 過少申告加算税の額は、国税通則法６５条１項の規定に基づき、上記イの差引納付すべき法

人税額１０６５万４２００円（国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り
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捨てた後のもの）に１００分の１０の割合を乗じた１０６万５０００円となる（甲ロ５・「賦

課した加算税の額の計算明細」欄の「加算税の額」欄）参照）。 

３ 原告Ｃについて（別表５－１参照） 

(1) 平成１５年３月期 

ア 所得金額 ４億５９０２万６３３５円 

(ア) 申告所得金額（甲ハ２・確定申告書） ８７０万７１５０円 

(イ) 管理費の過大計上額 ４億５８４０万１６８５円 

 原告Ｃは、本件各管理組合に対して支出した本件管理費等４億７６８２万４０００円につ

いて、仮払消費税等２２７０万５９０４円を差し引いた４億５４１１万８０９６円を損金の

額に算入している（別表８－３の「勘定科目・管理費」欄の「本件各マンション計・損金算

入額（③）」。 

 しかしながら、本件管理費等のうち、本件各管理組合において実際に業務費用等に充てら

れた金額以外の剰余金４億５８４０万１６８５円（本件管理費２億３８４１万２０００円か

ら業務費用等１８４２万２３１５円を差し引いた２億１９９８万９６８５円及び本件修繕

積立金２億３８４１万２０００円との合計額）は、当事業年度末までに債務が確定していな

いことから、損金算入を否認した（別表８－３の「勘定科目・管理費」欄の「本件各マンシ

ョン計・計（①）」欄の「剰余金」）。 

(ウ) 管理費の認容額 ２４３６万６７３４円 

 原告Ｃは、本件各管理組合及び本件その他の管理組合に対して支出した本件総管理費等５

億１１７０万１４３４円（別表８－３の「勘定科目・管理費」欄における「『管理費』計（⑤）」）

が消費税法上の課税仕入れに該当するとして、本件総管理費等を損金の額に算入するに当た

って、仮払消費税等に相当する額２４３６万６７３４円（同別表・「『管理費』計（⑤）欄」

の「内仮払消費税等（⑥）」）を控除している。 

 しかしながら、本件総管理費等は対価性がない取引であり消費税の課税対象となる「資産

の譲渡等」（消費税法２条１項８号）には該当しないことから、原告Ｃが仮払消費税等とし

て計上した２４３６万６７３４円を損金の額に加算した。 

(エ) 租税公課の過大計上額 １６２８万４２４６円 

 上記(ウ)のとおり、原告Ｃは、本件総管理費等が消費税法上の課税仕入れに該当するとし

て、本件総管理費等に対する仮払消費税等２４３６万６７３４円を計上していたところ、同

原告の平成１５年３月課税期間の課税売上割合が９５パーセント未満であったことから（甲

ハ８・２枚目・付表２の「課税売上割合」欄。なお、仕入税額控除額の計算方式として、一

括比例配分方式を選択している（甲ハ８・１枚目・申告書の「控除税額の計算方法」欄））、

上記仮払消費税等のうち仕入税額控除ができなかった控除対象外消費税額等１６２８万４

２４６円（下記計算式参照）を租税公課として損金の額に算入している。 

 しかしながら、上記(ウ)のとおり、本件総管理費等は消費税法上の「資産の譲渡等」では

ないため「課税仕入れ」に該当しないことから、上記控除対象外消費税額等の損金算入を否

認した。 

（計算式） 

24,366,734円×（100－33.1701760）％≒16,284,246円 

(オ) 雑損失の認容額 １２円 
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 原告Ｃに係る法人税の本件各更正処分による未払消費税等の増加額、すなわち、本件総管

理費等に係る仕入税額控除額の否認額（仮払消費税等の額から控除対象外消費税額等を差し

引いた額）８０８万２４８８円が、本来、本件の更正処分により納付すべき消費税等の税額

となるところ、消費税等の更正処分による納付税額（差引納付税額）は８０８万２５００円

であったため（甲ハ７・「差引納付すべき又は減少（－印）する合計税額」）、未払消費税等

と差引納付税額との差額１２円を雑損失として損金の額に算入した。 

(カ) 上記(ア)ないし(オ)により、所得金額は４億５９０２万６３３５円となる（甲ハ１・「更

正又は決定の金額」欄における「所得金額又は欠損金額」）。 

（計算式） 

459,026,335円＝(ア)（8,707,150円）＋(イ)（458,401,685円） 

       －(ウ)（24,366,734円）＋(エ)（16,284,246円） 

       －(オ)（12円） 

イ 差引納付すべき法人税額 １億５４１４万９１００円 

(ア) 所得金額に対する法人税額 １億３７０６万７８００円 

 上記アで認められた所得金額４億５９０２万６３３５円につき、国税通則法１１８条１項

の規定による端数処理をし、法人税法６６条１項及び２項の規定（負担軽減措置法１６条に

よる読替え後の税率）により計算した。 

(イ) 同族会社の課税留保金額に対する税額 １９０５万３３９０円 

 同族会社の留保金額については、法人税法６７条１項により、納付すべき税額を算出し、

所得金額に対する税額に加算して納付すべき税額を計算することとなっているところ、原告

Ｃは同族会社である（甲ハ２・申告書別表二「判定結果」欄）ことから、本件の更正処分に

よって留保金額が増加したことにより、法人税申告書別表三(一)の様式に従って計算すると

課税留保金額１億３２７８万１４１０円が新たに生じることとなったため、当該課税留保金

額に対する税額を算出した。 

(ウ) 法人税額から控除される所得税額（甲ハ２・「所得税等の額等」） ３万７００５円 

 法人税法６８条の規定により、所得税額を控除した。 

(エ) 既に納付の確定した法人税額 １９３万５０００円 

(オ) 上記(ア)ないし(ウ)により算出した金額につき、国税通則法１１９条１項による端数処

理をした金額から、上記(エ)の金額を控除することにより、納付すべき法人税額は、１億５

４１４万９１００円となる（甲ハ１・「更正又は決定の金額」欄の「差引納付すべき又は減

少（－印）する法人税額」）。 

（計算式） 

154,149,100円＝(ア)（137,067,800円）＋(イ)（19,053,390円） 

       －(ウ)（37,005円）－端数処理（85円） 

       －(エ)（1,935,000円） 

ウ 過少申告加算税額 ２３０２万２５００円 

 過少申告加算税の額は、国税通則法６５条１項及び２項の規定に基づき、上記イの差引納付

すべき法人税額１億５４１４万９１００円（国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満

の端数を切り捨てた後のもの）に１００分の１０の割合を乗じた１５４１万４０００円と、差

引納付すべき税額が、既に納付の確定した法人税額（上記イ(エ)）に法人税額から控除される



47 

所得税額（上記イ(ウ)）を加算した額１９７万２００５円を超える部分の額１億５２１７万７

０９５円（同法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）に１００

分の５の割合を乗じた７６０万８５００円との合計額２３０２万２５００円となる（甲ハ１・

「賦課した加算税の額の計算明細」欄の「加算税の額」欄）。 

(2) 平成１６年３月期 

ア 所得金額 ３億５４１３万９４９７円 

(ア) 申告所得金額（甲ハ４・確定申告書） １億４０４５万７９２０円 

(イ) 管理費の過大計上額 ２億６２６７万６４７７円 

 原告Ｃは、本件各管理組合に対して支出した本件管理費等２億９３７５万８０００円につ

いて、仮払消費税等１３９８万８４７６円を差し引いた２億７９７６万９５２４円を損金の

額に算入している（別表８－３の「勘定科目・管理費」欄の「本件各マンション計・損金算

入額（③）」）。 

 しかしながら、本件管理費等のうち、本件各管理組合において実際に業務費用等に充てら

れた金額以外の剰余金２億６２６７万６４７７円（本件管理費１億４６８７万９０００円か

ら業務費用等３１０８万１５２３円を差し引いた１億１５７９万７４７７円及び本件修繕

積立金１億４６８７万９０００円との合計額）は、当事業年度末までに債務が確定していな

いとして損金算入を否認した（別表８－３の「勘定科目・管理費」欄における「本件各マン

ション計・計（①）」欄の「剰余金」）。 

(ウ) 管理費の認容額 １５８６万６８２１円 

 原告Ｃは、本件各管理組合及び本件その他の管理組合に対して支出した本件総管理費等３

億３３２０万３２４８円（別表８－３の「勘定科目・管理費」欄における「『管理費』計（⑤）」）

が消費税法上の課税仕入れに該当するとして、本件総管理費等を損金の額に算入するに当た

って、仮払消費税等に相当する額１５８６万６８２１円（同別表・「『管理費』計（⑤）欄」

の「内仮払消費税等（⑥）」）を控除している。 

 しかしながら、本件総管理費等は対価性がない取引であり消費税の課税対象となる「資産

の譲渡等」（消費税法２条１項８号）には該当しないことから、原告Ｃが仮払消費税等とし

て計上した１５８６万６８２１円を損金の額に加算した。 

(エ) 租税公課の過大計上額 １０１０万２４５９円 

 原告Ｃは、本件総管理費等が消費税法上の課税仕入れに該当するとして、本件総管理費等

に対する仮払消費税等１５８６万６８２１円を計上していたところ、同原告の平成１６年３

月課税期間の課税売上割合が９５パーセント未満であったことから（甲ハ１０・２枚目・付

表２の「課税売上割合」欄。なお、仕入税額控除額の計算方式として、一括比例配分方式を

選択している（甲ハ１０・１枚目・申告書の「控除税額の計算方法」欄）。）、上記仮払消費

税等のうち仕入税額控除ができなかった控除対象外消費税額等１０１０万２４５９円（下記

計算式参照）を租税公課として損金の額に算入している。 

 しかしながら、上記(ウ)のとおり、本件総管理費等は消費税法上の「資産の譲渡等」では

なく「課税仕入れ」に該当しないことから、上記控除対象外消費税額等の損金算入を否認し

た。 

（計算式） 

15,866,821円×（100－36.3296606）％≒10,102,459円 
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(オ) 雑収入の計上漏れ額 ６２円 

 原告Ｃに係る法人税の本件各更正処分による未払消費税額等の増加額、すなわち、本件総

管理費等に係る仕入税額控除額の否認額（仮払消費税等の額から控除対象外消費税額等を差

し引いた額）５７６万４３６２円が、本来、本件の更正処分により納付すべき消費税等の税

額となるところ、消費税等の更正処分による納付税額（差引納付税額）は５７６万４３００

円であったため（甲ハ９・「差引納付すべき又は減少（－印）する合計税額」）、上記未払消

費税等と差引納付税額との差額６２円を雑収入として益金の額に算入した。 

(カ) 事業税の認容額 ４３２３万０６００円 

 平成１５年３月期の法人税の更正により増加した所得金額４億５０３１万９１８５円（甲

ハ１・「更正又は決定の金額」欄及び「申告又は更正前の金額」欄の「所得金額又は欠損金

額」の差額）に対する事業税相当額４３２３万０６００円を損金の額に算入した。 

(キ) 上記(ア)ないし(カ)により、所得金額は３億５４１３万９４９７円となる（甲ハ３・「更

正又は決定の金額」欄における「所得金額又は欠損金額」）。 

（計算式） 

354,139,497円＝(ア)（140,457,920円）＋(イ)（262,676,477円） 

       －(ウ)（15,866,821円）＋(エ)（10,102,459円） 

       ＋(オ)（62円）－(カ)（43,230,600円） 

イ 差引納付すべき法人税額 ６４１０万４６００円 

(ア) 所得金額に対する法人税額 １億０５６０万１７００円 

 上記アで認められた所得金額３億５４１３万９４９７円につき、国税通則法１１８条１項

の規定による端数処理をし、法人税法６６条１項及び２項の規定（負担軽減措置法１６条に

よる読替え後の税率）により計算した。 

(イ) 法人税額から控除される所得税額（甲ハ４・「所得税の額等」） ８２８円 

 法人税法６８条の規定により、所得税額を控除した。 

(ウ) 既に納付の確定した法人税額 ４１４９万６２００円 

(エ) 上記(ア)及び(イ)により算出した金額につき、国税通則法１１９条１項による端数処理

をした金額から、上記(ウ)の金額を控除することにより、納付すべき法人税額は、６４１０

万４６００円となる（甲ハ３・「差引納付すべき又は減少（－印）する法人税額」）。 

（計算式） 

64,104,600円＝(ア)（105,601,700円）－(イ)（828円） 

      －端数処理（72円）－(ウ)（41,496,200円） 

ウ 過少申告加算税額 ７５４万円 

 過少申告加算税の額は、国税通則法６５条１項及び２項の規定に基づき、上記イの差引納付

すべき法人税額６４１０万４６００円（国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端

数を切り捨てた後のもの）に１００分の１０の割合を乗じた６４１万円と、差引納付すべき税

額が、既に納付の確定した法人税額（上記イ(ウ)）に法人税額から控除される所得税額（上記

イ(イ)）を加算した額４１４９万７０２８円を超える部分の額２２６０万７５７２円（同法１

１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）に１００分の５の割合を乗

じた１１３万円との合計額７５４万円となる（甲ハ３・「賦課した加算税の額の計算明細」欄

の「加算税の額」欄）。 
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(3) 平成１７年３月期 

ア 所得金額 ６億９７８１万３３８０円 

(ア) 申告所得金額（甲ハ６・確定申告書） ４億５７４１万７１７９円 

(イ) 管理費の過大計上額 ２億６５０６万８００１円 

 原告Ｃは、本件各管理組合に対して支出した本件管理費等２億９８３９万２０００円につ

いて、仮払消費税等１４２０万９１４２円を差し引いた２億８４１８万２８５８円を損金の

額に算入している（別表８－３の「勘定科目・管理費」欄の「本件各マンション計・損金算

入額（③）」）。 

 しかしながら、本件管理費等のうち、本件各管理組合において実際に業務費用等に充てら

れた金額以外の剰余金２億６５０６万８００１円（本件管理費１億４９１９万６０００円か

ら業務費用等２９７０万０９２９円を差し引いた１億１９４９万５０７１円及び本件修繕

積立金１億４９１９万６０００円から修繕費等３６２万３０７０円を差し引いた１億４５

５７万２９３０円との合計額）は、当事業年度末までに債務が確定していないとして損金算

入を否認した（別表８－３の「勘定科目・管理費」欄における「本件各マンション計・計（①）」

欄の「剰余金」）。 

(ウ) 管理費の認容額 １５７４万５４３４円 

 原告Ｃは、本件各管理組合及び本件その他の管理組合に対して支出した本件総管理費等３

億３０６５万４１３１円（別表８－３の「勘定科目・管理費」欄における「『管理費』計（⑤）」）

が消費税法上の課税仕入れに該当するとして、本件総管理費等を損金の額に算入するに当た

って、仮払消費税等に相当する額１５７４万５４３４円（同別表・「『管理費』計（⑤）欄」

の「内仮払消費税等（⑥）」）を控除している。 

 しかしながら、本件総管理費等は対価性がない取引であり消費税の課税対象となる「資産

の譲渡等」（消費税法２条１項８号）には該当しないことから、原告Ｃが仮払消費税等とし

て計上した１５７４万５４３４円を損金の額に加算した。 

(エ) 租税公課の過大計上額 １１５８万７１５９円 

 原告Ｃは、本件総管理費等が消費税法上の課税仕入れに該当するとして、本件総管理費等

に対する仮払消費税等１５７４万５４３４円を計上していたところ、同原告の平成１７年３

月課税期間の課税売上割合が９５パーセント未満であったことから（甲ハ１２・２枚目・付

表２の「課税売上割合」欄。なお、仕入税額控除額の計算方式として、一括比例配分方式を

選択している（甲ハ１２・１枚目・申告書の「控除税額の計算方法」欄）。）、上記仮払消費

税等のうち仕入税額控除ができなかった控除対象外消費税額等１１５８万７１５９円（下記

計算式参照）を租税公課として損金の額に算入している。 

 しかしながら、上記(ウ)のとおり、本件総管理費等は消費税法上の「資産の譲渡等」では

なく「課税仕入れ」に該当しないことから、上記控除対象外消費税額等の損金算入を否認し

た。 

（計算式） 

15,745,434円×（100－26.4094077）％≒11,587,159円 

(オ) 雑損失の認容額 ２５円 

 原告Ｃに係る法人税の本件各更正処分による未払消費税額等の増加額、すなわち、本件総

管理費等に係る仕入税額控除額の否認額（仮払消費税等の額から控除対象外消費税額等を差
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し引いた額）４１５万８２７５円が、本来、本件の更正処分により納付すべき消費税等の税

額となるところ、消費税等の更正処分による納付税額（差引納付税額）は４１５万８３００

円であったため（甲ハ１１・「差引納付すべき又は減少（－印）する合計税額」）、上記未払

消費税等と差引納付税額との差額２５円を雑損失として損金の額に算入した。 

(カ) 事業税の認容額 ２０５１万３５００円 

 平成１６年３月期の法人税の更正により増加した所得金額２億１３６８万１５７７円（甲

ハ３・「更正又は決定の金額」欄及び「申告又は更正前の金額」欄の「所得金額又は欠損金

額」の差額）に対する事業税相当額２０５１万３５００円を損金の額に算入した。 

(キ) 上記(ア)ないし(カ)により、所得金額は６億９７８１万３３８０円となる（甲ハ５・「更

正又は決定の金額」欄における「所得金額又は欠損金額」）。 

（計算式） 

697,813,380円＝(ア)（457,417,179円）＋(イ)（265,068,001円） 

       －(ウ)（15,745,434円）＋(エ)（11,587,159円） 

       －(オ)（25円）－(カ)（20,513,500円） 

イ 差引納付すべき法人税額 ７２１１万８８００円 

(ア) 所得金額に対する法人税額 ２億０８７０万３９００円 

 上記アで認められた所得金額６億９７８１万３３８０円につき、国税通則法１１８条１項

の規定による端数処理をし、法人税法６６条１項及び２項の規定（負担軽減措置法１６条に

よる読替え後の税率）により計算した。 

(イ) 法人税額から控除される所得税額（甲ハ６・「所得税の額等」） ９円 

 法人税法６８条の規定により、所得税額を控除した。 

(ウ) 既に納付の確定した法人税額 １億３６５８万５０００円 

(エ) 上記(ア)及び(イ)により算出した金額につき、国税通則法１１９条１項による端数処理

をした金額から、上記(ウ)の金額を控除することにより、納付すべき法人税額は、７２１１

万８８００円となる（甲ハ５・「差引納付すべき又は減少（－印）する法人税額」）。 

（計算式） 

72,118,800円＝(ア)（208,703,900円）－(イ)（9円） 

      －端数処理（91円）－(ウ)（136,585,000円） 

ウ 過少申告加算税額 ７２１万１０００円 

 過少申告加算税の額は、国税通則法６５条１項の規定に基づき、上記イの差引納付すべき

法人税額７２１１万８８００円（国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を

切り捨てた後のもの）に１００分の１０の割合を乗じた７２１万１０００円となる（甲ハ

５・「賦課した加算税の額の計算明細」欄の「加算税の額」欄）。 

４ 原告Ｄについて（別表６－１－１参照） 

(1) 平成１５年９月期（平成１８年１１月２９日付け異議決定による一部取消し後のもの） 

ア 所得金額 ９３６３万２４１９円 

(ア) 申告所得金額（甲ニ２・確定申告書） ２１３５万７７７３円 

(イ) 管理費の過大計上額 ７５４５万０４８０円 

 原告Ｄは、本件各管理組合に対して支出した本件管理費等８７９３万１０００円について、

仮払消費税等４１８万７１９０円を差し引いた８３７４万３８１０円を損金の額に算入し
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ている（別表８－４の「勘定科目・管理費」欄の「本件各マンション計・損金算入額（③）」。 

 しかしながら、本件管理費等のうち、本件各管理組合において実際に業務費用等に充てら

れた金額以外の剰余金７５４５万０４８０円（本件管理費４３９６万５５００円から業務費

用等１２４８万０５２０円を差し引いた３１４８万４９８０円及び本件修繕積立金４３９

６万５５００円との合計額）は、当事業年度末までに債務が確定していないとして損金算入

を否認した（別表８－４の「勘定科目・管理費」欄の「本件各マンション計・計（①）」欄

の「剰余金」）。 

(ウ) 管理費の認容額 ４２２万２８１４円 

 原告Ｄは、本件各管理組合及び本件その他の管理組合に対して支出した本件総管理費等８

８６７万９１１０円（別表８－４の「勘定科目・管理費」欄における「『管理費』計（⑤）」）

が消費税法上の課税仕入れに該当するとして、本件総管理費等を損金の額に算入するに当た

って、仮払消費税等に相当する額４２２万２８１４円（同別表・「『管理費』計（⑤）欄」の

「内仮払消費税等（⑥）」）を控除している。 

 しかしながら、本件総管理費等は対価性がない取引であり消費税の課税対象となる「資産

の譲渡等」（消費税法２条１項８号）には該当しないことから、原告Ｄが仮払消費税等とし

て計上した４２２万２８１４円を損金の額に算入した。 

(エ) 租税公課の過大計上額 １０４万３４１３円 

ａ 控除対象外消費税額等の否認 

 原告Ｄは、本件総管理費等が消費税法上の課税仕入れに該当するとして、本件総管理費

等８８６７万９１１０円に対する仮払消費税等として４２２万２８１４円を計上してい

たところ、同原告の平成１５年９月課税期間の課税売上割合が９５パーセント未満であっ

たことから（甲ニ８・２枚目・付表２の「課税売上割合」欄。なお、仕入税額控除額の計

算方式として、個別対応方式を選択している（甲ニ８・１枚目・申告書の「控除税額の計

算方法」欄））、上記仮払消費税等のうち、下記ｂのとおり算出された控除対象外消費税額

等１０４万３４１３円を租税公課として損金の額に算入している。 

 しかしながら、上記(ウ)のとおり、本件総管理費等は消費税法上の「資産の譲渡等」で

はないため「課税仕入れ」に該当しないことから、上記控除対象外消費税額等の損金算入

を否認した。 

ｂ 控除対象外消費税額等の計算過程 

 上記の控除対象外消費税額等１０４万３４１３円の計算過程は、次のとおりである。 

(a) 本件総管理費等８８６７万９９１０円（内仮払消費税等の額４２２万２８１４円）

について、①課税資産の譲渡等（課税売上げ）のみに係る部分の額は、９６万０３６０

円（内消費税等の額４万５７３１円）、②非課税資産の譲渡等のみに係る部分の額は、

３７６万３７５０円（内消費税等の額１７万９２２６円）、③課税資産の譲渡等及び非

課税資産の譲渡等に共通する部分の額は、８３９５万５０００円（内消費税等の額３９

９万７８５７円）である（甲ニ８・８枚目・「課税仕入【個別と比例】付表」及び甲ニ

２０・異議決定書の別紙２「異議決定の理由」三３(1)ハ(ロ)Ａの「表８」〔２２枚目〕）。 

 なお、上記①ないし③に係る消費税等の額は、次の計算式で求めることができる（①

を例にする。）。 

（計算式） 
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消費税額：960,360円×4÷105≒36,585円 

地方消費税額：36,585円×25%≒9,146円 

消費税等の額：36,585円＋9,146円＝45,731円 

(b) 原告Ｄの当期の課税売上割合は、７８．３８３７３８３パーセントである（甲ニ８・

２枚目・付表２の「課税売上割合」）。 

(c) 原告Ｄは、当期の仕入税額控除額の計算方式として「個別対応方式」を選択してい

るので、控除対象外消費税額等の額は、上記(a)の②に係る消費税等の額及び③に係る

消費税等の額のうち課税資産の譲渡等以外のものに係る部分の額との合計額（下記計算

式）となる。 

（計算式） 

②（179,226円）＋③（3,997,857円）×（100－78.3837383）％≒1,043,413円 

(オ) 雑収入の計上漏れ額 １円 

 原告Ｄに係る法人税の本件各更正処分による未払消費税額等の増加額、すなわち、本件総

管理費等に係る仕入税額控除の否認額（仮払消費税等の額から控除対象外消費税額等を差し

引いた額）３１７万９４０１円が、本来、本件の更正処分により納付すべき消費税等の税額

となるところ、消費税等の更正処分による納付税額（差引納付税額）は３１７万９４００円

であったため（甲ニ７・「差引納付すべき又は減少（－印）する合計税額」欄）、上記未払消

費税等と差引納付税額との差額１円を雑収入として益金の額に算入した。 

(カ) 交際費等の損金不算入額 ３５６６円 

 原告Ｄが交際費等の損金不算入額の計算を誤っていたことが判明したため、再計算した結

果、損金の額に算入されない額が３５６６円増加した。 

(キ) 上記(ア)ないし(カ)により、所得金額は９３６３万２４１９円となる（甲ニ１・「更正

又は決定の金額」欄における「所得金額又は欠損金額」）。 

（計算式） 

93,632,419円＝(ア)（21,357,773円）＋(イ)（75,450,480円） 

      －(ウ)（4,222,814円）＋(エ)（1,043,413円） 

      ＋(オ)（1円）＋(カ)（3,566円） 

イ 差引納付すべき法人税額 ２２４２万６１００円 

(ア) 所得金額に対する法人税額 ２７４４万９６００円 

 上記アで認められた所得金額９３６３万２４１９円につき、国税通則法１１８条１項の規

定による端数処理をし、法人税法６６条１項及び２項の規定（負担軽減措置法１６条による

読替え後の税率）により計算した。 

(イ) 同族会社の課税留保金額に対する税額 ７４万２０４５円 

 同族会社の留保金額については、法人税法６７条１項により、納付すべき税額を算出し、

所得金額に対する税額に加算して納付すべき税額を計算することとなっているところ、原告

Ｄは同族会社である（甲ニ２・申告書別表二「判定結果」欄）ことから、本件の更正処分に

よって留保金額（上記アにより増加した所得金額のうち、ア(カ)の交際費等の損金不算入額

を除いた額が留保金となる。）が増加したことにより、法人税申告書別表三(一)に従って計

算すると課税留保金額７８１万１４９４円が新たに生じることになったため、当該課税留保

金額に対する税額を算出した。 
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 なお、上記の同族会社の課税留保金額及びそれに対する税額は、平成１８年１１月２９日

付け異議決定後のものである（異議決定書・別紙２「異議決定の理由」二３(1)ロ〔１１枚

目〕・甲ニ２０参照）。 

(ウ) 法人税額から控除される所得税額（甲ニ２・「所得税等の額等」） ８万８７７９円 

 法人税法６８条の規定により、所得税額を控除した。 

(エ) 既に納付の確定した法人税額 ５６７万８３００円 

(オ) 上記(ア)ないし(ウ)により算出した金額につき、国税通則法１１９条１項による端数処

理をした金額から、上記(エ)の金額を控除することにより、納付すべき法人税額は、２２４

２万４５００円となる（甲ニ２０・別表「法人税額等の異議決定額」の表「○課税標準等及

び税額等」の「Ⓑ異議決定後の額」欄における「差引納付すべき又は減少（－印）する法人

税額」欄）。 

（計算式） 

22,424,500円＝(ア)（27,449,600円）＋(イ)（742,045円） 

      －(ウ)（88,779円）－端数処理（66円） 

      －(エ)（5,678,300円） 

ウ 過少申告加算税額 ３０７万４５００円 

 過少申告加算税の額は、国税通則法６５条１項及び２項の規定に基づき、上記イの差引納付

すべき法人税額２２４２万４５００円（国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端

数を切り捨てた後のもの）に１００分の１０の割合を乗じた２２４万２０００円と、差引納付

すべき税額が、既に納付の確定した法人税額（上記イ(エ)）に法人税額から控除される所得税

額（上記イ(ウ)）を加算した額５７６万７０７９円を超える部分の額１６６５万７４２１円（同

法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）に１００分の５の割合

を乗じた８３万２５００円との合計額３０７万４５００円となる（甲ニ１・「賦課した加算税

の額の計算明細」欄の「加算税の額」欄。なお、上記異議決定による法人税額の一部取消し後

においても、過少申告加算税の額は変更していない（甲ニ２０・別紙「法人税額等の異議決定

額」の表「○加算税」参照）。）。 

(2) 平成１６年９月期 

ア 所得金額 ３億２６１９万５６６７円 

(ア) 申告所得金額（甲ニ４・確定申告書） １億７１４７万４１７４円 

(イ) 管理費の過大計上額 １億６５１５万３１９０円 

 原告Ｄは、本件各管理組合に対して支出した本件管理費等１億７５８９万２０００円につ

いて、仮払消費税等８３７万５８０９円を差し引いた１億６７５１万６１９１円を損金の額

に算入している（別表８－４の「勘定科目・管理費」欄の「本件各マンション計・損金算入

額（③）」）。 

 しかしながら、本件管理費等のうち、本件各管理組合において実際に業務費用等に充てら

れた金額以外の剰余金１億６５１５万３１９０円（本件管理費８７９４万６０００円から業

務費用等１０７３万８８１０円を差し引いた７７２０万７１９０円及び本件修繕積立金８

７９４万６０００円との合計額）は、当事業年度末までに債務が確定していないことから、

損金算入を否認した（別表８－４の「勘定科目・管理費」欄における「本件各マンション計・

計（①）」欄の「剰余金」）。 
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(ウ) 管理費の認容額 ８４３万８２８９円 

 原告Ｄは、本件各管理組合及び本件その他の管理組合に対して支出した本件総管理費等１

億７７２０万４０８０円（別表８－４の「勘定科目・管理費」欄における「『管理費』計（⑤）」）

が消費税法上の課税仕入れに該当するとして、本件総管理費等を損金の額に算入するに当た

って、仮払消費税等に相当する額８４３万８２８９円（同別表・「『管理費』計（⑤）欄」の

「内仮払消費税等（⑥）」）を控除している。 

 しかしながら、本件総管理費等は対価性がない取引であり消費税の課税対象となる「資産

の譲渡等」（消費税法２条１項８号）には該当しないことから、原告Ｄが仮払消費税等とし

て計上した８４３万８２８９円を損金の額に算入した。 

(エ) 租税公課の過大計上額 ４９４万１０８０円 

 原告Ｄは、本件総管理費等が消費税法上の課税仕入れに該当するとして、本件総管理費等

に対する仮払消費税等８４３万８２８９円を計上していたところ、同原告の平成１６年９月

課税期間の課税売上割合が９５パーセント未満であったことから（甲ニ１０・２枚目・付表

２の「課税売上割合」欄。なお、仕入税額控除額の計算方式として、一括比例配分方式を選

択している（上記付表２の「一括比例配分方式により控除する課税仕入れ等の税額⑰」欄）。）、

上記仮払消費税等のうち仕入税額控除ができなかった控除対象外消費税額等４９４万１０

８０円（下記計算式参照）を租税公課として損金の額に算入している。 

 しかしながら、上記(ウ)のとおり、本件総管理費等は消費税法上の「資産の譲渡等」では

なく「課税仕入れ」に該当しないことから、上記控除対象外消費税額等の損金算入を否認し

た。 

（計算式） 

8,438,289円×（100－41.4445233）％≒4,941,080円 

(オ) 雑収入の計上漏れ額 ９円 

 原告Ｄに係る法人税の本件各更正処分による未払消費税額等の増加額、すなわち、本件総

管理費等に係る仕入税額控除の否認額（仮払消費税等の額から控除対象外消費税額等を差し

引いた額）３４９万７２０９円が、本来、本件の更正処分により納付すべき消費税等の税額

となるところ、消費税等の更正処分による納付税額（差引納付税額）は３４９万７２００円

であったため（甲ニ９・「差引納付すべき又は減少（－印）する合計税額」欄）、上記未払消

費税等と差引納付税額との差額９円を雑収入として益金の額に算入した。 

(カ) 交際費等の損金不算入額 ３９０３円 

 原告Ｄが交際費等の損金不算入額の計算を誤っていたことが判明したため、再計算した結

果、損金の額に算入されない額が３９０３円増加した。 

(キ) 事業税の認容額 ６９３万８４００円 

 平成１５年９月期の法人税の更正により増加した所得金額７２２７万４６４６円（甲ニ

１・「更正又は決定の金額」欄及び「申告又は更正前の金額」欄の「所得金額又は欠損金額」

の差額）に対する事業税相当額６９３万８４００円を当期の損金の額に算入した。 

(ク) 上記(ア)ないし(キ)により、所得金額は３億２６１９万５６６７円となる（甲ニ３・「更

正又は決定の金額」欄における「所得金額又は欠損金額」）。 

（計算式） 

326,195,667円＝(ア)（171,474,174円）＋(イ)（165,153,190円） 
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       －(ウ)（8,438,289円）＋(エ)（4,941,080円） 

       ＋(オ)（9円）＋(カ)（3,903円）－(キ)（6,938,400円） 

イ 差引納付すべき法人税額 ５３０９万７４００円 

(ア) 所得金額に対する法人税額 ９７２１万８５００円 

 上記アで認められた所得金額３億２６１９万５６６７円につき、国税通則法１１８条１項

の規定による端数処理をし、法人税法６６条１項及び２項の規定（負担軽減措置法１６条に

よる読替え後の税率）により計算した。 

(イ) 同族会社の課税留保金額に対する税額 １２６８万２０５０円 

 同族会社の留保金額については、法人税法６７条１項により、納付すべき税額を算出し、

所得金額に対する税額に加算して納付すべき税額を計算することとなっているところ、原告

Ｄは同族会社である（甲ニ４・申告書別表二「判定結果」欄）ことから、本件の更正処分に

よって留保金額が増加したことにより、法人税申告書別表三(一)（甲ニ４・３枚目）に従っ

て当該留保金額に対する税額の再計算をした。 

(ウ) 法人税額から控除される所得税額（甲ニ４・「所得税の額等」） ８万７９７６円 

 法人税法６８条の規定により、所得税額を控除した。 

(エ) 既に納付の確定した法人税額 ５６７１万５１００円 

(オ) 上記(ア)ないし(ウ)により算出した金額につき、国税通則法１１９条１項による端数処

理をした金額から、上記(エ)の金額を控除することにより、納付すべき法人税額は、５３０

９万７４００円となる。 

（計算式） 

53,097,400円＝(ア)（97,218,500円）＋(イ)（12,682,050円） 

      －(ウ)（87,976円）－端数処理（74円） 

      －(エ)（56,715,100円） 

ウ 過少申告加算税額 ５３０万９０００円 

 過少申告加算税の額は、国税通則法６５条１項の規定に基づき、上記イの差引納付すべき法

人税額５３０９万７４００円（国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り

捨てた後のもの）に１００分の１０の割合を乗じた５３０万９０００円となる（甲ニ３・「賦

課した加算税の額の計算明細」欄の「加算税の額」欄）。 

(3) 平成１７年９月期 

ア 所得金額 ２億０８９６万４７３３円 

(ア) 申告所得金額（甲ニ６・確定申告書） ３３８３万２００８円 

(イ) 管理費の過大計上額 ５２６５万８０１８円 

 原告Ｄは、本件各管理組合に対して支出した本件管理費等６６９４万８０００円について、

仮払消費税等３１８万８０００円を差し引いた６３７６万円を損金の額に算入している（別

表８－４の「勘定科目・管理費」欄の「本件各マンション計・損金算入額（③）」。 

 しかしながら、本件管理費等のうち、本件各管理組合において実際に業務費用等に充てら

れた金額以外の剰余金５２６５万８０１８円（本件管理費３３４７万４０００円から業務費

用等９７２万５４１９円を差し引いた２３７４万８５８１円及び本件修繕積立金３３４７

万４０００円から修繕費用等４５６万４５６３円を差し引いた２８９０万９４３７円との

合計額）は、当事業年度末までに債務が確定していないことから、損金算入を否認した（別
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表８－４の「勘定科目・管理費」欄の「本件各マンション計・計（①）」欄の「剰余金」）。 

(ウ) 管理費の認容額 ３２２万０８１１円 

 原告Ｄは、本件各管理組合及び本件その他の管理組合に対して支出した本件総管理費等６

７６３万７０４０円（別表８－４の「勘定科目・管理費」欄における「『管理費』計（⑤）」）

が消費税法上の課税仕入れに該当するとして、本件総管理費等を損金の額に算入するに当た

って、仮払消費税等に相当する額３２２万０８１１円（同別表・「『管理費』計（⑤）欄」の

「内仮払消費税等（⑥）」）を控除している。 

 しかしながら、本件総管理費等は対価性がない取引であり消費税の課税対象となる「資産

の譲渡等」（消費税法２条１項８号）には該当しないことから、原告Ｄが仮払消費税等とし

て計上した３２２万０８１１円を損金の額に加算した。 

(エ) 本件譲渡損の否認額 １億４１２９万８５８５円 

 原告Ｄが損金の額に算入した本件譲渡損については、調査した事実関係に基づいて、本件

譲渡があった事実は認められなかったため、本件譲渡損の損金算入を否認した。 

(オ) 雑収入の過大計上額 ２６０万１７９９円 

 原告Ｄは、本件譲渡に関して、同原告が売却先であるＦから固定資産税負担金２７１万１

７１８円を受領した（乙ニ２・４枚目・４～５行目）として、上記負担金（ただし、建物に

係る負担金に対する仮受消費税等１０万９９１９円控除後の２６０万１７９９円）を雑収入

に計上している。 

 しかしながら、上記(エ)のとおり、本件譲渡は当事業年度に行われたとは認められないた

め、上記負担金の雑収入計上額２６０万１７９９円を益金の額から減算した。 

(カ) 租税公課の過大計上額 １８４万６３３１円 

 原告Ｄは、本件総管理費等が消費税法上の課税仕入れに該当するとして、本件総管理費等

に対する仮払消費税等３２２万０８１１円を計上していたところ、同原告の平成１７年９月

課税期間の課税売上割合が９５パーセント未満であったことから（甲ニ１２・２枚目・付表

２の「課税売上割合」欄。なお、仕入税額控除額の計算方式として、一括比例配分方式を選

択している（甲ニ１２・１枚目・申告書の「控除税額の計算方法」欄）。）、上記仮払消費税

等のうち仕入税額控除ができなかった控除対象外消費税額等を損金の額に算入している。 

 しかしながら、上記(ウ)のとおり、本件総管理費等は消費税法上の「資産の譲渡等」では

ないため「課税仕入れ」に該当しないこと、また、上記(エ)のとおり、本件譲渡がなかった

ものとされたため、当課税期間の課税売上割合が３０．２４２１３９９パーセントから２４．

２４０４９５５パーセントに変動した（別表１２参照）ことにより、消費税等の再計算を行

った結果、控除対象外消費税額等１８４万６３３１円については過大計上（下記計算式参照）

となったため、損金算入を否認した。 

（計算式） 

 次の②から③及び④を控除した額が本来の控除対象外消費税額等となるべきところ、確定

申告において①の額が既に計上されていることから、その差額が過大計上額となる。 

① 確定申告における控除対象外消費税額等 ６９１万２０９１円 

（甲ニ１２・３枚目・「消費税計算書（一括比例法）」における表「※経理処理内訳※」の

「対象外消費税」欄） 

② 課税売上割合の変動後の控除対象外消費税額等 ７７２万６３６２円 
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 当課税期間の課税仕入れに係る消費税等の額１０１９万８５３９円（甲ニ１２・３枚

目・「消費税計算書（一括比例法）」における表「【課税仕入】」の「摘要・比例控除」欄の

「消費税額」）について課税売上割合変動後の控除対象外消費税額等を算出した。 

10,198,539円×（100－24.2404955）％≒7,726,362円 

③ 本件総管理費等に係る控除対象外消費税額等 ２４４万００７０円 

 本件総管理費等に係る仮払消費税等３２２万０８１１円について、課税売上割合変動後

の控除対象外消費税額等を算出した。本件総管理費等は課税仕入れに該当しないため、当

該控除対象外消費税額等は損金に算入されない。 

3,220,811円×（100－24.2404955）％≒2,440,070円 

④ 資産に係る控除対象外消費税額等（繰延消費税等） ２２万０５３２円 

 ②の控除対象外消費税額等のうち、次のａ及びｂの合計額が繰延消費税等とされたもの

である。 

ａ 「Ｍ」に係るもの ２１万９４８２円 

289,709円×（100－24.2404955）％≒219,482円 

 （甲ニ１２・６枚目・「課税仕入明細」における「固定資産購入（Ｍ）」欄の「消費税」） 

ｂ 「Ｌ店舗」に係るもの １０５０円 

17,500円×（100－24.2404955）％≒13,257円 

 （甲ニ１２・６枚目・「課税仕入明細」における「間仕切工事（Ｌ店舗）」欄の「消費

税」） 

 ただし、上記１万３２５７円のうち１万２２０７円については、既に損金算入済みで

あるため、控除した（甲ニ６・１５枚目・申告書別表十六(八)の「１４」欄及び「１７」

欄参照）。 

1,846,331円＝｛②（7,726,362円）－③（2,440,070円） 

      －④（220,532円）｝－①（6,912,091円） 

(キ) 交際費等の損金不算入額 ５４９５円 

 原告Ｄが交際費等の損金不算入額の計算を誤っていたことが判明したため、再計算した結

果、損金不算入額が５４９５円増加した。 

(ク) 事業税の認容額 １４８５万３２００円 

 平成１６年９月期の法人税の更正により増加した所得金額１億５４７２万１４９３円（甲

ニ３・「更正又は決定の金額」欄及び「申告又は更正前の金額」欄の「所得金額又は欠損金

額」の差額）に対する事業税相当額１４８５万３２００円を当期の損金の額に算入した。 

(ケ) 雑収入の計上漏れ額 １０６円 

 原告Ｄに係る法人税の本件各更正処分による未払消費税額等の減少額、すなわち、①本件

譲渡が否認されたことによる仮受消費税等の減少額１３１５万２１１１円（本件譲渡収入に

対する仮受消費税等の額１３０４万２１９２円及び固定資産税負担金（建物）に対する仮受

消費税等の額１０万９９１９円の合計額）から、②本件総管理費等が課税仕入れに該当しな

いことによる仕入税額控除の否認額１３７万４４８０円（仮払消費税等の減少額３２２万０

８１１円から上記(カ)の控除対象外消費税額等の過大計上額１８４万６３３１円を差し引

いたもの）及び③上記(カ)の課税売上割合減少（非課税売上割合の増加）に伴う繰延消費税

等の増加額１万８４３７円（上記(カ)④２２万０５３２円から申告繰延消費税等２０万２０
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９５円（甲ニ６・１５枚目・申告書別表十六(八)の「１８」欄）を控除したもの）を控除し

た額１１７５万９１９４円が、本来、本件の更正処分により還付を受けるべき消費税等の税

額となるところ、消費税等の更正処分による還付税額（差引還付税額）は１１７５万９３０

０円であったため（甲ニ１１・「差引減少（－印）する合計税額」欄）、上記未払消費税等と

差引還付税額との差額１０６円を雑収入として益金の額に算入した。 

(コ) 上記(ア)ないし(ケ)により、所得金額は２億０８９６万４７３３円となる（甲ニ５・「更

正又は決定の金額」欄における「所得金額又は欠損金額」）。 

（計算式） 

208,964,733円＝(ア)（33,832,008円）＋(イ)（52,658,018円） 

       －(ウ)（3,220,811円）＋(エ)（141,298,585円） 

       －(オ)（2,601,799円）＋(カ)（1,846,331円） 

       ＋(キ)（5,495円）－(ク)（14,853,200円） 

       ＋(ケ)（106円） 

イ 差引納付すべき法人税額 ５９４３万５３００円 

(ア) 所得金額に対する法人税額 ６２０４万９２００円 

 上記アで認められた所得金額２億０８９６万４７３３円につき、国税通則法１１８条１項

の規定による端数処理をし、法人税法６６条１項及び２項の規定（負担軽減措置法１６条に

よる読替え後の税率）により計算した。 

(イ) 同族会社の課税留保金額に対する税額 ７６５万０３００円 

 同族会社の留保金額については、法人税法６７条１項の規定により納付すべき税額を算出

し、所得金額に対する税額に加算して納付すべき税額を計算することとなっているところ、

原告Ｄは同族会社である（甲ニ６・申告書別表二「判定結果」欄）ことから、本件の更正処

分によって留保金額が増加したことにより、法人税申告書別表三(一)（甲ニ６・３枚目）に

従って当該留保金額に対する税額の再計算をした。 

(ウ) 法人税額から控除される所得税額（甲ニ６・「所得税の額等」） ５万８０６５円 

 法人税法６８条の規定により、所得税額を控除した。 

(エ) 既に納付の確定した法人税額 １０２０万６１００円 

(オ) 上記(ア)ないし(ウ)により算出した金額につき、国税通則法１１９条１項による端数処

理をした金額から、上記(エ)の金額を控除することにより、納付すべき法人税額は、５９４

３万５３００円となる。 

（計算式） 

59,435,300円＝(ア)（62,049,200円）＋(イ)（7,650,300円） 

      －(ウ)（58,065円）－端数処理（35円） 

      －(エ)（10,206,100円） 

ウ 重加算税額及び過少申告加算税額 

(ア) 重加算税額 １６５０万２５００円 

 上記イの差引納付すべき法人税額のうち、上記ア(エ)及び(オ)の本件譲渡損の否認により

増加した税額４７１５万２３００円が重加算税の基礎となる税額となる。重加算税の額は、

国税通則法６８条１項の規定に基づき、上記重加算税の基礎となる税額（国税通則法１１８

条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）に１００分の３５を乗じた１
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６５０万２５００円となる（甲ニ５・「賦課した加算税の額の計算明細」欄の「加算税の額」

欄）。 

(イ) 過少申告加算税額 １３２万８５００円 

 過少申告加算税の額は、国税通則法６５条１項及び２項の規定に基づき、上記イの差引納

付すべき法人税額５９４３万５３００円のうち、上記(ア)の重加算税の基礎となる税額４７

１５万２３００円を控除した残額１２２８万３０００円（国税通則法１１８条３項の規定に

より１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）に１００分の１０の割合を乗じた１２２万８

０００円と、差引納付すべき税額が、既に納付の確定した法人税額（上記イ(エ)）に法人税

額から控除される所得税額（上記イ(ウ)）を加算した額１０２６万４１６５円を超える部分

の額２０１万８８３５円（国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨

てた後のもの）に１００分の５の割合を乗じた１０万０５００円との合計額１３２万８５０

０円となる（甲ニ５・「賦課した加算税の額の計算明細」欄の「加算税の額」欄参照）。 

 

第２ 原告らに係る消費税等の各更正処分等の計算過程の概要 

１ 原告Ａについて（別表３－２参照） 

(1) 平成１５年３月課税期間 

ア 差引納付すべき消費税額等 

(ア) 課税標準額 ３億５８５８万８０００円 

 確定申告額と同額である（甲イ８・確定申告書）。 

(イ) 課税標準額に対する消費税額 １４３４万３５２０円 

 課税標準額に対する消費税額は、上記(ア)の課税標準額に消費税率１００分の４（消費税

法２９条）を乗じて算出した額である。 

(ウ) 控除税額 １５９２万８６６８円 

 原告Ａは、当課税期間の課税売上割合が９５パーセント未満であるため、仕入税額控除額

の計算方式として、「一括比例配分方式」を選択し、消費税申告書の付表２「課税売上割合・

控除対象仕入税額等の計算表」（以下「消費税付表２」という。）に従って控除税額を算出し

ている（甲イ８・２枚目参照）。 

 その際、Ｋ管理組合及びＬ管理組合に対して支出した本件管理費等が消費税法上の課税仕

入れに該当するとして、上記管理費等の合計額１２７０万２０００円を課税仕入れに係る支

払対価の額に算入していたところ、前記第１の１(1)ア(ウ)、(オ)及び(カ)のとおり、上記

の管理費等は対価性がない取引であり、消費税の課税対象となる「資産の譲渡等」（消費税

法２条１項８号）には該当しないことから、消費税の課税仕入れには該当しない（消費税法

３０条１項）。 

 したがって、控除税額は、消費税付表２の課税仕入れに係る支払対価の額５億１１８４万

７５５５円（同付表の⑧）から上記管理費等の額１２７０万２０００円を差し引いた４億９

９１４万５５５５円に１０５分の４を乗じて算出した課税仕入れに係る消費税額１９０１

万５０６８円に、当課税期間の課税売上割合８３．７６８６６２０パーセントを乗じた額１

５９２万８６６８円となる。 

(エ) 納付すべき消費税額 △１５８万５１４８円 

 上記(イ)の金額から(ウ)の金額を控除した額である。当課税期間においては、控除不足還
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付税額となる。 

(オ) 既に還付された消費税額 △１９９万０４９２円 

(カ) 差引納付すべき消費税額 ４０万５３００円 

 上記(エ)の金額から上記(オ)の金額を控除した額（国税通則法１１９条１項による１００

円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(キ) 地方消費税の課税標準額 △１５８万５１４８円 

 地方消費税の課税標準額は、上記(エ)の消費税額である（地方税法７２条の８２）。 

(ク) 納付すべき譲渡割額 △３９万６２８７円 

 譲渡割額は、上記(キ)の金額に１００分の２５を乗じて算出した金額である（地方税法７

２条の８３）。 

(ケ) 既に還付された譲渡割額 △４９万７６２３円 

(コ) 差引納付すべき譲渡割額 １０万１３００円 

 上記(ク)の金額から上記(ケ)の金額を控除して算出した金額（地方税法２０条の４の２第

３項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(サ) 差引納付すべき消費税等の合計税額 ５０万６６００円 

 差引納付すべき消費税等の合計税額は、上記(カ)及び(コ)の合計額である。 

イ 過少申告加算税額 ５万００００円 

 過少申告加算税の額は、国税通則法６５条１項の規定に基づき、上記ア(サ)の差引納付すべ

き消費税等の合計税額５０万６６００円（国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の

端数を切り捨てた後のもの）に１００分の１０の割合を乗じて算出した額である（甲イ７・「賦

課した加算税の額の計算明細」欄参照）。 

(2) 平成１６年３月課税期間 

ア 差引納付すべき消費税額等 

(ア) 課税標準額 ３億９７９９万４０００円 

 確定申告額と同額である（甲イ１０・確定申告書）。 

(イ) 課税標準額に対する消費税額 １５９１万９７６０円 

 課税標準額に対する消費税額は、上記(ア)の課税標準額に消費税率１００分の４（消費税

法２９条）を乗じて算出した額である。 

(ウ) 控除税額 ８７２万６４１６円 

 原告Ａは、当課税期間の課税売上割合が９５パーセント未満であるため、仕入税額控除額

の計算方式として、「一括比例配分方式」を選択し、消費税付表２に従って控除税額を算出

している（甲イ１０・２枚目参照）。 

 その際、本件各管理組合及び本件その他の管理組合に対して支出した本件総管理費等が消

費税法上の課税仕入れに該当するとして、上記管理費等の額１５３６万０９３５円を課税仕

入れに係る支払対価の額に算入していたところ、前記第１の１(2)ア(ウ)及び(エ)のとおり、

上記の管理費等は対価性がない取引であり、消費税の課税対象となる「資産の譲渡等」（消

費税法２条１項８号）には該当しないことから、消費税の課税仕入れには該当しない（消費

税法３０条１項）。 

 したがって、控除税額は、消費税付表２の課税仕入れに係る支払対価の額２億８８２０万

０１５８円（同付表の⑧）から上記管理費等の額１５３６万０９３５円を差し引いた２億７
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２８３万９２２３円に１０５分の４を乗じて算出した課税仕入れに係る消費税額１０３９

万３８７５円に、当課税期間の課税売上割合８３．９５７２９４０パーセントを乗じた額８

７２万６４１６円となる。 

(エ) 納付すべき消費税額 ７１９万３３００円 

 納付すべき消費税額は、上記(イ)の金額から(ウ)の金額を控除した額（国税通則法１１９

条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(オ) 既に納付の確定した消費税額 ６７０万２０００円 

(カ) 差引納付すべき消費税額 ４９万１３００円 

 上記(エ)の金額から上記(オ)の金額を控除した額（国税通則法１１９条１項による１００

円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(キ) 地方消費税の課税標準額 ７１９万３３００円 

 地方消費税の課税標準額は、上記(エ)の消費税額である（地方税法７２条の８２）。 

(ク) 納付すべき譲渡割額 １７９万８３００円 

 譲渡割額は、上記(キ)の金額に１００分の２５を乗じて算出した金額である（地方税法７

２条の８３）。 

(ケ) 既に納付の確定した譲渡割額 １６７万５５００円 

(コ) 差引納付すべき譲渡割額 １２万２８００円 

 上記(ク)の金額から上記(ケ)の金額を控除して算出した金額（地方税法２０条の４の２第

３項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(サ) 差引納付すべき消費税等の合計税額 ６１万４１００円 

 差引納付すべき消費税等の合計税額は、上記(カ)及び(コ)の合計額である。 

イ 過少申告加算税額 ６万１０００円 

 過少申告加算税の額は、国税通則法６５条１項の規定に基づき、上記ア(サ)の差引納付すべ

き消費税等の合計税額６１万４１００円（国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の

端数を切り捨てた後のもの）に１００分の１０の割合を乗じて算出した額である（甲イ９・「賦

課した加算税の額の計算明細」欄参照）。 

(3) 平成１７年３月課税期間 

ア 差引納付すべき消費税額等 

(ア) 課税標準額 ３億５５４１万４０００円 

 確定申告額と同額である（甲イ１２・確定申告書）。 

(イ) 課税標準額に対する消費税額 １４２１万６５６０円 

 課税標準額に対する消費税額は、上記(ア)の課税標準額に消費税率１００分の４（消費税

法２９条）を乗じて算出した額である。 

(ウ) 控除税額 ７２９万６５６８円 

 原告Ａは、当課税期間の課税売上割合が９５パーセント未満であるため、仕入税額控除額

の計算方式として、「個別対応方式」を選択し、消費税付表２に従って控除税額を算出して

いる（甲イ１２・２枚目参照）。したがって、控除税額は、課税仕入れに係る消費税額のう

ち、「課税売上げにのみ要する消費税額（下記ｂ）」、及び「課税売上げと非課税売上げに共

通して要する消費税額（下記ｃ）」に課税売上割合（８２．８８４１８１１％）を乗じた額

との合計額である。 
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ａ 前提となる事項 

(a) 原告Ａが、本件各管理組合及び本件その他の管理組合に対して支出した本件総管理

費等が消費税法上の課税仕入れに該当するとして、上記管理費等の額１４１２万７７０

２円を課税仕入れに係る支払対価の額に算入していたところ、前記第１の１(3)ア(ウ)

及び(エ)のとおり、上記の管理費等は対価性がない取引であり、消費税の課税対象とな

る「資産の譲渡等」（消費税法２条１項８号）には該当しないことから、消費税の課税

仕入れには該当しない（消費税法３０条１項）。 

(b) 上記管理費等１４１２万７７０２円のうち、課税売上げに対応する部分の額は９５

万５２００円、これに対する消費税等の額は４万５４８５円である。また、非課税売上

げに対応する部分の額は１３１７万２５０２円である（甲イ１２・４枚目・「消費税計

算書」の「一般管理費・管理費」欄の「課税売上対応」欄及び「非課税売上対応」欄に

おける「課税（税込）」欄及び「消費税額」欄参照）。 

ｂ 課税売上げにのみ要する消費税額 ６９９万４８４４円 

 上記管理費等が課税仕入れに該当しないことから、確定申告において、課税仕入れに係

る消費税額のうち課税売上げにのみ要するものとされた７０３万１２３２円（甲イ１２・

消費税付表２の⑭）から、上記管理費等のうち、課税売上げに対応する部分の額に係る消

費税額３万６３８８円（上記ａ(b)の消費税等４万５４８５円には地方消費税も含まれて

いるため、当該金額に５分の４の割合（消費税及び地方消費税の合計税率５％に対する消

費税率４％）を乗じて算出した。）を控除した金額６９９万４８４４円となる。 

ｃ 課税売上げと非課税売上げに共通して要する消費税額 ３６万４０３２円 

 （甲イ１２・２枚目・消費税付表２の⑮欄） 

（計算式） 

7,296,568円≒ｂ（6,994,844円）＋ｃ（364,032円） 

      ×82.8841811％ 

(エ) 納付すべき消費税額 ６９１万９９００円 

 納付すべき消費税額は、上記(イ)の金額から(ウ)の金額を控除した額（国税通則法１１９

条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(オ) 既に納付の確定した消費税額 ６８８万３６００円 

(カ) 差引納付すべき消費税額 ３万６３００円 

 上記(エ)の金額から上記(オ)の金額を控除した額（国税通則法１１９条１項による１００

円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(キ) 地方消費税の課税標準額 ６９１万９９００円 

 地方消費税の課税標準額は、上記(エ)の消費税額である（地方税法７２条の８２）。 

(ク) 譲渡割額 １７２万９９００円 

 譲渡割額は、上記(キ)の金額に１００分の２５を乗じて算出した金額である（地方税法７

２条の８３）。 

(ケ) 既に納付の確定した譲渡割額 １７２万０９００円 

(コ) 差引納付すべき譲渡割額 ９０００円 

 上記(ク)の金額から上記(ケ)の金額を控除して算出した金額（地方税法２０条の４の２第

３項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 
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(サ) 差引納付すべき消費税等の合計税額 ４万５３００円 

 差引納付すべき消費税等の合計税額は、上記(カ)及び(コ)の合計額である。 

イ 過少申告加算税の額 

 過少申告加算税の額は、国税通則法６５条１項の規定に基づき、上記ア(サ)の差引納付すべ

き消費税等の合計税額４万５３００円（国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端

数を切り捨てた後のもの）に１００分の１０の割合を乗じた額であるが、その全額が５０００

円未満であるので、国税通則法１１９条４項の規定により、過少申告加算税は賦課されない。 

２ 原告Ｂについて（別表４－２参照） 

(1) 平成１５年９月課税期間 

ア 差引納付すべき消費税額等 

(ア) 課税標準額 ６億２４９２万２０００円 

 確定申告額と同額である（甲ロ８・確定申告書）。 

(イ) 課税標準額に対する消費税額 ２４９９万６８８０円 

 課税標準額に対する消費税額は、上記(ア)の課税標準額に消費税率１００分の４（消費税

法２９条）を乗じて算出した額である。 

(ウ) 控除税額 ３６７５万１９８６円 

 控除税額は、次のａの額及びｂの額の合計額である。 

ａ 控除対象仕入税額 ３５５４万７２６９円 

 原告Ｂは、当課税期間の課税売上割合が９５パーセント未満であるため、仕入税額控除

額の計算方式として、「一括比例配分方式」を選択し、消費税付表２に従って控除税額を

算出している（甲ロ８・２枚目参照）。 

 その際、本件各管理組合及び本件その他の管理組合に対して支出した本件総管理費等が

消費税法上の課税仕入れに該当するとして、上記管理費等の額９９９０万２８８０円を課

税仕入れに係る支払対価の額に算入していたところ、前記第１の２(1)ア(ウ)、(オ)及び

(カ)のとおり、上記の管理費等は対価性がない取引であり、消費税の課税対象となる「資

産の譲渡等」（消費税法２条１項８号）には該当しないことから、消費税の課税仕入れに

は該当しない（消費税法３０条１項）。 

 したがって、控除税額は、消費税付表２の課税仕入れに係る支払対価の額１２億９５４

９万８１８３円（同付表の⑧）から上記管理費等の額９９９０万２８８０円を差し引いた

１１億９５５９万５３０３円に１０５分の４を乗じて算出した課税仕入れに係る消費税

額４５５４万６４８７円に、当課税期間の課税売上割合７８．０４６１２７８パーセント

を乗じた３５５４万７２６９円が控除対象仕入税額となる。 

ｂ 返還等対価に係る税額 １２０万４７１７円 

 申告額と同額である（甲ロ８・⑤欄）。 

 なお、返還等対価に係る税額とは、課税仕入れにつき、返品や値引き等により、当該課

税仕入れに係る支払対価の額の返還等を受けた場合の当該課税仕入れに係る消費税額で

ある（消費税法３２条）。 

(エ) 納付すべき消費税額 △１１７５万５１０６円 

 上記(イ)の金額から(ウ)の金額を控除した額である。当課税期間においては、控除不足還

付税額となる。 
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(オ) 既に還付された消費税額 △１４７２万５４０４円 

(カ) 差引納付すべき消費税額 ２９７万０２００円 

 上記(エ)の金額から上記(オ)の金額を控除した額（国税通則法１１９条１項による１００

円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(キ) 地方消費税の課税標準額 △１１７５万５１０６円 

 地方消費税の課税標準額は、上記(エ)の消費税額である（地方税法７２条の８２）。 

(ク) 納付すべき譲渡割額 △２９３万８７７６円 

 譲渡割額は、上記(キ)の金額に１００分の２５を乗じて算出した金額である（地方税法７

２条の８３）。 

(ケ) 既に還付された譲渡割額 △３６８万１３５１円 

(コ) 差引納付すべき譲渡割額 ７４万２５００円 

 上記(ク)の金額から上記(ケ)の金額を控除して算出した金額（地方税法２０条の４の２第

３項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(サ) 差引納付すべき消費税等の合計税額 ３７１万２７００円 

 差引納付すべき消費税等の合計税額は、上記(カ)及び(コ)の合計額である。 

イ 過少申告加算税額 ５３万１５００円 

 過少申告加算税の額は、国税通則法６５条１項及び２項の規定に基づき、上記ア(サ)の差引

納付すべき消費税等の合計税額３７１万２７００円（国税通則法１１８条３項の規定により１

万円未満の端数を切り捨てた後のもの）に１００分の１０の割合を乗じた３７万１０００円と、

差引納付すべき税額が、５０万円を超える部分の額３２１万２７００円（同法１１８条３項の

規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）に１００分の５の割合を乗じた１６万０

５００円との合計額５３万１５００円となる（甲ロ７・「賦課した加算税の額の計算明細」欄

参照）。 

(2) 平成１６年９月課税期間 

ア 差引納付すべき消費税額等 

(ア) 課税標準額 ６億２５３２万２０００円 

 確定申告額と同額である（甲ロ１０・確定申告書）。 

(イ) 課税標準額に対する消費税額 ２５０１万２８８０円 

 課税標準額に対する消費税額は、上記(ア)の課税標準額に消費税率１００分の４（消費税

法２９条）を乗じて算出した額である。 

(ウ) 控除税額 ８１８万４５６９円 

 原告Ｂは、当課税期間の課税売上割合が９５パーセント未満であるため、仕入税額控除額

の計算方式として、「一括比例配分方式」を選択し、消費税付表２に従って控除税額を算出

している（甲ロ１０・２枚目参照）。 

 その際、本件各管理組合及び本件その他の管理組合に対して支出した本件総管理費等が消

費税法上の課税仕入れに該当するとして、上記管理費等の額７８４１万７１７４円を課税仕

入れに係る支払対価の額に算入していたところ、前記第１の２(2)ア(ウ)及び(エ)のとおり、

上記の管理費等は対価性がない取引であり、消費税の課税対象となる「資産の譲渡等」（消

費税法２条１項８号）には該当しないことから、消費税の課税仕入れには該当しない（消費

税法３０条１項）。 
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 したがって、控除税額は、消費税付表２の課税仕入れに係る支払対価の額３億８１２３万

２９２９円（同付表の⑧）から上記管理費等の額７８４１万７１７４円を差し引いた３億０

２８１万５７５５円に１０５分の４を乗じて算出した課税仕入れに係る消費税額１１５３

万５８３８円に、当課税期間の課税売上割合７０．９４９０６６１パーセントを乗じた８１

８万４５６９円となる。 

(エ) 納付すべき消費税額 １６８２万８３００円 

 納付すべき消費税額は、上記(イ)の金額から(ウ)の金額を控除した額（国税通則法１１９

条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(オ) 既に納付の確定した消費税額 １４７０万８８００円 

(カ) 差引納付すべき消費税額 ２１１万９５００円 

 上記(エ)の金額から上記(オ)の金額を控除した額（国税通則法１１９条１項による１００

円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(キ) 地方消費税の課税標準額 １６８２万８３００円 

 地方消費税の課税標準額は、上記(エ)の消費税額である（地方税法７２条の８２）。 

(ク) 納付すべき譲渡割額 ４２０万７０００円 

 譲渡割額は、上記(キ)の金額に１００分の２５を乗じて算出した金額である（地方税法７

２条の８３）。 

(ケ) 既に納付の確定した譲渡割額 ３６７万７２００円 

(コ) 差引納付すべき譲渡割額 ５２万９８００円 

 上記(ク)の金額から上記(ケ)の金額を控除して算出した金額（地方税法２０条の４の２第

３項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(サ) 差引納付すべき消費税等の合計税額 ２６４万９３００円 

 差引納付すべき消費税等の合計税額は、上記(カ)及び(コ)の合計額である。 

イ 過少申告加算税額 ２６万４０００円 

 過少申告加算税の額は、国税通則法６５条１項の規定に基づき、上記ア(サ)の差引納付すべ

き消費税等の合計税額２６４万９３００円（国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満

の端数を切り捨てた後のもの）に１００分の１０の割合を乗じて算出した額である（甲ロ９・

「賦課した加算税の額の計算明細」欄参照）。 

(3) 平成１７年９月課税期間 

ア 差引納付すべき消費税額等 

(ア) 課税標準額 ５億７０６３万６０００円 

 確定申告額と同額である（甲ロ１２・確定申告書）。 

(イ) 課税標準額に対する消費税額 ２２８２万５４４０円 

 課税標準額に対する消費税額は、上記(ア)の課税標準額に消費税率１００分の４（消費税

法２９条）を乗じて算出した額である。 

(ウ) 控除税額 ５９１万８２４２円 

 原告Ｂは、当課税期間の課税売上割合が９５パーセント未満であるため、仕入税額控除額

の計算方式として、「一括比例配分方式」を選択し、消費税付表２に従って控除税額を算出

している（甲ロ１２・２枚目参照）。 

 その際、本件各管理組合及び本件その他の管理組合に対して支出した本件総管理費等が消
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費税法上の課税仕入れに該当するとして、上記管理費等の額７７４６万４９６１円を課税仕

入れに係る支払対価の額に算入していたところ、前記第１の２(3)ア(ウ)及び(エ)のとおり、

上記の管理費等は対価性がない取引であり、消費税の課税対象となる「資産の譲渡等」（消

費税法２条１項８号）には該当しないことから、消費税の課税仕入れには該当しない（消費

税法３０条１項）。 

 したがって、控除税額は、消費税付表２の課税仕入れに係る支払対価の額３億３５１９万

３３８２円（同付表の⑧）から上記管理費等の額７７４６万４９６１円を差し引いた２億５

７７２万８４２１円に１０５分の４を乗じて算出した課税仕入れに係る消費税額９８１万

８２２５円に、当課税期間の課税売上割合６０．２７８１２６０パーセントを乗じた額５９

１万８２４２円となる。 

(エ) 納付すべき消費税額 １６９０万７１００円 

 納付すべき消費税額は、上記(イ)の金額から(ウ)の金額を控除した額（国税通則法１１９

条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(オ) 既に納付の確定した消費税額 １５１２万８３００円 

(カ) 差引納付すべき消費税額 １７７万８８００円 

 上記(エ)の金額から上記(オ)の金額を控除した額（国税通則法１１９条１項による１００

円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(キ) 地方消費税の課税標準額 １６９０万７１００円 

 地方消費税の課税標準額は、上記(エ)の消費税額である（地方税法７２条の８２）。 

(ク) 納付すべき譲渡割額 ４２２万６７００円 

 譲渡割額は、上記(キ)の金額に１００分の２５を乗じて算出した金額である（地方税法７

２条の８３）。 

(ケ) 既に納付の確定した譲渡割額 ３７８万２０００円 

(コ) 差引納付すべき譲渡割額 ４４万４７００円 

 上記(ク)の金額から上記(ケ)の金額を控除して算出した金額（地方税法２０条の４の２第

３項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(サ) 差引納付すべき消費税等の合計税額 ２２２万３５００円 

 差引納付すべき消費税等の合計税額は、上記(カ)及び(コ)の合計額である。 

イ 過少申告加算税額 ２２万２０００円 

 過少申告加算税の額は、国税通則法６５条１項の規定に基づき、上記ア(サ)の差引納付すべ

き消費税等の合計税額２２２万３５００円（国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満

の端数を切り捨てた後のもの）に１００分の１０の割合を乗じて算出した額である（甲ロ１

１・「賦課した加算税の額の計算明細」欄参照）。 

３ 原告Ｃについて（別表５－２参照） 

(1) 平成１５年３月課税期間 

ア 差引納付すべき消費税額等 

(ア) 課税標準額 ５億０８０４万円 

 確定申告額と同額である（甲ハ８・確定申告書）。 

(イ) 課税標準額に対する消費税額 ２０３２万１６００円 

 課税標準額に対する消費税額は、上記(ア)の課税標準額に消費税率１００分の４（消費税
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法２９条）を乗じて算出した額である。 

(ウ) 控除税額 ５６１万３１３０円 

 原告Ｃは、当課税期間の課税売上割合が９５パーセント未満であるため、仕入税額控除額

の計算方式として、「一括比例配分方式」を選択し、消費税付表２に従って控除税額を算出

している（甲ハ８・２枚目参照）。 

 その際、本件各管理組合及び本件その他の管理組合に対して支出した本件総管理費等が消

費税法上の課税仕入れに該当するとして、上記管理費等の額５億１１７０万１４３４円を課

税仕入れに係る支払対価の額に算入していたところ、前記第１の３(1)ア(ウ)及び(エ)のと

おり、上記の管理費等は対価性がない取引であり、消費税の課税対象となる「資産の譲渡等」

（消費税法２条１項８号）には該当しないことから、消費税の課税仕入れには該当しない（消

費税法３０条１項）。 

 したがって、控除税額は、消費税付表２の課税仕入れに係る支払対価の額９億５５９０万

９７４０円（同付表の⑧）から上記管理費等の額５億１１７０万１４３４円を差し引いた４

億４４２０万８３０６円に１０５分の４を乗じて算出した課税仕入れに係る消費税額１６

９２万２２２１円に、当課税期間の課税売上割合３３．１７０１７６０パーセントを乗じた

５６１万３１３０円となる。 

(エ) 納付すべき消費税額 １４７０万８４００円 

 納付すべき消費税額は、上記(イ)の金額から(ウ)の金額を控除した額（国税通則法１１９

条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(オ) 既に納付の確定した消費税額 ８２４万２４００円 

(カ) 差引納付すべき消費税額 ６４６万６０００円 

 上記(エ)の金額から上記(オ)の金額を控除した額（国税通則法１１９条１項による１００

円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(キ) 地方消費税の課税標準額 １４７０万８４００円 

 地方消費税の課税標準額は、上記(エ)の消費税額である（地方税法７２条の８２）。 

(ク) 納付すべき譲渡割額 ３６７万７１００円 

 譲渡割額は、上記(キ)の金額に１００分の２５を乗じて算出した金額である（地方税法７

２条の８３）。 

(ケ) 既に納付の確定した譲渡割額 ２０６万０６００円 

(コ) 差引納付すべき譲渡割額 １６１万６５００円 

 上記(ク)の金額から上記(ケ)の金額を控除して算出した金額（地方税法２０条の４の２第

３項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(サ) 差引納付すべき消費税等の合計税額 ８０８万２５００円 

 差引納付すべき消費税等の合計税額は、上記(カ)及び(コ)の合計額である。 

イ 過少申告加算税額 ８０万８０００円 

 過少申告加算税の額は、国税通則法６５条１項の規定に基づき、上記ア(サ)の差引納付すべ

き消費税等の合計税額８０８万２５００円（国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満

の端数を切り捨てた後のもの）に１００分の１０の割合を乗じた８０万８０００円となる（甲

ハ７・「賦課した加算税の額の計算明細」欄参照）。 

(2) 平成１６年３月課税期間 
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ア 差引納付すべき消費税額等 

(ア) 課税標準額 ５億８３３４万１０００円 

 確定申告額と同額である（甲ハ１０・確定申告書）。 

(イ) 課税標準額に対する消費税額 ２３３３万３６４０円 

 課税標準額に対する消費税額は、上記(ア)の課税標準額に消費税率１００分の４（消費税

法２９条）を乗じて算出した額である。 

(ウ) 控除税額 ６３万３３２３円 

 原告Ｃは、当課税期間の課税売上割合が９５パーセント未満であるため、仕入税額控除額

の計算方式として、「一括比例配分方式」を選択し、消費税付表２に従って控除税額を算出

している（甲ハ１０・２枚目参照）。 

 その際、本件各管理組合及び本件その他の管理組合に対して支出した本件総管理費等が消

費税法上の課税仕入れに該当するとして、上記管理費等の額３億３３２０万３２４８円を課

税仕入れに係る支払対価の額に算入していたところ、前記第１の３(2)ア(ウ)及び(エ)のと

おり、上記の管理費等は対価性がない取引であり、消費税の課税対象となる「資産の譲渡等」

（消費税法２条１項８号）には該当しないことから、消費税の課税仕入れには該当しない（消

費税法３０条１項）。 

 したがって、控除税額は、消費税付表２の課税仕入れに係る支払対価の額３億７８９６万

４０２３円（同付表の⑧）から上記管理費等の額３億３３２０万３２４８円を差し引いた４

５７６万０７７５円に１０５分の４を乗じて算出した課税仕入れに係る消費税額１７４万

３２６７円に、当課税期間の課税売上割合３６．３２９６６０６パーセントを乗じた６３万

３３２３円となる。 

(エ) 納付すべき消費税額 ２２７０万０３００円 

 納付すべき消費税額は、上記(イ)の金額から(ウ)の金額を控除した額（国税通則法１１９

条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(オ) 既に納付の確定した消費税額 １８０８万８８００円 

(カ) 差引納付すべき消費税額 ４６１万１５００円 

 上記(エ)の金額から上記(オ)の金額を控除した額（国税通則法１１９条１項による１００

円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(キ) 地方消費税の課税標準額 ２２７０万０３００円 

 地方消費税の課税標準額は、上記(エ)の消費税額である（地方税法７２条の８２）。 

(ク) 納付すべき譲渡割額 ５６７万５０００円 

 譲渡割額は、上記(キ)の金額に１００分の２５を乗じて算出した金額である（地方税法７

２条の８３）。 

(ケ) 既に納付の確定した譲渡割額 ４５２万２２００円 

(コ) 差引納付すべき譲渡割額 １１５万２８００円 

 上記(ク)の金額から上記(ケ)の金額を控除して算出した金額（地方税法２０条の４の２第

３項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(サ) 差引納付すべき消費税等の合計税額 ５７６万４３００円 

 差引納付すべき消費税等の合計税額は、上記(カ)及び(コ)の合計額である。 

イ 過少申告加算税額 ５７万６０００円 
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 過少申告加算税の額は、国税通則法６５条１項の規定に基づき、上記ア(サ)の差引納付すべ

き消費税等の合計税額５７６万４３００円（国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満

の端数を切り捨てた後のもの）に１００分の１０の割合を乗じて算出した額である（甲ハ９・

「賦課した加算税の額の計算明細」欄参照）。 

(3) 平成１７年３月課税期間 

ア 差引納付すべき消費税額等 

(ア) 課税標準額 ３億６９０２万円 

 確定申告額と同額である（甲ハ１２・確定申告書）。 

(イ) 課税標準額に対する消費税額 １４７６万０８００円 

 課税標準額に対する消費税額は、上記(ア)の課税標準額に消費税率１００分の４（消費税

法２９条）を乗じて算出した額である。 

(ウ) 控除税額 １９万０２１５円 

 原告Ｃは、当課税期間の課税売上割合が９５パーセント未満であるため、仕入税額控除額

の計算方式として、「一括比例配分方式」を選択し、消費税付表２に従って控除税額を算出

している（甲ハ１２・２枚目参照）。 

 その際、本件各管理組合及び本件その他の管理組合に対して支出した本件総管理費等が消

費税法上の課税仕入れに該当するとして、上記管理費等の額３億３０６５万４１３１円を課

税仕入れに係る支払対価の額に算入していたところ、前記第１の３(3)ア(ウ)及び(エ)のと

おり、上記の管理費等は対価性がない取引であり、消費税の課税対象となる「資産の譲渡等」

（消費税法２条１項８号）には該当しないことから、消費税の課税仕入れには該当しない（消

費税法３０条１項）。 

 したがって、控除税額は、消費税付表２の課税仕入れに係る支払対価の額３億４９５６万

０７８７円（同付表の⑧）から上記管理費等の額３億３０６５万４１３１円を差し引いた１

８９０万６６５６円に１０５分の４を乗じて算出した課税仕入れに係る消費税額７２万０

２５３円に、当課税期間の課税売上割合２６．４０９４０７７２パーセントを乗じた額１９

万０２１５円となる。 

(エ) 納付すべき消費税額 １４５７万０５００円 

 納付すべき消費税額は、上記(イ)の金額から(ウ)の金額を控除した額（国税通則法１１９

条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(オ) 既に納付の確定した消費税額 １１２４万３９００円 

(カ) 差引納付すべき消費税額 ３３２万６６００円 

 上記(エ)の金額から上記(オ)の金額を控除した額（国税通則法１１９条１項による１００

円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(キ) 地方消費税の課税標準額 １４５７万０５００円 

 地方消費税の課税標準額は、上記(エ)の消費税額である（地方税法７２条の８２）。 

(ク) 納付すべき譲渡割額 ３６４万２６００円 

 譲渡割額は、上記(キ)の金額に１００分の２５を乗じて算出した金額である（地方税法７

２条の８３）。 

(ケ) 既に納付の確定した譲渡割額 ２８１万０９００円 

(コ) 差引納付すべき地方消費税額 ８３万１７００円 
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 上記(ク)の金額から上記(ケ)の金額を控除して算出した金額（地方税法２０条の４の２第

３項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(サ) 差引納付すべき消費税等の合計税額 ４１５万８３００円 

 差引納付すべき消費税等の合計税額は、上記(カ)及び(コ)の合計額である。 

イ 過少申告加算税額 ４１万５０００円 

 過少申告加算税の額は、国税通則法６５条１項の規定に基づき、上記ア(サ)の差引納付すべ

き消費税等の合計税額４１５万８３００円（国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満

の端数を切り捨てた後のもの）に１００分の１０の割合を乗じて算出した額である（甲ハ１

１・「賦課した加算税の額の計算明細」欄参照）。 

４ 原告Ｄについて（別表６－２参照） 

(1) 平成１５年９月課税期間 

ア 差引納付すべき消費税額等 

(ア) 課税標準額 １３億８７４７万６０００円 

 確定申告額と同額である（甲ニ８・確定申告書）。 

(イ) 課税標準額に対する消費税額 ５５４９万９０４０円 

 課税標準額に対する消費税額は、上記(ア)の課税標準額に消費税率１００分の４（消費税

法２９条）を乗じて算出した額である。 

(ウ) 控除税額 ３９５２万６９８２円 

 原告Ｄは、当課税期間の課税売上割合が９５パーセント未満であるため、仕入税額控除額

の計算方式として、「個別対応方式」を選択し、消費税付表２に従って控除税額を算出して

いる（甲ニ８・２枚目参照）。 

 したがって、控除税額は、課税仕入れに係る消費税額のうち、「課税売上げにのみ要する

消費税額（下記ｂ）」、及び「課税売上げと非課税売上げに共通して要する消費税額（下記ｃ）」

に課税売上割合（７８．３８３７３８３％）を乗じた額との合計額である。 

ａ 前提となる事項 

(a) 原告Ｄが、本件各管理組合及び本件その他の管理組合に対して支出した本件総管理

費等が消費税法上の課税仕入れに該当するとして、上記管理費等の額８８６７万９１１

０円を課税仕入れに係る支払対価の額に算入していたところ、前記第１の４(1)ア(ウ)

及び(エ)のとおり、上記の管理費等は対価性がない取引であり、消費税の課税対象とな

る「資産の譲渡等」（消費税法２条１項８号）には該当しないことから、消費税の課税

仕入れには該当しない（消費税法３０条１項）。 

(b) 上記管理費等８８６７万９１１０円のうち、課税売上げに対応する部分の額は９６

万０３６０円（これに対する消費税等の額は４万５７３１円）であり、非課税売上げに

対応する部分の額は３７６万３７５０円である。また、課税売上げと非課税売上げに共

通する部分の額は８３９５万５０００円（これに対する消費税等の額は３９９万７８５

７円）である（甲ニ８・３ないし８枚目・「消費税計算書」。前記第１の４(1)ア(エ)ｂ

参照）。 

ｂ 課税売上げにのみ要する消費税額 ３９１９万８７６２円 

 上記管理費等が課税仕入れに該当しないことから、確定申告において、課税仕入れに係

る消費税額のうち課税売上げにのみ要するものとされた３９２３万５３４７円（甲ニ８・
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消費税付表２の⑭）から、上記管理費等のうち、課税売上げに対応する部分の額に係る消

費税額３万６５８５円（上記ａ(b)の消費税等４万５７３１円には地方消費税も含まれて

いるため、当該金額に５分の４の割合（消費税及び地方消費税の合計税率５％に対する消

費税率４％）を乗じて算出した。）を控除した金額３９１９万８７６２円となる。 

ｃ 課税売上げと非課税売上げに共通して要する消費税額 

 ４１万８７３６円 

 上記ｂと同様に、上記管理費等が課税仕入れに該当しないことから、確定申告において、

課税仕入れに係る消費税額のうち課税売上げと非課税売上げに共通して要するものとさ

れた３６１万７０２１円（甲ニ８・消費税付表２の⑮）から、上記管理費等のうち、課税

売上げと非課税売上げに共通して要するものの額に係る消費税額３１９万８２８５円（上

記ａ(b)の消費税等３９９万７８５７円には地方消費税も含まれているため、当該金額に

５分の４の割合（消費税及び地方消費税の合計税率５％に対する消費税率４％）を乗じて

算出した。）を控除した金額４１万８７３６円となる。 

（計算式） 

39,526,982円≒ｂ（39,198,762円）＋Ｃ（418,736円）×78.3837383％ 

(エ) 納付すべき消費税額 １５９７万２０００円 

 納付すべき消費税額は、上記(イ)の金額から(ウ)の金額を控除した額（国税通則法１１９

条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(オ) 既に納付の確定した消費税額 １３４２万８５００円 

(カ) 差引納付すべき消費税額 ２５４万３５００円 

 上記(エ)の金額から上記(オ)の金額を控除した額（国税通則法１１９条１項による１００

円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(キ) 地方消費税の課税標準額 １５９７万２０００円 

 地方消費税の課税標準額は、上記(エ)の消費税額である（地方税法７２条の８２）。 

(ク) 納付すべき譲渡割額 ３９９万３０００円 

 譲渡割額は、上記(キ)の金額に１００分の２５を乗じて算出した金額である（地方税法７

２条の８３）。 

(ケ) 既に納付の確定した譲渡割額 ３３５万７１００円 

(コ) 差引納付すべき譲渡割額 ６３万５９００円 

 上記(ク)の金額から上記(ケ)の金額を控除して算出した金額（地方税法２０条の４の２第

３項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(サ) 差引納付すべき消費税等の合計税額 ３１７万９４００円 

 差引納付すべき消費税等の合計税額は、上記(カ)及び(コ)の合計額である。 

イ 過少申告加算税額 ３１万７０００円 

 過少申告加算税の額は、国税通則法６５条１項の規定に基づき、上記ア(サ)の差引納付すべ

き消費税等の合計税額３１７万９４００円（国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満

の端数を切り捨てた後のもの）に１００分の１０の割合を乗じて算出した額である（甲ニ７・

「賦課した加算税の額の計算明細」欄参照）。 

(2) 平成１６年９月課税期間 

ア 差引納付すべき消費税額等 
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(ア) 課税標準額 ２億７１５１万５０００円 

 確定申告額と同額である（甲ニ１０・確定申告書）。 

(イ) 課税標準額に対する消費税額 １０８６万０６００円 

 課税標準額に対する消費税額は、上記(ア)の課税標準額に消費税率１００分の４（消費税

法２９条）を乗じて算出した額である。 

(ウ) 控除税額 ３４５万１９４０円 

 原告Ｄは、当課税期間の課税売上割合が９５パーセント未満であるため、仕入税額控除額

の計算方式として、「一括比例配分方式」を選択し、消費税付表２に従って控除税額を算出

している（甲ニ１０・２枚目参照）。 

 その際、本件各管理組合及び本件その他の管理組合に対して支出した本件総管理費等が消

費税法上の課税仕入れに該当するとして、上記管理費等の額１億７７２０万４０８０円を課

税仕入れに係る支払対価の額に算入していたところ、前記第１の４(2)ア(ウ)及び(エ)のと

おり、上記の管理費等は対価性がない取引であり、消費税の課税対象となる「資産の譲渡等」

（消費税法２条１項８号）には該当しないことから、消費税の課税仕入れには該当しない（消

費税法３０条１項）。 

 したがって、控除税額は、消費税付表２の課税仕入れに係る支払対価の額３億９５８４万

１９９３円（同付表の⑧）から上記管理費等の額１億７７２０万４０８０円を差し引いた２

億１８６３万７９１３円に１０５分の４を乗じて算出した課税仕入れに係る消費税額８３

２万９０６３円に、当課税期間の課税売上割合４１．４４４５２３３パーセントを乗じた３

４５万１９４０円となる。 

(エ) 納付すべき消費税額 ７４０万８６００円 

 納付すべき消費税額は、上記(イ)の金額から(ウ)の金額を控除した額（国税通則法１１９

条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(オ) 既に納付の確定した消費税額 ４６１万０８００円 

(カ) 差引納付すべき消費税額 ２７９万７８００円 

 上記(エ)の金額から上記(オ)の金額を控除した額（国税通則法１１９条１項による１００

円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(キ) 地方消費税の課税標準額 ７４０万８６００円 

 地方消費税の課税標準額は、上記(エ)の消費税額である（地方税法７２条の８２）。 

(ク) 納付すべき譲渡割額 １８５万２１００円 

 譲渡割額は、上記(キ)の金額に１００分の２５を乗じて算出した金額である（地方税法７

２条の８３）。 

(ケ) 既に納付の確定した譲渡割額 １１５万２７００円 

(コ) 差引納付すべき譲渡割額 ６９万９４００円 

 上記(ク)の金額から上記(ケ)の金額を控除して算出した金額（地方税法２０条の４の２第

３項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

(サ) 差引納付すべき消費税等の合計税額 ３４９万７２００円 

 差引納付すべき消費税等の合計税額は、上記(カ)及び(コ)の合計額である。 

イ 過少申告加算税額 ３４万９０００円 

 過少申告加算税の額は、国税通則法６５条１項の規定に基づき、上記ア(サ)の差引納付すべ
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き消費税等の合計税額３４９万７２００円（国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満

の端数を切り捨てた後のもの）に１００分の１０の割合を乗じた３４万９０００円となる（甲

ニ９・「賦課した加算税の額の計算明細」欄参照）。 

(3) 平成１７年９月課税期間 

 前記第１の４(3)ア(エ)及び(オ)で述べたとおり、原告ＤとＦとの間で行われたとされた本件

譲渡については、当課税期間中に譲渡が行われた事実が認められなかった。 

 したがって、本件譲渡に係る売却収入及び固定資産税負担金（建物）が課税資産の譲渡等から

除かれたことなどから、当課税期間における消費税等の更正により、消費税等の額が減額更正さ

れている（甲ニ１１）。 

 なお、本訴においては、原告Ｄは、当課税期間の更正処分の取消しは求めていない。 

以上 
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別表１ 

本件各マンションの区分所有状況 

（単位：戸） 

区分所有者 
番号 

マンション名 

（所在地） 
総戸数 

Ｄ Ｂ Ｃ Ａ 

1 
Ｎ 

（福岡市） 
40 38 1 1 0

2 
Ｏ 

（福岡市） 
113 1 1 111 0

3 
Ｐ 

（福岡市） 
47 45 1 1 0

4 
Ｑ 

（福岡市） 
134 1 1 132 0

5 
Ｒ 

（福岡市） 
43 1 1 41 0

6 
Ｓ 

（福岡市） 
53 1 51 1 0

7 
Ｔ 

（福岡市） 
169 1 1 167 0

8 
Ｕ 

（福岡市） 
80 1 1 78 0

9 
Ｖ 

（福岡市） 
144 1 1 142 0

10 
Ｌ 

（福岡市） 
110 108 0 1 1

11 
Ｗ 

（福岡市） 
120 1 1 118 0

※12 
Ｅ 

（福岡市） 
95 93 1 1 0

13 
Ｘ 

（福岡市） 
76 74 1 1 0

14 
Ｙ 

（福岡市） 
77 1 1 75 0

15 
Ｚ 

（福岡市） 
48 1 1 46 0

16 
ａ 

（福岡市） 
79 1 1 77 0

17 
ｂ 

（福岡市） 
199 1 0 198 0

18 
ｄ 

（福岡市） 
105 2 0 103 0

19 
ｅ 

（福岡市） 
72 1 1 70 0

20 
Ｋ 

（福岡市） 
66 1 0 1 64

21 
Ｊ 

（福岡市） 
261 1 259 1 0

※印は、平成１７年９月２８日ＤからＦへ売却したとされている物件である。 
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別表２ 

本件各マンションの区分所有の推移表 

番
号 

マンション名 
総
室
数 

面積 
保存登記

等年月日
所有者 

売買 

年月日 
区分所有者 

室
数 

面積 

㈱Ｃ 1 22.49㎡
1 Ｎ 40 1167.3㎡ H2.2.27 ㈱Ｄ H14.6.29

㈱Ｂ 1 22.49㎡

㈱Ｄ 1 18.79㎡
2 Ｏ 112 2753.38㎡ H7.12.4 ㈱Ｃ H14.6.29

㈱Ｂ 1 18.79㎡

㈱Ｃ 1 19.65㎡
3 Ｐ 47 1452.41㎡ H9.11.13 ㈱Ｄ H14.6.29

㈱Ｂ 1 19.65㎡

㈱Ｄ 1 20.42㎡
4 Ｑ 134 3062.72㎡ H11.3.16 ㈱Ｃ H14.6.29

㈱Ｂ 1 20.42㎡

㈱Ｄ 1 17.84㎡
5 Ｒ 43 962.87㎡ H11.3.29 ㈱Ｃ H14.6.29

㈱Ｂ 1 17.84㎡

㈱Ｄ 1 21.13㎡
6 Ｓ 53 1378.71㎡ H12.1.24 ㈱Ｂ H14.6.29

㈱Ｃ 1 21.13㎡

㈱Ｄ 1 20.39㎡
7 Ｔ 169 3822.6㎡ H11.8.30 ㈱Ｃ H14.6.29

㈱Ｂ 1 20.39㎡

㈱Ｃ 1 22.49㎡
8 Ｕ 80 1835.75㎡ H11.10.29 ㈱Ｄ H14.6.29

㈱Ｂ 1 22.49㎡

㈱Ｄ 1 22.72㎡
9 Ｖ 144 3626.94㎡ H12.1.28 ㈱Ｃ H14.6.29

㈱Ｂ 1 22.81㎡

㈱Ｃ 1 23.15㎡
10 Ｌ 110 2972.56㎡ H12.3.2 ㈱Ｄ H14.6.29

㈱Ａ 1 70.08㎡

㈱Ｄ 1 22.69㎡
11 Ｗ 120 3028.7㎡ H12.3.29 ㈱Ｃ H14.6.29

㈱Ｂ 1 22.69㎡

㈱Ｃ 1 22.95㎡
12 Ｅ 95 2376.53㎡ H12.7.31 ㈱Ｄ H14.6.29

㈱Ｂ 1 22.95㎡

㈱Ｃ 1 21.04㎡
13 Ｘ 76 1888.88㎡ H13.1.31 ㈱Ｄ H14.6.29

㈱Ｂ 1 21.04㎡

㈱Ｄ 1 22.96㎡
14 Ｙ 77 1888.86㎡ H13.3.19 ㈱Ｃ H14.6.29

㈱Ｂ 1 22.2㎡

㈱Ｄ 1 23.52㎡
15 Ｚ 48 1342.9㎡ H13.6.29 ㈱Ｃ H14.6.29

㈱Ｂ 1 23.52㎡

㈱Ｄ 1 23.4㎡
16 ａ 79 2039.73㎡ H13.7.31 ㈱Ｃ H14.6.29

㈱Ｂ 1 23.4㎡

 

番
号

マンション名 
総
室
数 

面積 
保存登記

等年月日
所有者 

198 4927.27㎡ ㈱Ｃ 
17 ｂ 

1 28.68㎡ 
H14.2.1 

㈱Ｄ 

103 2530.02㎡ ㈱Ｃ 
18 ｄ 

2 46.72㎡ 
H14.3.17 

㈱Ｄ 

70 1679.19㎡ ㈱Ｃ 

1 23.26㎡ ㈱Ｄ 19 ｅ 

1 23.26㎡ 

H14.5.19 

㈱Ｂ 

64 1545.68㎡ ㈱Ａ 

1 23.29㎡ ㈱Ｄ 20 Ｋ 

1 23.29㎡ 

H14.9.16 

㈱Ｃ 

259 6362.43㎡ ㈱Ｂ 

1 32.24㎡ ㈱Ｄ 21 Ｊ 

1 32.24㎡ 

H15.3.1 

㈱Ｃ 

※ 平成１４年２月以降は新築時から区分所有となっている。 
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別表３－１ 

原告Ａの課税の経緯（法人税） （単位：円） 

事
業
年
度 

区分 年月日 所得金額 法人税額 課税留保金額
課税留保金額

に対する税額
法人税額計

控除所得税額

等 

差引所得に対

する法人税額

差引合計 

税額 

既に納付の確

定した本税額

差引納付すべ

き本税額 

過少申告 

加算税 
重加算税 

確 定 申 告 (A) H15.6.2 70,872,855 20,621,600 18,286,000 1,737,170 22,358,770 76 22,358,600 22,358,600 7,998,700 14,359,900   

更正処分等 (B) H18.5.30 82,854,534 24,216,200 21,735,000 2,064,825 26,281,025 76 26,280,900 22,358,600 3,922,300 392,000 392,000 － 

異議申立て (C) H18.7.7 70,872,855 20,621,600 18,286,000 1,737,170 22,358,770 76 22,358,600 22,358,600 7,998,700 14,359,900   

異 議 決 定 (D) H18.10.4 82,854,534 24,216,200 21,735,000 2,064,825 26,281,025 76 26,280,900 26,280,900 22,358,600 3,922,300 392,000 － 

審 査 請 求 (E) H18.10.30 70,872,855 20,621,600 18,286,000 1,737,170 22,358,770 76 22,358,600 22,358,600 7,998,700 14,359,900   

平
成
15
年
３
月
期 

裁 決 (F) H19.7.9 82,854,534 24,216,200 21,735,000 2,064,825 26,281,025 76 26,280,900 26,280,900 22,358,600 3,922,300 392,000 － 

確 定 申 告 (A) H16.5.31 50,445,362 14,493,500 0 0 14,493,500 37 14,493,400 14,493,400 11,179,200 3,314,200   

更正処分等 (B) H18.5.30 61,984,430 17,955,200 0 0 17,955,200 37 17,955,100 17,955,100 14,493,400 3,461,700 346,000 － 

異議申立て (C) H18.7.7 50,445,362 14,493,500 0 0 14,493,500 37 14,493,400 14,493,400 11,179,200 3,314,200  － 

異 議 決 定 (D) H18.10.4 61,984,430 17,955,200 0 0 17,955,200 37 17,955,100 17,955,100 14,493,400 3,461,700 346,000 － 

審 査 請 求 (E) H18.10.30 50,445,362 14,493,500 0 0 14,493,500 37 14,493,400 14,493,400 11,179,200 3,314,200  － 

平
成
16
年
３
月
期 

裁 決 (F) H19.7.9 61,984,430 17,955,200 0 0 17,955,200 37 17,959,100 17,955,100 14,493,400 3,461,700 346,000 － 

確 定 申 告 (A) H17.5.31 119,929,542 35,338,700 0 0 35,338,700 5 35,338,600 35,338,600 7,246,600 28,092,000   

更正処分等 (B) H18.5.30 131,530,388 38,819,000 0 0 38,819,000 5 38,818,900 38,818,900 35,338,600 3,480,300 348,000 － 

異議申立て (C) H18.7.7 119,929,542 35,338,700 0 0 35,338,700 5 35,338,600 35,338,600 7,246,600 28,092,000   

異 議 決 定 (D) H18.10.4 131,530,388 38,819,000 0 0 38,819,000 5 38,818,900 38,818,900 35,338,600 3,480,300 348,000 － 

審 査 請 求 (E) H18.10.30 119,929,542 35,338,700 0 0 35,338,700 5 35,338,600 35,338,600 7,246,600 28,092,000   

平
成
17
年
３
月
期 

裁 決 (F) H19.7.9 131,530,388 38,819,000 0 0 38,819,000 5 38,818,900 38,818,900 35,338,600 3,480,300 348,000 － 
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別表３－２ 

原告Ａの課税の経緯（消費税等） （単位：円） 

課
税
年
度 

区分 年月日 課税標準額 
課税標準に対

する消費税額
控除税額 

差引税額又は控

除不足還付税額

中間納付税額又

は既に納付の確

定した本税額

納付すべき 

消費税額 

地方消費税

譲渡割額 

中間譲渡割額又

は既に納付の確

定した譲渡割額

納付すべき

地方消費税額

消費税及び地

方消費税の差

引納付すべき

合計税額 

過少申告 

加算税 
重加算税 

確 定 申 告 (A) H15.6.2 358,588,000 14,343,520 16,334,012 △1,990,492 4,671,300 △6,661,792 △497,623 1,167,700 △1,665,323 △8,327,115   

更正処分等 (B) H18.5.30 358,588,000 14,343,520 15,928,668 △1,585,148 △1,990,492 405,300 △396,287 △497,623 101,300 506,600 50,000 － 

異議申立て (C) H18.7.24 358,588,000 14,343,520 16,334,012 △1,990,492 4,671,300 △6,661,792 △497,623 1,167,700 △1,665,323 △8,327,115   

異 議 決 定 (D) H18.10.4 358,588,000 14,343,520 15,926,668 △1,585,148 △1,990,492 405,300 △396,287 △497,623 101,300 506,600 50,000 － 

審 査 請 求 (E) H18.10.30 358,588,000 14,343,520 16,334,012 △1,990,492 4,671,300 △6,661,792 △497,623 1,167,700 △1,665,323 △8,327,115   

平
成
15
年
３
月
課
税
期
間 

裁 決 (F) H19.7.9 358,588,000 14,343,520 15,928,668 △1,585,148 △1,990,492 405,300 △396,287 △497,623 101,300 506,600 50,000 － 

確 定 申 告 (A) H16.5.31 397,994,000 15,919,760 9,217,716 6,702,000 0 6,702,000 1,675,500 0 1,675,500 8,377,500   

更正処分等 (B) H18.5.30 397,994,000 15,919,760 8,726,416 7,193,300 6,702,000 491,300 1,798,300 1,675,500 122,800 614,100 61,000 － 

異議申立て (C) H18.7.24 397,994,000 15,919,760 9,217,716 6,702,000 0 6,702,000 1,675,500 0 1,675,500 8,377,500   

異 議 決 定 (D) H18.10.4 397,994,000 15,919,760 8,726,416 7,193,300 6,702,000 491,300 1,798,300 1,675,500 122,800 614,100 61,000 － 

審 査 請 求 (E) H18.10.30 397,994,000 15,919,760 9,217,716 6,702,000 0 6,702,000 1,675,500 0 1,675,800 8,377,500   

平
成
16
年
３
月
課
税
期
間 

裁 決 (F) H19.7.9 397,994,000 15,919,760 8,726,416 7,193,300 6,702,000 491,300 1,798,300 1,675,500 122,800 614,100 61,000 － 

確 定 申 告 (A) H17.5.31 355,414,000 14,216,560 7,332,956 6,883,600 6,026,500 1,857,100 1,720,900 1,256,400 464,500 2,321,600   

更正処分等 (B) H18.5.30 355,414,000 14,215,560 7,296,568 6,919,900 6,883,600 36,300 1,729,900 1,720,900 9,000 45,300 － － 

異議申立て (C) H18.7.24 355,414,000 14,216,560 7,332,956 6,883,600 5,026,600 1,857,100 1,720,900 1,256,400 464,500 2,321,600   

異 議 決 定 (D) H18.10.4 355,414,000 14,216,560 7,296,566 5,919,900 6,863,600 36,300 1,729,900 1,720,900 9,000 45,300 － － 

審 査 請 求 (E) H18.10.30 355,414,000 14,216,560 7,332,956 6,883,600 5,026,500 1,857,100 1,720,900 1,256,400 464,500 2,321,600   

平
成
17
年
３
月
課
税
期
間 

裁 決 (F) H19.7.9 355,414,000 14,216,560 7,296,568 6,919,900 6,883,600 36,300 1,729,900 1,720,900 9,000 45,300 － － 
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別表４－１ 

原告Ｂの課税の経緯（法人税） （単位：円） 

事
業
年
度 

区分 年月日 所得金額 法人税額 課税留保金額
課税留保金額

に対する税額
法人税額計

控除所得税額

等 

差引所得に対

する法人税額

差引合計 

税額 

既に納付の確

定した本税額

差引納付すべ

き本税額 

過少申告 

加算税 
重加算税 

確 定 申 告 (A) H15.12.1 107,708,916 31,672,400 31,111,000 3,008,317 34,680,717 1,001 34,679,700 34,679,700 19,168,500 15,511,200   

更正処分等 (B) H18.7.4 196,047,221 58,174,100 56,543,000 6,632,377 64,806,477 1,001 64,805,400 64,805,400 34,679,700 30,125,700 3,012,000 － 

異議申立て (C) H18.8.30 107,708,916 31,672,400 31,111,000 3,008,317 34,680,717 1,001 34,679,700 34,679,700 19,168,500 15,511,200   

異 議 決 定 (D) H18.11.29 196,047,221 58,174,100 56,543,000 6,632,377 64,806,477 1,001 64,805,400 64,805,400 34,679,700 30,125,700 3,012,000 － 

審 査 請 求 (E) H18.12.18 107,708,916 31,672,400 31,111,000 3,008,317 34,680,717 1,001 34,679,700 34,679,700 19,168,500 15,511,200   

平
成
15
年
９
月
期 

裁 決 (F) H19.7.9 196,047,221 58,174,100 56,543,000 6,632,377 64,806,477 1,001 64,805,400 54,805,400 34,679,700 30,125,700 3,012,000 － 

確 定 申 告 (A) H16.11.30 220,844,820 66,613,200 0 0 65,613,200 140 65,613,000 65,613,000 17,339,800 48,273,200   

更正処分等 (B) H18.7.4 273,740,737 81,482,000 0 0 81,482,000 140 81,481,800 81,481,800 65,613,000 16,868,800 1,586,000 － 

異議申立て (C) H18.8.30 220,844,820 66,613,200 0 0 65,613,200 140 65,613,000 65,613,000 17,339,800 48,273,200   

異 議 決 定 (D) H18.11.29 273,740,737 81,482,000 0 0 81,482,000 140 81,481,800 81,481,800 65,613,000 16,868,800 1,586,000 － 

審 査 請 求 (E) H18.12.18 220,844,820 66,613,200 0 0 65,613,200 140 65,613,000 65,613,000 17,339,800 48,273,200   

平
成
16
年
９
月
期 

裁 決 (F) H19.7.9 273,740,737 81,482,000 0 0 81,482,000 140 81,481,800 81,481,800 65,613,000 16,868,800 1,586,000 － 

確 定 申 告 (A) H17.11.30 148,973,284 44,051,900 0 0 44,051,900 648 44,051,200 44,051,200 32,806,500 11,244,700   

更正処分等 (B) H18.7.4 184,487,396 54,706,100 0 0 54,706,100 648 54,705,400 54,705,400 44,051,200 10,654,200 1,065,000 － 

異議申立て (C) H18.8.30 148,973,284 44,051,900 0 0 44,051,900 648 44,051,200 44,051,200 32,806,500 11,244,700   

異 議 決 定 (D) H18.11.29 184,487,396 54,706,100 0 0 54,706,100 648 54,705,400 54,705,400 44,051,200 10,654,200 1,065,000 － 

審 査 請 求 (E) H18.12.18 148,973,284 44,051,900 0 0 44,051,900 648 44,051,200 44,051,200 32,806,500 11,244,700   

平
成
17
年
９
月
期 

裁 決 (F) H19.7.9 184,487,396 54,706,100 0 0 54,706,100 648 54,705,400 54,705,400 44,051,200 10,654,200 1,065,000 － 
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別表４－２ 

原告Ｂの課税の経緯（消費税等） （単位：円） 

課
税
年
度 

区分 年月日 課税標準額 
課税標準に対

する消費税額
控除税額 

差引税額又は控

除不足還付税額

中間納付税額又

は既に納付の確

定した本税額

納付すべき 

消費税額 

地方消費税

譲渡割額 

既に納付の確定

した譲渡割額

納付すべき

地方消費税額

消費税及び地

方消費税の差

引納付すべき

合計税額 

過少申告 

加算税 
重加算税 

確 定 申 告 (A) H15.12.1 624,922,000 24,996,880 39,722,284 △14,725,404 3,002,400 △17,727,804 △3,681,351 750,600 △4,431,951 △22,159,755   

更正処分等 (B) H18.7.4 624,922,000 24,996,880 36,751,986 △11,755,106 △14,725,404 2,970,200 △2,938,776 △3,681,351 742,500 3,712,700 531,500 － 

異議申立て (C) H18.8.30 624,922,000 24,996,880 39,722,284 △14,725,404 3,002,400 △17,727,804 △3,681,351 750,600 △4,431,951 △22,159,755   

異 議 決 定 (D) H18.11.29 624,922,000 24,996,860 36,751,986 △11,755,106 △14,725,404 2,970,200 △2,938,776 △3,681,351 742,500 3,712,700 531,500 － 

審 査 請 求 (E) H18.12.18 624,922,000 24,996,880 39,722,284 △14,725,404 3,002,400 △17,727,804 △3,681,351 750,600 △4,431,951 △22,159,755   

平
成
15
年
９
月
課
税
期
間 

裁 決 (F) H19.7.9 624,922,000 24,996,880 36,751,986 △11,755,106 △14,725,404 2,970,200 △2,938,776 △3,681,351 742,500 3,712,700 531,500 － 

確 定 申 告 (A) H16.11.30 625,322,000 25,012,880 10,304,041 14,708,800 0 14,708,800 3,677,200 0 3,677,200 18,386,000   

更正処分等 (B) H18.7.4 625,322,000 25,012,880 8,184,569 16,828,300 14,708,800 2,119,500 4,207,000 3,677,200 529,800 2,649,300 264,000 － 

異議申立て (C) H18.8.30 625,322,000 25,012,880 10,304,041 14,708,800 0 14,708,800 3,677,200 0 3,677,200 18,386,000   

異 議 決 定 (D) H18.11.29 625,322,000 25,012,880 8,184,569 16,828,300 14,708,800 2,119,500 4,207,000 3,677,200 529,800 2,649,300 264,000 － 

審 査 請 求 (E) H18.12.18 625,322,000 25,012,880 10,304,041 14,708,800 0 14,708,800 3,677,200 0 3,677,200 18,386,000   

平
成
16
年
９
月
課
税
期
間 

裁 決 (F) H19.7.9 625,322,000 25,012,880 8,184,569 16,828,300 14,708,800 2,119,500 4,207,000 3,677,200 529,800 2,649,300 264,000 － 

確 定 申 告 (A) H17.11.30 570,636,000 22,825,440 7,697,072 15,128,300 11,031,300 4,097,000 3,782,000 2,757,600 1,024,400 5,121,400   

更正処分等 (B) H18.7.4 570,636,000 22,825,440 5,918,242 16,907,100 15,128,300 1,778,800 4,226,700 3,782,000 444,700 2,223,500 222,000 － 

異議申立て (C) H18.8.30 570,636,000 22,825,440 7,697,072 15,128,300 11,031,300 4,097,000 3,782,000 2,757,600 1,024,000 5,121,400   

異 議 決 定 (D) H18.11.29 570,636,000 22,825,440 5,918,242 16,907,100 15,128,300 1,778,800 4,226,700 3,782,000 444,700 2,223,500 222,000 － 

審 査 請 求 (E) H18.12.18 570,636,000 22,825,440 7,697,072 15,128,300 11,031,300 4,097,000 3,782,000 2,757,500 1,024,400 5,121,400   

平
成
17
年
９
月
課
税
期
間 

裁 決 (F) H19.7.9 570,636,000 22,825,440 5,918,242 16,907,100 15,128,300 1,778,800 4,226,700 3,782,000 444,700 2,223,500 222,000 － 
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別表５－１ 

原告Ｃの課税の経緯（法人税） （単位：円） 

事
業
年
度 

区分 年月日 所得金額 法人税額 課税留保金額
課税留保金額

に対する税額
法人税額計

控除所得税額

等 

差引所得に対

する法人税額

差引合計 

税額 

既に納付の確

定した本税額

差引納付すべ

き本税額 

過少申告 

加算税 
重加算税 

確 定 申 告 (A) H15.6.2 8,707,150 1,972,100 0 0 1,972,100 37,005 1,935,000 1,935,000 2,868,900 △933,900   

更正処分等 (B) H18.5.30 459,026,335 137,067,800 132,781,000 19,053,390 156,121,190 37,005 156,084,100 156,084,100 1,935,000 154,149,100 23,022,500 － 

異議申立て (C) H18.7.7 8,707,150 1,972,100 0 0 1,972,100 37,005 1,935,000 1,935,000 2,868,900 △933,900   

異 議 決 定 (D) H18.10.4 459,026,335 137,067,800 132,781,000 19,053,390 156,121,190 37,005 156,084,100 156,084,100 1,935,000 154,149,100 23,022,500 － 

審 査 請 求 (E) H18.10.30 8,707,150 1,972,100 0 0 1,972,100 37,005 1,935,000 1,935,000 2,868,900 △933,900   

平
成
15
年
３
月
期 

裁 決 (F) H19.7.9 459,026,335 137,067,800 132,781,000 19,053,390 156,121,190 37,005 156,084,100 156,084,100 1,935,000 154,149,100 23,022,500 － 

確 定 申 告 (A) H16.5.31 140,457,920 41,497,100 0 0 41,497,100 828 41,496,200 41,496,200 967,500 40,528,700   

更正処分等 (B) H18.5.30 354,139,497 105,601,700 0 0 105,601,700 828 105,600,800 105,600,800 41,496,200 64,104,600 7,540,000 － 

異議申立て (C) H18.7.7 140,457,920 41,497,100 0 0 41,497,100 828 41,496,200 41,496,200 967,500 40,528,700   

異 議 決 定 (D) H18.10.4 354,139,497 105,601,700 0 0 105,601,700 828 105,600,800 105,600,800 41,496,200 64,104,600 7,540,000 － 

審 査 請 求 (E) H18.10.30 140,457,920 41,497,100 0 0 41,497,100 828 41,496,200 41,496,200 967,500 40,528,700   

平
成
16
年
３
月
期 

裁 決 (F) H19.7.9 354,139,497 105,601,700 0 0 105,601,700 828 105,600,800 105,600,800 41,496,200 64,104,600 7,540,000 － 

確 定 申 告 (A) H17.5.31 457,417,179 136,685,100 0 0 136,585,100 9 136,585,000 136,585,000 20,748,000 115,837,000   

更正処分等 (B) H18.5.30 697,813,380 208,703,900 0 0 208,703,900 9 208,790,800 208,703,800 136,585,000 72,118,800 7,211,000 － 

異議申立て (C) H18.7.7 457,417,179 136,585,100 0 0 136,585,100 9 136,585,000 136,585,000 20,748,000 115,837,000   

異 議 決 定 (D) H18.10.4 697,813,380 208,703,900 0 0 208,703,900 9 208,703,800 208,703,800 136,585,000 72,118,800 7,211,000 － 

審 査 請 求 (E) H18.10.30 457,417,179 136,585,100 0 0 136,585,100 9 136,585,000 20,748,000 115,837,000 115,837,000   

平
成
17
年
３
月
期 

裁 決 (F) H19.7.9 697,813,380 208,703,900 0 0 208,703,900 9 208,703,800 208,703,800 136,585,000 72,118,800 7,211,000 － 
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別表５－２ 

原告Ｃの課税の経緯（消費税等） （単位：円） 

課
税
年
度 

区分 年月日 課税標準額 
課税標準に対

する消費税額
控除税額 

差引税額又は控

除不足還付税額

中間納付税額又

は既に納付の確

定した本税額

納付すべき 

消費税額 

地方消費税

譲渡割額 

既に納付の確定

した譲渡割額

納付すべき

地方消費税額

消費税及び地

方消費税の差

引納付すべき

合計税額 

過少申告 

加算税 
重加算税 

確 定 申 告 (A) H15.6.2 508,040,000 20,321,600 12,079,121 8,242,400 0 8,242,400 2,060,600 0 2,060,600 10,303,000   

更正処分等 (B) H18.5.30 508,040,000 20,321,600 5,613,130 14,708,400 8,242,400 6,466,000 3,677,100 2,060,600 1,616,500 8,082,500 808,000 － 

異議申立て (C) H18.7.24 508,040,000 20,321,600 12,079,121 8,242,400 0 8,242,400 2,060,600 0 2,060,600 10,303,000   

異 議 決 定 (D) H18.10.4 508,040,000 20,321,600 5,613,130 14,708,400 8,242,400 6,466,000 3,677,100 2,060,600 1,616,500 8,082,500 808,000 － 

審 査 請 求 (E) H18.10.30 508,040,000 20,321,600 12,079,121 8,242,400 0 8,242,400 2,060,600 0 2,060,600 10,303,000   

平
成
15
年
３
月
課
税
期
間 

裁 決 (F) H19.7.9 508,040,000 20,321,600 5,513,130 14,708,400 8,242,400 6,466,000 3,677,100 2,060,600 1,616,500 8,082,500 808,000 － 

確 定 申 告 (A) H16.5.31 583,341,000 23,333,640 5,244,812 18,088,800 6,181,500 11,907,300 4,522,200 1,545,300 2,976,900 14,884,200   

更正処分等 (B) H18.5.30 583,341,000 23,333,640 633,323 22,700,300 18,088,800 4,611,500 5,675,000 4,522,200 1,152,800 5,764,300 576,000 － 

異議申立て (C) H18.7.24 583,341,000 23,333,640 5,244,812 18,088,800 6,181,500 11,907,300 4,522,200 1,545,300 2,976,900 14,884,200   

異 議 決 定 (D) H18.10.4 583,341,000 23,333,640 633,323 22,700,300 18,088,800 4,611,500 5,675,000 4,522,200 1,152,800 5,764,300 576,000 － 

審 査 請 求 (E) H18.10.30 583,341,000 23,333,640 5,244,812 18,088,800 6,181,500 11,907,300 4,522,200 1,545,300 2,976,900 14,884,200   

平
成
16
年
３
月
課
税
期
間 

裁 決 (F) H19.7.9 583,341,000 23,333,640 633,323 22,700,300 18,088,800 4,611,500 5,675,000 4,522,200 1,152,800 5,764,300 576,000 － 

確 定 申 告 (A) H17.5.31 369,020,000 14,760,800 3,516,834 11,243,900 13,566,600 △2,322,700 2,810,900 3,391,500 △580,600 △2,903,300   

更正処分等 (B) H18.5.30 369,020,000 14,760,800 190,215 14,570,500 11,243,900 3,326,600 3,642,600 2,810,900 831,700 4,158,300 415,000 － 

異議申立て (C) H18.7.24 369,020,000 14,760,800 3,516,834 11,243,900 13,566,600 △2,322,700 2,810,900 3,391,500 △580,600 △2,903,300   

異 議 決 定 (D) H18.10.4 369,020,000 14,760,800 190,215 14,570,500 11,243,900 3,326,600 3,642,600 2,810,900 831,700 4,158,300 415,000 － 

審 査 請 求 (E) H18.10.30 369,020,000 14,760,800 3,516,834 11,243,900 13,566,600 △2,322,700 2,810,900 3,391,500 △580,600 △2,903,300   

平
成
17
年
３
月
課
税
期
間 

裁 決 (F) H19.7.9 369,020,000 14,760,800 190,215 14,570,500 11,243,900 3,326,600 3,642,600 2,810,900 831,700 4,158,300 415,000 － 
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別表６－１－１ 

原告Ｄの課税の経緯（法人税） （単位：円） 

事
業
年
度 

区分 年月日 所得金額 法人税額 課税留保金額
課税留保金額

に対する税額
法人税額計

控除所得税額

等 

差引所得に対

する法人税額

差引合計 

税額 

既に納付の確

定した本税額

差引納付すべ

き本税額 

過少申告 

加算税 
重加算税 

確 定 申 告 (A) H15.12.1 21,357,773 5,767,100 0 0 5,767,100 88,779 5,678,300 5,678,300 0 5,678,300   

更正処分等 (B) H18.7.4 93,632,419 27,449,500 7,828,000 743,660 28,193,260 88,779 28,104,400 28,104,400 5,678,300 22,426,100 3,074,500 － 

異議申立て (C) H18.8.30 21,357,773 5,767,100 0 0 5,767,100 88,779 5,678,300 5,678,300 0 5,678,300   

異 議 決 定 (D) H18.11.29 93,632,419 27,449,600 7,811,000 742,045 28,191,645 88,779 28,102,800 28,102,800 5,678,300 22,424,500 3,074,500 － 

審 査 請 求 (E) H18.12.18 21,357,773 5,767,100 0 0 5,767,100 88,779 5,678,300 5,678,300 0 5,678,300   

平
成
15
年
９
月
期 

裁 決 (F) H19.7.9 93,632,419 27,449,600 7,811,000 742,045 28,191,645 88,779 28,102,800 28,102,800 5,678,300 22,424,500 3,074,500 － 

確 定 申 告 (A) H16.11.30 171,474,174 50,802,200 50,006,000 6,000,900 56,803,100 87,976 56,715,100 56,715,100 2,839,100 53,876,000   

更正処分等 (B) H18.7.4 326,195,667 97,218,500 94,547,000 12,682,050 109,900,550 87,976 109,812,500 109,812,500 56,715,100 53,097,400 5,309,000 － 

異議申立て (C) H18.8.30 171,474,174 50,802,200 50,006,000 6,000,900 56,803,100 87,976 56,715,100 56,715,100 2,839,100 53,876,000   

異 議 決 定 (D) H18.11.29 326,195,667 97,218,500 94,547,000 12,682,050 109,900,550 87,976 109,812,500 109,812,500 56,715,100 53,097,400 5,309,000 － 

審 査 請 求 (E) H18.12.18 171,474,174 50,802,200 50,006,000 6,000,900 56,803,100 87,976 56,715,100 56,715,100 2,839,100 53,876,000   

平
成
16
年
９
月
期 

裁 決 (F) H19.7.9 326,195,667 97,218,500 94,547,000 12,682,050 109,900,550 87,976 109,812,500 109,812,500 56,715,100 53,097,400 5,309,000 － 

確 定 申 告 (A) H17.11.30 33,832,008 9,509,600 7,546,000 754,600 10,264,200 58,065 10,206,100 10,206,100 28,357,500 △18,151,400   

更正処分等 (B) H18.7.4 208,964,733 62,049,200 61,002,000 7,650,300 69,699,500 58,065 69,641,400 69,641,400 10,206,100 59,435,300 1,328,500 16,502,500 

異議申立て (C) H18.8.30 33,832,008 9,509,600 7,546,000 754,600 10,264,200 58,065 10,206,100 10,206,100 28,357,500 △18,151,400   

異 議 決 定 (D) H18.11.29 208,964,733 62,049,200 61,002,000 7,650,300 69,699,600 58,065 69,641,400 69,641,400 10,206,100 59,435,300 1,328,500 16,502,500 

審 査 請 求 (E) H18.12.18 33,832,008 9,509,600 7,546,000 754,600 10,264,200 58,065 10,206,100 10,206,100 28,357,500 △18,151,400   

平
成
17
年
９
月
期 

裁 決 (F) H19.7.9 208,964,733 62,049,200 61,002,000 7,650,300 69,699,500 58,065 69,641,400 69,641,400 10,206,100 59,435,300 1,328,500 16,502,500 

 

別表６－１－２ 

青色申告承認取消処分 

 区分 年月日

取消処分通知 (A) H18.7.5 

異議申立て (B) H18.8.30

異 議 決 定 (C) H18.11.29

審 査 請 求 (D) H18.12.18

平
成
17
年
９
月
期
以
降裁 決 (E) H19.7.9 
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別表６－２ 

原告Ｄの課税の経緯（消費税等） （単位：円） 

課
税
年
度 

区分 年月日 課税標準額 
課税標準に対

する消費税額
控除税額 

差引税額又は控

除不足還付税額

中間納付税額又

は既に納付の確

定した本税額

納付すべき 

消費税額 

地方消費税

譲渡割額 

既に納付の確定

した譲渡割額

納付すべき

地方消費税額

消費税及び地

方消費税の差

引納付すべき

合計税額 

過少申告 

加算税 
重加算税 

確 定 申 告 (A) H15.12.1 1,387,476,000 55,499,040 42,070,503 13,428,500 0 13,428,500 3,357,100 0 3,357,100 16,785,600   

更正処分等 (B) H18.7.4 1,387,476,000 55,499,040 39,526,982 15,972,000 13,428,500 2,543,500 3,993,000 3,357,100 635,900 3,179,400 317,000 － 

異議申立て (C) H18.8.30 1,387,476,000 55,499,040 42,070,503 13,428,500 0 13,428,500 3,357,100 0 3,357,100 16,785,600   

異 議 決 定 (D) H18.11.29 1,387,476,000 55,499,040 39,526,982 15,972,000 13,428,500 2,543,500 3,993,000 3,357,100 635,900 3,179,400 317,000 － 

審 査 請 求 (E) H18.12.18 1,387,476,000 55,499,040 42,070,503 13,428,500 0 13,428,500 3,357,100 0 3,357,100 16,785,600   

平
成
15
年
９
月
課
税
期
間 

裁 決 (F) H19.7.9 1,387,476,000 55,499,040 39,526,982 15,972,000 13,428,500 2,543,500 3,993,000 3,357,100 635,900 3,179,400 317,000 － 

確 定 申 告 (A) H16.11.30 271,515,000 10,860,600 6,249,705 4,610,800 7,286,600 △2,675,800 1,162,700 1,821,500 △688,800 △3,344,600   

更正処分等 (B) H18.7.4 271,515,000 10,860,600 3,451,940 7,408,600 4,610,800 2,797,800 1,852,100 1,152,700 699,400 3,497,200 349,000 － 

異議申立て (C) H18.8.30 271,515,000 10,860,600 6,249,705 4,610,800 7,286,600 △2,675,800 1,162,700 1,821,500 △688,800 △3,344,600   

異 議 決 定 (D) H18.11.29 271,515,000 10,860,600 3,451,940 7,408,600 4,610,800 2,797,800 1,852,100 1,152,700 699,400 3,497,200 349,000 － 

審 査 請 求 (E) H18.12.18 271,515,000 10,860,600 6,249,705 4,610,800 7,286,600 △2,675,800 1,162,700 1,821,500 △688,800 △3,344,600   

平
成
16
年
９
月
課
税
期
間 

裁 決 (F) H19.7.9 271,515,000 10,860,600 3,451,940 7,408,600 4,610,800 2,797,800 1,852,100 1,152,700 699,400 3,497,200 349,000 － 

確 定 申 告 (A) H17.11.30 705,493,000 28,219,720 2,467,505 25,752,300 3,457,800 22,294,500 5,438,000 864,300 5,573,700 27,868,200   

更正処分等 (B) H18.7.4 442,451,000 17,698,040 1,353,149 16,344,800 25,752,300 △9,407,500 4,086,200 6,438,000 △2,351,800 △11,759,300 － － 

異議申立て (C) H18.8.30 705,493,000 28,219,720 2,467,505 25,752,300 3,457,800 22,294,500 5,438,000 864,300 5,573,700 27,868,200   

異 議 決 定 (D) H18.11.29 却下 

審 査 請 求 (E) H18.12.18 705,493,000 28,219,720 2,467,505 25,752,300 3,457,800 22,294,500 5,438,000 864,300 5,573,700 27,868,200 － － 

平
成
17
年
９
月
課
税
期
間 

裁 決 (F) H19.7.9 却下 
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原告らの株式保有数及び役員構成の状況等 

 

別表７－１ Ａの株式保有及び役員構成の状況 

平成14年3月31日 平成15年3月31日 平成16年3月31日
氏名又は法人名 

丙との関係

等 
役職等 

持株数 持株割合 持株数 持株割合 持株数 持株割合

甲 － 代表取締役 200 100.0 200 100.0 200 100.0

戊 妻 取締役 － － － － － － 

ｇ － 取締役 － － － － － － 

Ｇ 子 取締役 － － － － － － 

合計 200 100.0 200 100.0 200 100.0

 

別表７－２ Ｄの株式保有及び役員構成の状況 

平成14年9月30日 平成15年9月30日 平成16年9月30日
氏名又は法人名 

丙との関係

等 
役職等 

持株数 持株割合 持株数 持株割合 持株数 持株割合

丙 本人 代表取締役 940 94.0 940 94.0 940 94.0

戊 妻 － 20 2.0 20 2.0 20 2.0

乙 子 － 20 2.0 20 2.0 20 2.0

Ｇ 子 取締役 20 2.0 20 2.0 20 2.0

丁 － 取締役 － － － － － － 

Ｈ 母 取締役   － － － － 

合計 1,000 100.0 1,000 100.0 1,000 100.0

 

別表７－３ Ｃの株式保有及び役員構成の状況 

平成14年3月31日 平成15年3月31日 平成16年3月31日
氏名又は法人名 

丙との関係

等 
役職等 

持株数 持株割合 持株数 持株割合 持株数 持株割合

－ 3,115 35.0   
丙 本人 

代表取締役 3,115 35.0 3,115 35.0

戊 妻 取締役 1,780 20.0 1,780 20.0 1,780 20.0

代表取締役 1,335 15.0   
乙 子 

－ 1,335 15.0 1,335 15.0

Ｇ 子 監査役 890 10.0 890 10.0 890 10.0

甲 － － 1,720 19.3 1,720 19.3 1,720 19.3

Ｂ 7-4のとおり － 50 0.6 50 0.6 50 0.6

Ｆ 7-5のとおり － 10 0.1 10 0.1 10 0.1

Ｉ 弟 取締役 － － － － － － 

合計 8,900 100.0 8,900 100.0 8,900 100.0
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別表７－４ Ｂの株式保有及び役員構成の状況 

平成14年9月30日 平成15年9月30日 平成16年9月30日
氏名又は法人名 

丙との関係

等 
役職等 

持株数 持株割合 持株数 持株割合 持株数 持株割合

Ｃ 7-3のとおり － 510 51.0 510 51.0 510 51.0

Ｆ 7-5のとおり － 240 24.0 240 24.0 240 24.0

株式会社 

ｈ 
－ － 226 22.6 226 22.6 226 22.6

乙 子 代表取締役 12 1.2 12 1.2 12 1.2

Ｇ 子 監査役 12 1.2 12 1.2 12 1.2

丙 本人 取締役 － － － － － － 

戊 妻 取締役 － － － － － － 

丁 － 取締役 － － － － － － 

合計 1,000 100.0 1,000 100.0 1,000 100.0

 

別表７－５ Ｆの株式保有及び役員構成の状況 

平成14年9月30日 平成15年9月30日 平成16年9月30日
氏名又は法人名 

丙との関係

等 
役職等 

持株数 持株割合 持株数 持株割合 持株数 持株割合

Ｄ 7-2のとおり － 560 56.0 560 56.0 560 56.0

株式会社 

ｈ 
－ － 240 24.0 240 24.0 240 24.0

Ｂ 7-4のとおり － 150 15.0 150 15.0 150 15.0

株式会社 

ｉ 
－ － 50 5.0 50 5.0  

株式会社 

ｊ 
－ －  50 5.0

取締役 － － － － － － 
甲 － 

代表取締役     － － 

丙 本人 代表取締役 － － － －   

乙 子 取締役 － － － － － － 

戊 妻 監査役   － － － － 

Ｈ 母 取締役      － 

Ｇ 子 監査役   － － － － 

合計 1,000 100.0 1,000 100.0 1,000 100.0
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Ａ 

別表８－１ 原告Ａが区分所有権を有するマンションの管理費等の運用状況 （単位：円） 

平成１５年３月期 平成１６年３月期 平成１７年３月期 

勘定科目 マンション名 種別 計上額 

 

業務費用等

(注)１

剰余金 

 

計上額 

 

業務費用等

(注)１

剰余金 

 

計上額 

 

業務費用等 

(注)１ 

剰余金 

 

管理費 6,144,000 153,536 5,990,464   
Ｋ 

修繕積立金 6,144,000 0 6,144,000   

計（①） 12,288,000 153,536 12,134,464   

 内仮払消費税等（②） 585,142    

家賃原価 

「家賃原価」計 

損金算入額 

（③＝①－②） 
11,702,858    

管理費 207,000 60,185 146,815   
Ｌ 

修繕積立金 207,000 0 207,000   

計（④） 414,000 60,185 353,815   

 内仮払消費税等（⑤） 19,714    

雑費 

「雑費」計 

損金算入額 

（⑥＝④－⑤） 
394,286    

管理費  552,000 88,632 463,368 276,000 86,154 189,846 
Ｌ 

修繕積立金  552,000 0 552,000 276,000 0 276,000 

管理費  6,144,000 0 6,144,000 6,144,000 0 6,144,000 
Ｋ 

修繕積立金  6,144,000 0 6,144,000 6,144,000 0 6,144,000 

計（⑦）  13,392,000 88,632 13,303,368 12,840,000 86,154 12,753,846 

管理費  6,696,000 88,632 6,607,368 6,420,000 86,154 6,333,846 

修繕積立金  6,696,000 0 6,696,000 6,420,000 0 6,420,000  

内仮払消費税等（⑧）  637,714 611,428  

本件各マンション計 

損金算入額 

（⑨＝⑦－⑧） 
 12,754,286 12,228,572  

本件各マンション以外のマンション計（⑩） 

（本件その他の管理費等）         (注)2
 1,968,935 1,287,702  

「管理費」計（⑪＝⑦＋⑩）  15,360,935 14,127,702  

管理費 

 内仮払消費税等（⑫）  731,473 672,747  

（注）１ 「業務費用等」には、修繕費を含む。 

（注）２ 管理費等の明細については、別表１１－１「原告Ａの本件その他の管理費等の支払状況」を参照。 
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Ｂ 

別表８－２ 原告Ｂが区分所有権を有するマンションの管理費等の運用状況 （単位：円） 

平成１５年９月期 平成１６年９月期 平成１７年９月期 

勘定科目 マンション名 種別 計上額 

 

業務費用等

(注)１

剰余金 

 

計上額 

 

業務費用等

(注)１

剰余金 

 

計上額 

 

業務費用等 

(注)１ 

剰余金 

 

管理費 13,080,000 2,847,651 10,232,349   
Ｊ 

修繕積立金 13,080,000 0 13,080,000   

計（①） 26,160,000 2,847,651 23,312,349   

 内仮払消費税等（②） 1,245,714    

家賃原価 

「家賃原価」計 

損金計上額 

（③＝①－②） 
24,914,286    

管理費 96,000 38,445 57,555 96,000 39,013 56,987 96,000 38,315 57,685 
Ｎ 

修繕積立金 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 

管理費 96,000 11,861 84,139 96,000 10,665 85,335 96,000 16,139 79,861 
Ｏ 

修繕積立金 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 96,000 2,859 93,141 

管理費 1,002,000 0 1,002,000 1,002,000 0 1,002,000 1,002,000 0 1,002,000 
Ｐ 

修繕積立金 1,002,000 0 1,002,000 1,002,000 0 1,002,000 1,002,000 0 1,002,000 

管理費 96,000 27,343 68,657 96,000 27,938 68,062 96,000 27,195 68,805 
Ｑ 

修繕積立金 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 96,000 134,102 △38,102 

管理費 96,000 41,013 54,987 96,000 18,891 77,109 96,000 29,825 56,175 
Ｒ 

修繕積立金 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 96,000 6,509 89,491 

管理費 6,882,000 2,417,025 4,464,975 6,882,000 1,046,281 5,835,719 6,882,000 691,550 6,190,450 
Ｓ 

修繕積立金 6,882,000 0 6,882,000 6,882,000 0 6,882,000 6,882,000 20,253,856 △13,371,856 

管理費 96,000 13,742 82,258 96,000 2,969 93,031 96,000 8,592 87,408 
Ｔ 

修繕積立金 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 

管理費 96,000 3,153 92,847 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 
Ｕ 

修繕積立金 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 

管理費 96,000 15,988 80,012 96,000 16,570 79,430 96,000 16,484 79,516 

管理費 

Ｖ 
修繕積立金 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 96,000 24,545 71,455 
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Ｂ 

平成１５年９月期 平成１６年９月期 平成１７年９月期 

勘定科目 マンション名 種別 計上額 

 

業務費用等

(注)１

剰余金 

 

計上額 

 

業務費用等

(注)１

剰余金 

 

計上額 

 

業務費用等 

(注)１ 

剰余金 

 

管理費 96,000 27,734 68,266 96,000 27,985 68,015 96,000 28,958 67,042 
Ｗ 

修繕積立金 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 96,000 7,451 88,549 

管理費 96,000 35,036 60,964 96,000 19,751 76,249 96,000 9,929 86,071 
Ｅ 

修繕積立金 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 96,000 3,853 92,147 

管理費 510,000 33,532 476,468 510,000 33,735 476,265 510,000 33,253 476,747 
Ｘ 

修繕積立金 510,000 0 510,000 510,000 0 510,000 510,000 2,526 507,474 

管理費 96,000 36,267 59,733 96,000 22,650 73,350 96,000 28,014 67,986 
Ｙ 

修繕積立金 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 

管理費 96,000 42,763 53,237 96,000 42,113 53,887 96,000 10,864 85,136 
Ｚ 

修繕積立金 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 96,000 4,818 91,182 

管理費 96,000 36,109 59,891 96,000 33,792 62,208 96,000 34,483 61,517 
ａ 

修繕積立金 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 

管理費 72,000 37,333 34,667 96,000 12,126 83,874 96,000 24,913 71,087 
ｅ 

修繕積立金 72,000 0 72,000 96,000 0 96,000 96,000 990 95,010 

管理費 26,160,000 0 26,160,000 26,160,000 6,233,704 19,936,296 26,160,000 6,866,573 19,293,427 
Ｊ 

修繕積立金 26,160,000 0 26,160,000 26,160,000 0 26,160,000 26,160,000 481,792 25,678,208 

計（④） 71,556,000 2,817,344 68,738,656 71,604,000 7,578,183 64,025,817 71,604,000 28,788,388 42,815,612 

管理費 35,778,000 2,817,344 32,960,656 35,802,000 7,578,183 28,223,817 35,802,000 7,865,087 27,936,913 

修繕積立金 35,778,000 0 35,778,000 35,802,000 0 35,802,000 35,802,000 20,923,301 14,878,699  

内仮払消費税等（⑤） 3,407,428  3,409,714 3,409,714   

本件各マンション計 

損金算入額 

（⑥＝④－⑤） 
68,148,572  68,194,286 68,194,286   

本件各マンション以外のマンション計（⑦） 

（本件その他の管理費等）         (注)2
2,186,880  6,813,174 5,860,961   

「管理費」計（⑧＝④＋⑦） 73,742,880  78,417,174 77,464,961   

管理費 

 内仮払消費税等（⑨） 3,511,565  3,734,151 3,688,807   

（注）１ 「業務費用等」には、修繕費を含む。 

（注）２ 管理費等の明細については、別表１１－２「原告Ｂの本件その他の管理費等の支払状況」を参照。 
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Ｃ 

別表８－３ 原告Ｃが区分所有権を有するマンションの管理費等の運用状況 （単位：円） 

平成１５年３月期 平成１６年３月期 平成１７年３月期 

勘定科目 マンション名 種別 計上額 

 

業務費用等

(注)１

剰余金 

 

計上額 

 

業務費用等

(注)１

剰余金 

 

計上額 

 

業務費用等 

(注)１ 

剰余金 

 

管理費 168,000 27,474 140,526 96,000 39,127 56,873 96,000 38,150 57,850 
Ｎ 

修繕積立金 168,000 0 168,000 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 

管理費 21,798,000 1,125,760 20,672,240 12,456,000 2,273,733 10,182,267 12,456,000 1,833,775 10,622,225 
Ｏ 

修繕積立金 21,798,000 0 21,798,000 12,456,000 0 12,456,000 12,456,000 0 12,456,000 

管理費 168,000 6,478 161,522 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 
Ｐ 

修繕積立金 168,000 0 168,000 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 

管理費 25,053,000 2,877,875 22,175,125 14,316,000 4,214,968 10,101,032 14,316,000 3,954,762 10,361,238 
Ｑ 

修繕積立金 25,053,000 0 25,053,000 14,316,000 0 14,316,000 14,316,000 0 14,316,000 

管理費 9,733,500 797,512 8,935,988 5,562,000 1,611,592 3,950,408 5,562,000 1,516,053 4,045,947 
Ｒ 

修繕積立金 9,733,500 0 9,733,500 5,562,000 0 5,562,000 5,562,000 0 5,562,000 

管理費 168,000 23,324 144,676 96,000 30,450 65,550 96,000 10,968 85,032 
Ｓ 

修繕積立金 168,000 0 168,000 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 

管理費 31,101,000 924,454 30,176,546 17,772,000 1,482,815 16,289,185 17,772,000 1,536,496 16,235,504 
Ｔ 

修繕積立金 31,101,000 0 31,101,000 17,772,000 0 17,772,000 17,772,000 0 17,772,000 

管理費 15,372,000 0 15,372,000 8,784,000 0 8,784,000 8,784,000 0 8,784,000 
Ｕ 

修繕積立金 15,372,000 0 15,372,000 8,784,000 0 8,784,000 8,784,000 0 8,784,000 

管理費 30,177,000 1,829,188 28,347,812 17,046,000 2,442,376 14,603,624 17,172,000 2,558,398 14,613,602 
Ｖ 

修繕積立金 30,177,000 0 30,177,000 17,046,000 0 17,046,000 17,172,000 0 17,172,000 

管理費 168,000 19,881 148,119 96,000 29,278 66,722 96,000 28,460 67,540 
Ｌ 

修繕積立金 168,000 0 168,000 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 

管理費 23,352,000 2,040,003 21,311,997 13,344,000 3,809,988 9,534,012 13,344,000 3,687,604 9,656,396 
Ｗ 

修繕積立金 23,352,000 0 23,352,000 13,344,000 0 13,344,000 13,344,000 0 13,344,000 

管理費 168,000 19,451 148,549 96,000 25,152 70,848 96,000 18,313 77,687 

管理費 

Ｅ 
修繕積立金 168,000 0 168,000 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 
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Ｃ 

平成１５年３月期 平成１６年３月期 平成１７年３月期 

勘定科目 マンション名 種別 計上額 

 

業務費用等

(注)１

剰余金 

 

計上額 

 

業務費用等

(注)１

剰余金 

 

計上額 

 

業務費用等 

(注)１ 

剰余金 

 

管理費 168,000 24,621 143,379 96,000 33,594 62,406 96,000 32,973 63,027 
Ｘ 

修繕積立金 168,000 0 168,000 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 

管理費 13,135,500 1,388,304 11,747,196 7,506,000 2,550,089 4,955,911 7,506,000 2,324,947 5,181,053 
Ｙ 

修繕積立金 13,135,500 0 13,135,500 7,506,000 0 7,506,000 7,506,000 0 7,506,000 

管理費 8,988,000 1,619,919 7,368,081 5,136,000 2,335,405 2,800,595 5,136,000 1,382,096 3,753,904 
Ｚ 

修繕積立金 8,988,000 0 8,988,000 5,136,000 0 5,136,000 5,136,000 0 5,136,000 

管理費 15,330,000 2,009,020 13,320,980 8,760,000 2,966,126 5,793,874 8,760,000 2,933,189 5,826,811 
ａ 

修繕積立金 15,330,000 0 15,330,000 8,760,000 0 8,760,000 8,760,000 0 8,760,000 

管理費 20,832,000 2,295,625 18,536,375 19,353,000 4,155,340 15,197,660 20,796,000 4,066,103 16,729,897 
ｂ 

修繕積立金 20,832,000 0 20,832,000 19,353,000 0 19,353,000 20,796,000 0 20,796,000 

管理費 10,068,000 825,977 9,242,023 9,320,000 1,280,916 8,039,084 10,068,000 1,862,110 8,205,890 
ｄ 

修繕積立金 10,068,000 0 10,068,000 9,320,000 0 9,320,000 10,068,000 3,623,070 6,444,930 

管理費 12,320,000 565,136 11,754,864 6,720,000 1,770,803 4,949,197 6,720,000 1,881,455 4,838,545 
ｅ 

修繕積立金 12,320,000 0 12,320,000 6,720,000 0 6,720,000 6,720,000 0 6,720,000 

管理費 144,000 2,313 141,687 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 
Ｋ 

修繕積立金 144,000 0 144,000 96,000 0 96,000 96,000 0 96,000 

管理費  132,000 29,771 102,229 132,000 35,077 96,923 

管理費 

Ｊ 
修繕積立金  132,000 0 132,000 132,000 0 132,000 
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Ｃ 

平成１５年９月期 平成１６年９月期 平成１７年９月期 

勘定科目 マンション名 種別 計上額 

 

業務費用等

(注)１

剰余金 

 

計上額 

 

業務費用等

(注)１

剰余金 

 

計上額 

 

業務費用等 

(注)１ 

剰余金 

 

計（①） 476,824,000 18,422,315 458,401,685 293,758,000 31,081,523 262,676,477 298,392,000 33,323,999 265,068,001 

管理費 238,412,000 18,422,315 219,989,685 146,879,000 31,081,523 116,797,477 149,196,000 29,700,929 119,495,071 

修繕積立金 238,412,000 0 238,412,000 146,879,000 0 146,879,000 149,196,000 3,623,070 145,572,930  

内仮払消費税等（②） 22,705,904  13,988,476 14,209,142   

本件各マンション計 

損金算入額 

（③＝①－②） 
454,118,096  279,769,524 284,182,858   

本件各マンション以外のマンション計（④） 

（本件その他の管理費等）         (注)2
34,877,434  39,445,248 32,262,131   

「管理費」計（⑤＝①＋④） 511,701,434  333,203,248 330,654,131   

管理費 

 内仮払消費税額等（⑥） 24,366,734  15,866,821 15,745,434   

（注）１ 「業務費用等」には、修繕費を含む。 

（注）２ 管理費等の明細については、別表１１－３「原告Ｃの本件その他の管理費等の支払状況」を参照。 
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Ｄ 

別表８－４ 原告Ｄが区分所有権を有するマンションの管理費等の運用状況 （単位：円） 

平成１５年９月期 平成１６年９月期 平成１７年９月期 

勘定科目 マンション名 種別 計上額 

 

業務費用等

(注)１

剰余金 

 

計上額 

 

業務費用等

(注)１

剰余金 

 

計上額 

 

業務費用等 

(注)１ 

剰余金 

 

管理費 4,542,000 1,918,572 2,623,428 9,084,000 1,946,910 7,137,090 4,542,000 1,912,068 2,629,932 
Ｎ 

修繕積立金 4,542,000 0 4,542,000 9,084,000 0 9,084,000 4,542,000 0 4,542,000 

管理費 96,000 11,861 84,139 192,000 10,665 181,335 96,000 16,139 79,861 
Ｏ 

修繕積立金 96,000 0 96,000 192,000 0 192,000 96,000 2,859 93,141 

管理費 5,467,500 0 5,467,500 10,440,000 0 10,440,000 5,220,000 0 5,220,000 
Ｐ 

修繕積立金 5,467,500 0 5,467,500 10,440,000 0 10,440,000 5,220,000 0 5,220,000 

管理費 96,000 27,343 68,657 192,000 27,938 164,062 96,000 27,195 68,805 
Ｑ 

修繕積立金 96,000 0 96,000 192,000 0 192,000 96,000 134,102 △38,102 

管理費 96,000 41,013 54,987 192,000 18,891 173,109 96,000 29,825 66,175 
Ｒ 

修繕積立金 96,000 0 96,000 192,000 0 192,000 96,000 6,509 89,491 

管理費 96,000 38,214 57,786 192,000 16,542 175,458 96,000 10,933 85,067 
Ｓ 

修繕積立金 96,000 0 96,000 192,000 0 192,000 96,000 320,224 △224,224 

管理費 96,000 13,742 82,258 192,000 2,959 189,031 96,000 8,592 87,408 
Ｔ 

修繕積立金 96,000 0 96,000 192,000 0 192,000 96,000 0 96,000 

管理費 96,000 3,153 92,847 192,000 0 192,000 96,000 0 96,000 
Ｕ 

修繕積立金 96,000 0 96,000 192,000 0 192,000 96,000 0 96,000 

管理費 96,000 15,925 80,075 192,000 16,505 175,495 96,000 16,419 79,581 
Ｖ 

修繕積立金 96,000 0 96,000 192,000 0 192,000 96,000 24,448 71,552 

管理費 12,810,000 3,652,951 9,157,049 25,620,000 3,531,326 22,088,674 12,810,000 3,555,909 9,254,091 
Ｌ 

修繕積立金 12,810,000 0 12,810,000 25,620,000 0 25,620,000 12,810,000 3,348,091 9,461,909 

管理費 96,000 27,734 68,266 192,000 27,985 164,015 96,000 28,958 67,042 
Ｗ 

修繕積立金 96,000 0 96,000 192,000 0 192,000 96,000 7,451 88,549 

管理費 10,560,000 3,558,086 7,001,914 21,120,000 2,005,779 19,114,221 0 1,008,368 △1,008,368 

管理費 

Ｅ 
修繕積立金 10,560,000 0 10,560,000 21,120,000 0 21,120,000 0 391,293 △391,293 
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Ｄ 

平成１５年９月期 平成１６年９月期 平成１７年９月期 

勘定科目 マンション名 種別 計上額 

 

業務費用等

(注)１

剰余金 

 

計上額 

 

業務費用等

(注)１

剰余金 

 

計上額 

 

業務費用等 

(注)１ 

剰余金 

 

管理費 8,598,000 2,943,381 5,654,619 17,196,000 2,961,155 14,234,845 8,598,000 2,918,877 5,679,123 
Ｘ 

修繕積立金 8,598,000 0 8,598,000 17,196,000 0 17,196,000 8,598,000 221,747 8,376,253 

管理費 96,000 37,509 58,491 192,000 23,425 168,575 96,000 28,973 67,027 
Ｙ 

修繕積立金 96,000 0 96,000 192,000 0 192,000 96,000 0 96,000 

管理費 96,000 42,763 53,237 192,000 42,113 149,887 96,000 10,864 85,136 
Ｚ 

修繕積立金 96,000 0 96,000 192,000 0 192,000 96,000 4,818 91,182 

管理費 96,000 36,109 59,891 192,000 33,792 158,208 96,000 34,483 61,517 
ａ 

修繕積立金 96,000 0 96,000 192,000 0 192,000 96,000 0 96,000 

管理費 278,000 28,096 249,904 142,000 13,947 128,053 132,000 23,375 108,625 
ｂ 

修繕積立金 278,000 0 278,000 142,000 0 142,000 132,000 2,877 129,123 

管理費 192,000 32,306 159,694 384,000 15,205 368,795 192,000 34,734 157,266 
ｄ 

修繕積立金 192,000 0 192,000 384,000 0 384,000 192,000 96,713 95,287 

管理費 0 37,333 △37,333 192,000 12,126 179,874 96,000 24,913 71,087 
ｅ 

修繕積立金 0 0 0 192,000 0 192,000 96,000 990 95,010 

管理費 96,000 0 96,000 192,000 0 192,000 96,000 0 96,000 
Ｋ 

修繕積立金 96,000 0 96,000 192,000 0 192,000 96,000 0 96,000 

管理費 366,000 14,429 351,571 1,464,000 31,537 1,432,463 732,000 34,794 697,206 

管理費 

Ｊ 
修繕積立金 366,000 0 366,000 1,464,000 0 1,464,000 732,000 2,441 729,559 
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Ｄ 

平成１５年９月期 平成１６年９月期 平成１７年９月期 

勘定科目 マンション名 種別 計上額 

 

業務費用等

(注)１

剰余金 

 

計上額 

 

業務費用等

(注)１

剰余金 

 

計上額 

 

業務費用等 

(注)１ 

剰余金 

 

計（①） 87,931,000 12,480,520 75,450,480 175,892,000 10,738,810 165,153,190 66,948,000 14,289,982 52,658,018 

管理費 43,965,500 12,480,520 31,484,980 87,946,000 10,738,810 77,207,190 33,474,000 9,725,419 23,748,581 

修繕積立金 43,965,500 0 43,965,500 87,946,000 0 87,946,000 33,474,000 4,564,563 28,909,437  

内仮払消費税等（②） 4,187,190  8,375,809 3,188,000   

本件各マンション計 

損金算入額 

（③＝①－②） 
83,743,810  167,516,191 63,760,000   

本件各マンション以外のマンション計（④） 

（本件その他の管理費等）         (注)2
748,110  1,312,080 689,040   

「管理費」計（⑤＝①＋④） 88,679,110  177,204,080 67,637,040   

管理費 

 内仮払消費税額等（⑥） 4,222,814  8,438,289 3,220,811   

（注）１ 「業務費用等」には、修繕費を含む。 

（注）２ 管理費等の明細については、別表１１－４「原告Ｄの本件その他の管理費等の支払状況」を参照。 
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別表９－１ 

 

区分所有者の管理費等の収支状況 

平成14年7月～平成15年6月 

番号 マンション名 
Ｄ Ｂ Ｃ Ａ 合計 組合収入額

管理費等

支出額 

次期繰越 

金合計 
前受金 計 預け金計

1 Ｎ 9,084,000 192,000 192,000 0 9,468,000 9,468,000 1,966,461 7,501,547 3,314,224 10,815,771 9,500,000

2 Ｏ 144,000 144,000 25,008,000 0 25,296,000 25,296,000 3,396,319 23,733,193 19,825,852 43,559,045 41,000,000

3 Ｐ 10,440,000 2,004,000 192,000 0 12,636,000 12,636,000 2,064,087 11,947,682 3,616,612 15,564,294 11,500,000

4 Ｑ 192,000 192,000 28,632,000 0 29,016,000 29,016,000 4,048,975 24,982,198 22,660,813 47,643,011 47,000,000

5 Ｒ 192,000 192,000 11,124,00 0 11,508,000 11,508,000 2,178,189 9,932,827 9,418,053 19,350,880 18,000,000

6 Ｓ 192,000 13,764,000 192,000 0 14,148,000 14,148,000 2,453,352 11,962,022 4,608,631 16,570,653 15,000,000

7 Ｔ 192,000 192,000 35,544,000 0 35,928,000 35,928,000 4,752,361 35,836,907 28,962,689 64,799,596 59,000,000

8 Ｕ 192,000 192,000 17,568,000 0 17,952,000 17,952,000 2,854,527 18,871,473 15,790,503 34,661,976 29,000,000

9 Ｖ 192,000 192,000 34,344,000 0 34,728,000 34,728,000 4,391,368 32,288,741 28,100,095 60,388,836 57,000,000

10 Ｌ 25,620,000  192,000 552,000 26,364,000 26,364,000 3,715,814 22,796,829 7,594,402 30,391,231 29,500,000

11 Ｗ 192,000 192,000 26,688,000 0 27,072,000 27,072,000 3,855,047 23,963,219 21,852,775 45,815,994 44,000,000

※12 Ｅ 21,120,000 192,000 192,000 0 21,504,000 21,504,000 3,565,625 18,539,885 6,607,918 25,147,803 24,000,000

13 Ｘ 16,989,000 1,227,000 192,000 0 18,408,000 18,408,000 2,950,603 15,457,409 5,616,965 21,074,374 20,000,000

14 Ｙ 192,000 192,000 15,012,000 0 15,396,000 15,396,000 3,025,404 12,973,611 12,459,570 25,433,181 24,000,000

15 Ｚ 192,000 192,000 10,272,000 0 10,656,000 10,656,000 2,333,895 8,334,986 8,631,017 16,966,003 16,000,000

16 ａ 192,000 192,000 17,520,000 0 17,904,000 17,904,000 3,045,900 15,005,111 14,249,928 29,255,039 28,000,000

 平成14年2月～平成15年1月 

17 ｂ 336,000 0 41,520,000 0 41,856,000 41,856,000 4,891,384 38,644,620 15,201,443 53,846,053 51,000,000

 平成14年4月～平成15年3月 

18 ｄ 384,000 － 20,136,000 0 20,520,000 20,520,000 3,061,256 19,138,770 23,426,167 42,564,937 41,000,000

 平成14年6月～平成15年5月 

19 ｅ 192,000 192,000 13,440,000 0 13,824,000 13,824,000 2,796,341 12,190,689 13,028,302 25,218,991 24,000,000

 平成14年10月～平成15年9月 

20 Ｋ 192,000  192,000 12,288,000 12,672,000 12,672,000 2,376,407 13,485,686 1,119,000 14,604,585 13,000,000

合計 35,421,000 19,443,000 298,152,000 12,840,000 416,856,000 416,856,000 63,723,815 377,587,405 266,084,959 643,672,364 601,500,000

※１ 番号１７～番号２０は、番号１～１６までと管理組合の会計期間が異なるため、平成１５年中に決算期が到来したものを合計した。 

 ２ 「前受金」欄には、未払金、預り資金を含む。 
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別表９－２ 

 

区分所有者の管理費等の収支状況 

平成15年7月～平成16年6月 

番号 マンション名 
Ｄ Ｂ Ｃ Ａ 合計 組合収入額

管理費等

支出額 

次期繰越 

金合計 
前受金 計 預け金計

1 Ｎ 9,084,000 192,000 192,000 0 9,468,000 9,468,000 2,024,742 14,944,617 2,463,000 17,407,817 16,900,000

2 Ｏ 192,000 192,000 24,912,000 0 25,295,000 25,295,000 3,598,834 46,754,974 18,780,000 65,534,974 64,400,000

3 Ｐ 12,252,000 192,000 192,000 0 12,636,000 12,636,000 2,211,025 23,778,656 4,851,128 28,629,784 27,000,000

4 Ｑ 192,000 192,000 28,632,000 0 29,016,000 29,016,000 4,204,480 49,808,733 21,570,000 71,378,733 70,900,000

5 Ｒ 192,000 192,000 11,124,000 0 11,508,000 11,508,000 2,222,149 19,821,693 8,589,000 28,410,593 27,900,000

6 Ｓ 192,000 13,764,000 192,000 0 14,148,000 14,148,000 2,524,464 24,381,993 4,204,800 28,586,793 27,500,000

7 Ｔ 192,000 192,000 35,544,000 0 35,928,000 35,928,000 4,976,619 69,988,567 28,067,235 98,055,802 97,500,000

8 Ｕ 192,000 192,000 17,568,000 0 17,952,000 17,952,000 2,940,274 37,159,118 14,832,000 51,991,118 51,200,000

9 Ｖ 192,000 192,000 34,344,000 0 34,728,000 34,728,000 4,563,854 64,369,904 26,846,400 91,216,304 90,400,000

10 Ｌ 25,620,000 0 192,000 552,000 26,364,000 26,364,000 3,903,356 45,405,987 7,027,650 52,433,637 51,900,000

11 Ｗ 192,000 192,000 26,688,000 0 27,072,000 27,072,000 3,989,878 47,204,361 24,552,000 71,756,361 71,200,000

※12 Ｅ 21,120,000 192,000 192,000 0 21,504,000 21,504,000 3,219,847 37,428,031 5,622,000 43,050,031 42,500,000

13 Ｘ 17,196,000 1,020,000 192,000 0 18,408,000 18,408,000 3,030,064 30,835,361 4,698,000 35,533,361 35,000,000

14 Ｙ 192,000 192,000 15,012,000 0 15,396,000 15,396,000 3,129,797 25,842,830 11,505,000 37,347,830 36,400,000

15 Ｚ 192,000 192,000 10,272,000 0 10,656,000 10,656,000 2,451,807 16,551,192 7,815,120 24,366,312 23,900,000

16 ａ 192,000 192,000 17,520,000 0 17,904,000 17,904,000 3,201,910 29,842,215 13,266,000 43,108,215 42,600,000

 平成15年2月～平成16年1月 

17 ｂ 264,000 0 41,592,000 0 41,856,000 41,856,000 5,938,913 76,327,317 12,926,224 89,253,541 85,000,000

 平成15年4月～平成16年3月 

18 ｄ 384,000 0 20,136,000 0 20,520,000 20,520,000 3,623,749 37,754,200 22,843,228 60,597,428 59,500,000

 平成15年6月～平成16年5月 

19 ｅ 192,000 192,000 13,440,000 0 13,824,000 13,824,000 3,155,678 24,103,640 13,289,440 37,393,060 36,000,000

 平成15年10月～平成16年9月 

20 Ｋ 192,000 0 192,000 12,288,000 12,672,000 12,672,000 2,803,070 26,344,133 2,228,790 28,572,923 27,600,000

 平成15年4月～平成16年3月 

21 Ｊ 1,464,000 52,320,000 264,000 0 54,048,000 54,048,000 6,494,684 47,933,152 30,070,330 78,003,482 76,000,000

合計 89,880,000 69,792,000 298,392,000 12,840,000 470,904,000 470,904,000 74,309,194 796,580,874 286,047,345 1,082,628,219 1,061,300,000

※１ 番号１７～番号２１は、番号１～１６までと管理組合の会計期間が異なるため、平成１５年中に決算期が到来したものを合計した。 

  ２ 「前受金」欄には、未払金、預り資金を含む。 
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別表９－３ 

 

区分所有者の管理費等の収支状況 

平成16年7月～平成17年6月 

番号 マンション名 
Ｄ Ｂ Ｃ Ａ 合計 組合収入額

管理費等

支出額 

次期繰越 

金合計 
前受金 計 預け金計

1 Ｎ 9,084,000 192,000 192,000 0 9,468,000 9,468,000 1,990,018 22,435,248 2,483,040 24,918,288 24,400,000

2 Ｏ 192,000 192,000 24,912,000 0 25,296,000 25,296,000 3,667,208, 69,497,111 20,390,000 89,887,111 89,400,000

3 Ｐ 10,440,000 2,004,000 192,000 0 12,636,000 12,636,000 2,134,746 35,644,285 3,591,600 39,235,885 39,000,000

4 Ｑ 192,000 192,000 28,632,000 0 29,016,000 29,016,000 18,050,519 60,807,858 31,299,300 92,107,158 91,500,000

5 Ｒ 192,000 192,000 11,124,000 0 11,508,000 11,508,000 2,559,726 29,386,697 8,589,000 37,975,697 37,400,000

6 Ｓ 192,000 13,764,000 192,000 0 14,148,000 14,148,000 22,167,367 18,264,054 15,908,100 34,172,154 33,800,000

7 Ｔ 192,000 192,000 35,544,000 0 35,928,000 35,928,000 4,749,868 104,390,383 28,014,000 132,404,383 132,000,000

8 Ｕ 192,000 192,000 17,568,000 0 17,952,000 17,952,000 2,869,966 55,777,303 14,834,415 70,611,718 70,200,000

9 Ｖ 192,000 192,000 34,344,000 0 34,728,000 34,728,000 7,754,170 93,267,081 29,872,500 123,139,581 122,900,000

10 Ｌ 25,620,000 0 192,000 552,000 26,364,000 26,364,000 7,238,005 64,686,827 10,405,500 75,092,327 74,400,000

11 Ｗ 192,000 192,000 26,688,000 0 27,072,000 27,072,000 4,912,663 69,515,519 24,552,000 94,067,519 93,700,000

※12 Ｅ 21,120,000 192,000 192,000 0 21,504,000 21,504,000 3,693,617 57,044,907 5,841,000 63,885,907 63,000,000

13 Ｘ 17,196,000 1,020,000 192,000 0 18,408,000 18,408,000 3,212,903 46,045,436 4,866,000 50,911,436 50,500,000

14 Ｙ 192,000 192,000 15,012,000 0 15,396,000 15,396,000 3,015,061 38,855,144 11,505,000 50,360,144 49,900,000

15 Ｚ 192,000 192,000 10,272,000 0 10,656,000 10,656,000 2,536,580 25,077,624 8,583,150 34,660,774 33,900,000

16 ａ 192,000 192,000 17,520,000 0 17,904,000 17,904,000 3,125,019 44,774,539 13,291,040 58,065,579 57,600,000

 平成16年2月～平成17年1月 

17 ｂ 264,000 0 41,592,000 0 41,856,000 41,856,000 5,787,052 114,128,785 10,032,208 124,160,993 123,600,000

 平成15年4月～平成17年3月 

18 ｄ 384,000 0 20,136,000 0 20,520,000 20,520,00 7,299,817 52,687,728 25,191,050 77,878,778 76,800,000

 平成16年6月～平成17年5月 

19 ｅ 192,000 192,000 13,440,000 0 13,824,000 13,824,000 3,096,801 36,060,818 12,232,614 48,293,432 47,300,000

 平成16年10月～平成17年9月 

20 Ｋ 192,000 0 192,000 12,288,000 12,672,000 12,672,000 2,774,507 36,241,626 2,228,790 38,470,416 40,600,000

 平成16年4月～平成17年3月 

21 Ｊ 1,464,000 52,320,000 264,000 0 54,048,000 54,048,000 7,394,679 94,988,659 29,485,022 124,473,681 123,800,000

合計 88,068,000 71,604,000 298,392,000 12,840,000 470,904,000 470,904,000 120,030,292 1,170,577,632 314,195,329 1,484,772,961 1,425,700,000

※１ 番号１７～番号２１は、番号１～１６までと管理組合の会計期間が異なるため、平成１７年中に決算期が到来したものを合計した。 

 ２ Ｋの管理組合は決算書を作成していないことから、「原告Ｄ」欄から「管理費等支出額」欄は調査額により、「次期繰越金合計」欄及び「預け金計」欄は管理組合の前

会計期間の実績を基に記載し、「前受金」欄は前会計期間の実績を記載した。 

 ３ 「前受金」欄には、未払金、預り資金を含む。 
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別表１０ 本件管理費等の資金の流れ図 

 

例 Ｊ管理組合 

 

㈱Ｂ 

㈱Ｃ 

㈱Ｄ 

㈱Ｂ 

㈱Ａ 

㈱Ｆ 

管理費及び修繕積立金支出

管理費   26,160,000 

修繕積立金 26,160,000 

(259室分) 

管理費    132,000 

修繕積立金  132,000 

(1室分) 

管理費    732,000 

修繕積立金  732,000 

(1室分) 

Ｊ管理組合 

管理委託料等支出 

 3,515,400 

 清掃料等支出 1,185,698 

※ 電気料は、管理組合の預金口座

から直接引き落とされている。

預け金 76,000,000

 

 平成16年3月期     (単位:円) 

 

 管理費収入      27,024,000 

  管理費以外収入     379,836  

 収入計      ① 27,403,836 

 

 

 管理委託料支出    3,515,400 

 清掃料等支出     1,185,698 

  電気料支出      1,793,586  

 支出計       ② 6,494,684 

 

 

 管理費当期剰余金 ③ 20,909,152 (①－②)

 修繕積立金収入  ④ 27,024,000 

 前受金      ⑤ 27,336,000 

  未払金      ⑥  2,734,330  

 預け金原資計     78,003,482 (③+④+

                  ⑤+⑥)
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別表１１－１ 原告Ａの本件その他の管理費等の支払状況 

（単位：円） 

マンション名 平成１５年３月期 平成１６年３月期 平成１７年３月期 

  107,662

 276,775 158,400

 138,160 224,840

 1,554,000 796,800

計 1,968,935 1,287,702

 

別表１１－２ 原告Ｂの本件その他の管理費等の支払状況 

（単位：円） 

マンション名 平成１５年９月期 平成１６年９月期 平成１７年９月期 

 454,000 852,000 852,000

 304,800 253,200 210,000

 4,682,694 3,674,681

  99,000

 39,200 596,400 596,400

 960,000  

 428,880 428,880 428,880

計 2,186,880 6,813,174 5,860,961

 

別表１１－４ 原告Ｄの本件その他の管理費等の支払状況 

（単位：円） 

マンション名 平成１５年９月期 平成１６年９月期 平成１７年９月期 

 360,360 480,480 336,600

  33,000

 79,200 158,400 79,200

 308,550 673,200 240,240

計 748,110 1,312,080 689,040
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Ｃ 

別表１１－３ 原告Ｃの本件その他の管理費等の支払状況 

（単位：円） 

マンション名 平成１５年３月期 平成１６年３月期 平成１７年３月期 

 244,224 488,488 

 432,000 432,000 432,000

 195,000  

 180,000  

 198,720 380,880 216,120

 538,560 855,090 436,320

 254,880 254,880 254,880

 142,560 294,080 

 12,960  

 302,400 579,600 302,400

 976,800 1,016,400 976,800

 189,600 189,600 189,600

 212,400 424,800 212,400

 217,200 217,200 

 142,800 142,800 142,800

 142,800  

 639,960 1,226,590 639,960

 158,500 278,400 139,200

 341,400 682,800 341,400

 577,680 888,820 657,120

 366,000 644,000 396,200

 198,000 198,000 252,000

 62,200  

 706,840 1,434,600 746,400

 212,300 443,900 231,600

 118,800 118,800 134,550

 929,200 40,400 484,800

 585,360 1,121,940 585,360

 215,880 413,770 262,410

 150,000 132,000 235,200

 228,240 437,460 228,240

 113,100 113,100 113,100

 316,400 260,400

 1,408,750 735,000 735,000

 172,800 345,600 172,800

 300,000 1,362,280 469,560

 122,400 148,800 151,200

 235,200 470,400 235,200

 68,400 204,790 

  105,600

 339,840 339,840 342,240

 131,040 131,040 151,200

 160,800 486,240 160,800
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Ｃ 

マンション名 平成１５年３月期 平成１６年３月期 平成１７年３月期 

 213,400 145,200 145,200

 175,200 175,200 175,200

 369,600 369,600 487,200

 118,800 118,800 118,800

 1,628,400 1,508,400 1,388,400

 990,000 990,000 990,000

 149,800 321,600 160,800

 199,200 398,400 199,200

 468,840 468,840 468,840

 2,293,200 2,053,200 2,173,200

 158,000 152,000 156,000

 198,000 396,000 198,000

 260,400  

 792,000 792,000 792,000

 328,800  

  244,224

 328,800 328,800 328,800

 367,680 735,360 367,680

 95,280 190,560 95,280

 346,200 692,400 346,200

 151,620 410,880 256,200

 476,200 376,200 521,550

 475,200 475,200 475,200

 264,000 

 211,200 211,200 211,200

 1,942,000 1,827,600 1,827,600

 252,300 92,400 92,400

 210,600 210,600 210,600

 780,000 660,000 660,000

 772,800 700,800 700,800

 1,380,600 694,800 1,457,800

 438,000 198,000 198,000

 163,800 258,300 239,400

 462,000 462,000 462,000

 541,200 541,200 541,200

 396,000 396,000 396,000

 760,800 760,800 760,800

 560,640 1,074,560 560,640

 723,600 303,600 1,143,600

 993,600 693,600 813,600

 242,400 242,400 256,800

 633,600 880,000 319,600

（過払い分） △67,920 △120,000 △72,743

計（85棟） 34,877,434 39,445,248 32,262,131
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別表１２ 原告Ｄの平成１７年９月課税期間における課税売上割合の変動 

（単位：円、％） 

項目 項
番 

資産の譲渡等 

Ａ 

課税資産の譲渡等 

Ｂ 

課税売上割合 

Ｂ÷Ａ 

申告額 ① 2,332,815,326 705,493,275 30.2421399

本件譲渡の売却収入 504,957,808  

 うち建物に係るもの 
② 

260,843,855 

固定資産税負担金 2,601,799  

 建物に係るもの 
③ 

2,198,389 

本件譲渡に係る対価の額否認後

の額（①－②－③） 
④ 1,825,255,719 442,451,031 24.2404955

（注）１ 表中の金額は、いずれも税抜金額である。 

   ２ 乙ニ第２号証及び甲ニ第１２号証を基に作成した。

 

 

 

別表１３・１４　省略 




